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第１章 本調査研究事業の実施概要 

 

１ 本調査研究事業の背景と目的 

「新しい経済政策パッケージ」により令和元年10月から実施している幼児教育・保育

の無償化では、保育の受け皿拡大を図りつつ保護者の負担軽減措置を講じるため、認可

施設に通うこどもと、都道府県知事、指定都市市長、中核市市長、児童相談所設置市市

長（以下「都道府県知事等」という。）に届出を行い「認可外保育施設に対する指導監

督の実施について」（令和６年３月29日こ成保第206号こども家庭庁成育局長通知）（

以下「局長通知」という。）別添「認可外保育施設指導監督基準」（以下「指導監督基

準」という。）を満たした認可外保育施設等に通うこどもが、現在、無償化の対象とな

っている。 

指導監督基準を満たしているかの確認は、管轄の都道府県、指定都市、中核市、児童

相談所設置市（以下「都道府県等」という。）が指導監督を行い、指導監督基準を満た

した施設に対して「認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付について」

（令和６年３月29日こ成保第218号こども家庭庁成育局長通知）別紙「認可外保育施設

指導監督基準を満たす旨の証明書交付要領」に基づき、「認可外保育施設指導監督基準

を満たす旨の証明書」を交付するとともに、その旨を公表するという取扱いを行ってい

る。すでに証明書の発行を受けている施設においても、その後の立入調査において指摘

事項があり、都道府県等により改善指導を行っても改善しなかった結果、指導監督基準

を満たさず、「認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書」交付の要件を満たさ

なくなったと認められる場合は、当該施設は指導監督基準を満たすまで無償化の対象外

となる。また、都道府県等に対しては当該施設が再び指導監督基準を満たせるように指

導を行うことが求められている。そのため、都道府県等に対しては指導監督基準の理解

を促進し、専門的な視点で立入調査ができる人材を増やすことと、全ての都道府県等を

通じて統一的な取扱いにより指導監督が行われることが引き続きの課題である。 

 

認可外保育施設に対する指導監督を都道府県等が実施していくに当たっては、令和３

年度子ども・子育て支援推進調査研究事業「認可外保育施設に対する指導監督の質の向

上等に関する調査研究」にて作成された事例集「認可外保育施設指導監督 みんなはど

うしてる？」（以下「事例集」という。）や、令和５年度子ども・子育て支援等推進調

査研究事業「認可外保育施設の指導監督基準の適合促進に関する調査研究」にて作成さ

れた「認可外保育施設への指導監督に対するＱ＆Ａ集」（以下「Ｑ＆Ａ集」という。）が

参考にされている。 

本調査研究は、指導監督の最新の状況を確認しつつ、これらの資料の更新を図り、よ

り適切かつ円滑な指導監督の実施に資することを目的として実施する。  
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具体的には、最新の状況を把握すべく、令和５年度末時点における認可外保育施設の

指導監督の状況を調査することに加え、指導監督内容で判断や解釈を迷った点やその解

決方法等の工夫点について実態を調査した上で、指導監督業務に携わる自治体にとり参

考となる点についてとりまとめ、事例集及びＱ＆Ａ集の更新を行う。 
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２ 本調査研究事業の内容と実施方法 

本調査研究事業は、主に以下の（１）から（５）の５種類の調査及び検討会の設置・

開催によって構成している。 

（１）認可外保育施設の指導監督の状況調査 

これまでに実施した「認可外保育施設の現況取りまとめ」を基に、最新の指導監督状

況を把握すべく、令和５年度末時点における都道府県等の認可外保育施設の指導監督

の状況を調査する。 

調査内容には、令和６年３月 31日時点の認可外保育施設の施設数、入所児童数の状

況も含む。 

 

（２）指導監督事務の参考となる事例集等作成のための実態調査 

指導監督基準の理解を促進して専門的な視点で立入調査ができる人材をさらに増や

し、また全ての都道府県等を通じて統一的な取扱いにより指導監督業務が行われやす

くなることを目的とした事例集及びＱ＆Ａ集の作成のため、指導監督内容で判断や解

釈を迷った点やその解決方法、また、保育の質の担保を図るための指導監督の工夫点等

について実態を調査する。 

 

（３）指導監督事務の参考となる事例集の更新 

ア 事例集の位置づけ 

「令和３年度子ども・子育て支援推進調査研究事業認可外保育施設に対する指

導監督の質の向上等に関する調査研究」において認可外保育施設への指導監督の

質を向上することを目的として作成されたものである。 

 

イ 更新の視点 

既存の業務効率化の観点に加え、指針や基準を参考に各自治体が自ら判断するた

めの行動を支援する観点から、確認が必要な事項が発生した際にどのような工夫を

行い、確認と判断をしたかということに関する好事例を付加した。また、事例はなる

べく時勢に沿った内容とすることを心掛けた。 

 

（４）指導監督事務の参考となる Q＆A集の更新 

ア Ｑ＆Ａ集の位置づけ 

認可外保育施設への指導監督並びに「認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の

証明書の交付について」（令和６年３月29日付けこ成保第218号通知）に基づく証明書

交付の実施に当たって、局長通知別紙「認可外保育施設指導監督の指針」（以下「指

導監督指針」という。）及び指導監督基準に関するこども家庭庁の見解を示すもの。

これまでのものは令和５年度子ども・子育て支援推進調査研究事業「認可外保育施設

に対する指導監督の実施における標準化に向けた調査研究」にて作成・更新された。 
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イ 更新の視点  

後述する指導監督事務の参考となる事例集等作成のための実態調査結果により、

自治体が判断に迷う項目について、判断に迷った点にかかる回答の中から、特にＱ＆

Ａ集で一定の見解が示されることで業務が進めやすくなると思われる内容を充実さ

せた。 

 

（５）検討委員会の設置・開催 

ア 検討委員会の目的 

本調査研究事業の実施に際しては、調査結果の分析を適切に行い、指導監督の実態

に即した事例集とＱ＆Ａ集の更新をするに当たっての助言を得るべく、有識者が参画

する検討委員会を設置した。 

 

イ 検討委員会の実施方法 

（ｱ）検討会の委員 

敬称略 

所 属 氏 名 

岐阜聖徳学園大学短期大学部 幼児教育学科第三部 准教授 大西
おおにし

  薫
かおる

 

横浜市 こども青少年局 保育・教育部 保育・教育運営課  

担当係長 

田崎
た さ き

 リサ 

社会福祉法人杉の子会 エイビイシイ保育園 園長 片野
か た の

 清美
き よ み

 

 

その他、オブザーバーとして、こども家庭庁 成育局保育政策課 認可外保育施設担

当室の参加を得て、検討を進めた。 

 

（ｲ）検討会の開催時期・内容 

以下のとおり、検討会を２回にわたり開催した。 

回 時期 内容 

第１回 令和６年 10月 31日（木）

13時 00分～15時 00分 

・アンケート項目の精査 

第２回 メール開催 ・アンケート調査結果報告 

・報告書（案）の精査 
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第２章 認可外保育施設の指導監督の状況調査 

 

１ 調査の概要 

これまでに実施した「認可外保育施設の現況取りまとめ」を基に、最新の状況を把握

すべく、令和５年度末時点における認可外保育施設の指導監督の状況を調査した。調査

方法は、電子メールにてこども家庭庁 成育局保育政策課 認可外保育施設担当室より都

道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市あてに照会を行った。 

 

（１）調査項目（令和６年３月 31日時点の状況について調査） 

ア 施設数、入所児童数の状況 

⚫ 届出対象施設数 

⚫ 入所児童数規模別の施設数 

⚫ 届出対象施設数の変動状況、増減理由 

⚫ 認可の施設・事業への移行の内訳 

⚫ 届出対象施設の入所児童数 

⚫ 年齢区分別入所児童数  等 

 

イ 立入調査の実施状況 

 

ウ 立入調査結果及び指導状況 

⚫ 令和５年度の立入調査結果 

⚫ 「指導監督基準に適合していないもの」についての最終的な指導状況 

⚫ 指導監督基準に適合していない主な項目 

 

（２）調査対象 

都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市（137か所） 

001.北海道 047.沖縄県 093.長野県長野市 

002.青森県 048.北海道札幌市 094.長野県松本市 

003.岩手県 049.宮城県仙台市 095.岐阜県岐阜市 

004.宮城県 050.埼玉県さいたま市 096.愛知県豊橋市 

005.秋田県 051.千葉県千葉市 097.愛知県岡崎市 

006.山形県 052.神奈川県横浜市 098.愛知県一宮市 

007.福島県 053.神奈川県川崎市 099.愛知県豊田市 

008.茨城県 054.神奈川県相模原市 100.滋賀県大津市 

009.栃木県 055.新潟県新潟市 101.大阪府豊中市 

010.群馬県 056.静岡県静岡市 102.大阪府高槻市 
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011.埼玉県 057.静岡県浜松市 103.大阪府枚方市 

012.千葉県 058.愛知県名古屋市 104.大阪府八尾市 

013.東京都 059.京都府京都市 105.大阪府寝屋川市 

014.神奈川県 060.大阪府大阪市 106.大阪府東大阪市 

015.新潟県 061.大阪府堺市 107.大阪府吹田市 

016.富山県 062.兵庫県神戸市 108.兵庫県姫路市 

017.石川県 063.岡山県岡山市 109.兵庫県尼崎市 

018.福井県 064.広島県広島市 110.兵庫県明石市 

019.山梨県 065.福岡県北九州市 111.兵庫県西宮市 

020.長野県 066.福岡県福岡市 112.奈良県奈良市 

021.岐阜県 067.熊本県熊本市 113.和歌山県和歌山市 

022.静岡県 068.北海道函館市 114.鳥取県鳥取市 

023.愛知県 069.北海道旭川市 115.島根県松江市 

024.三重県 070.青森県青森市 116.岡山県倉敷市 

025.滋賀県 071.青森県八戸市 117.広島県呉市 

026.京都府 072.岩手県盛岡市 118.広島県福山市 

027.大阪府 073.秋田県秋田市 119.山口県下関市 

028.兵庫県 074.山形県山形市 120.香川県高松市 

029.奈良県 075.福島県福島市 121.愛媛県松山市 

030.和歌山県 076.福島県郡山市 122.高知県高知市 

031.鳥取県 077.福島県いわき市 123.福岡県久留米市 

032.島根県 078.茨城県水戸市 124.長崎県長崎市 

033.岡山県 079.栃木県宇都宮市 125.長崎県佐世保市 

034.広島県 080.群馬県前橋市 126.大分県大分市 

035.山口県 081.群馬県高崎市 127.宮崎県宮崎市 

036.徳島県 082.埼玉県川越市 128.鹿児島県鹿児島市 

037.香川県 083.埼玉県川口市 129.沖縄県那覇市 

038.愛媛県 084.埼玉県越谷市 130.東京都港区 

039.高知県 085.千葉県船橋市 131.東京都世田谷区 

040.福岡県 086.千葉県柏市 132.東京都中野区 

041.佐賀県 087.東京都八王子市 133.東京都豊島区 

042.長崎県 088.神奈川県横須賀市 134.東京都荒川区 

043.熊本県 089.富山県富山市 135.東京都板橋区 

044.大分県 090.石川県金沢市 136.東京都葛飾区 

045.宮崎県 091.福井県福井市 137.東京都江戸川区 

046.鹿児島県  092.山梨県甲府市  
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２ 調査の結果 

状況調査では、上記記載の調査対象 137自治体全てから回答を得た。（回答率 100％） 

詳細は、後日、こども家庭庁より公表される調査結果のとおりである。 
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第３章 指導監督事務の参考となる事例集等作成のための実態調査 

 

１ 調査の概要 

指導監督基準の理解を促進し、専門的な視点で立入調査ができる人材を増やすとと

もに全ての都道府県等を通じて統一的な取扱いにより指導監督が行われることを目指

して事例集及びＱ＆Ａ集をより充実させるため、指導監督内容で判断や解釈を迷いや

すい点に関してどのように工夫をし、解決を図ったかについて、実態を調査した。 

調査結果は、以下の２のとおりである。 

 

（１）調査項目（回答日時点の見解について調査） 

以下の事項について、指導監督業務を担当している職員に対して、任意で回答を依頼

した。設問の設定に当たっては、令和５年度子ども・子育て支援調査研究事業「認可外

保育施設に対する指導監督の実施における標準化に向けた調査研究事業」の調査結果

において、「認可外保育施設の指導監督の指針」（以下本章において「指針」という。）

及び「認可外保育施設指導監督基準」（以下本章において「基準」という。）のうち、解

釈に迷うという回答が多かった項目について、状況を更に深堀りし、指導監督業務の所

管部署として解釈及び判断をどのように行ったかを尋ねた。また、立入調査実施率が向

上するために、都道府県等の立場から「あるとよい」と思う支援についても意見を調査

した。 

なお、本調査への回答は任意回答とし、調査票送付先である都道府県等の域内に指導

監督業務を実施している市区町村等が別にある場合は、調査票送付先都道府県等がそ

れらの業務担当部署からの回答・意見を取りまとめ、調査票送付都道府県等の回答とし

て提出してもらうよう依頼を行った。 

 

ア 「指針」「第１総則 ２ この指針の対象となる施設」について 

⚫ 判断を行うにあたり、改めて確認が必要となった事例の有無 

⚫ 上記で「有」の場合の事例内容 

⚫ 確認方法及び確認を踏まえた判断の過程、結論 

 

イ 「指針」「第１総則 ４ 認可外保育施設の把握」について 

⚫ 判断を行うにあたり、改めて確認が必要となった事例の有無 

⚫ 上記で「有」の場合の事例内容 

⚫ 確認方法及び確認を踏まえた判断の過程、結論 

 

ウ 「指針」「第２ 通常の指導監督 ３ 立入調査（１）立入調査の対象」について 

⚫ 判断を行うにあたり、改めて確認が必要となった事例の有無 

⚫ 上記で「有」の場合の事例内容 
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⚫ 確認方法及び確認を踏まえた判断の過程、結論 

 

エ 「基準」「第１ 保育に従事する者の数及び資格」について 

⚫ 判断を行うにあたり、改めて確認が必要となった事例の有無 

⚫ 上記で「有」の場合の事例内容 

⚫ 確認方法及び確認を踏まえた判断の過程、結論 

 

オ 「基準」「第５ 保育内容」について 

⚫ 判断を行うにあたり、改めて確認が必要となった事例の有無 

⚫ 上記で「有」の場合の事例内容 

⚫ 確認方法及び確認を踏まえた判断の過程、結論 

 

カ 「基準」「第７ 健康管理・安全確保」について 

⚫ 判断を行うにあたり、改めて確認が必要となった事例の有無 

⚫ 上記で「有」の場合の事例内容 

⚫ 確認方法及び確認を踏まえた判断の過程、結論 

 

キ 立入調査実施率の向上について 

⚫ 立入調査実施率が向上すると思う支援について 

 

（２）調査対象  

都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市（137か所） 

001.北海道 047.沖縄県 093.長野県長野市 

002.青森県 048.北海道札幌市 094.長野県松本市 

003.岩手県 049.宮城県仙台市 095.岐阜県岐阜市 

004.宮城県 050.埼玉県さいたま市 096.愛知県豊橋市 

005.秋田県 051.千葉県千葉市 097.愛知県岡崎市 

006.山形県 052.神奈川県横浜市 098.愛知県一宮市 

007.福島県 053.神奈川県川崎市 099.愛知県豊田市 

008.茨城県 054.神奈川県相模原市 100.滋賀県大津市 

009.栃木県 055.新潟県新潟市 101.大阪府豊中市 

010.群馬県 056.静岡県静岡市 102.大阪府高槻市 

011.埼玉県 057.静岡県浜松市 103.大阪府枚方市 

012.千葉県 058.愛知県名古屋市 104.大阪府八尾市 

013.東京都 059.京都府京都市 105.大阪府寝屋川市 

014.神奈川県 060.大阪府大阪市 106.大阪府東大阪市 
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015.新潟県 061.大阪府堺市 107.大阪府吹田市 

016.富山県 062.兵庫県神戸市 108.兵庫県姫路市 

017.石川県 063.岡山県岡山市 109.兵庫県尼崎市 

018.福井県 064.広島県広島市 110.兵庫県明石市 

019.山梨県 065.福岡県北九州市 111.兵庫県西宮市 

020.長野県 066.福岡県福岡市 112.奈良県奈良市 

021.岐阜県 067.熊本県熊本市 113.和歌山県和歌山市 

022.静岡県 068.北海道函館市 114.鳥取県鳥取市 

023.愛知県 069.北海道旭川市 115.島根県松江市 

024.三重県 070.青森県青森市 116.岡山県倉敷市 

025.滋賀県 071.青森県八戸市 117.広島県呉市 

026.京都府 072.岩手県盛岡市 118.広島県福山市 

027.大阪府 073.秋田県秋田市 119.山口県下関市 

028.兵庫県 074.山形県山形市 120.香川県高松市 

029.奈良県 075.福島県福島市 121.愛媛県松山市 

030.和歌山県 076.福島県郡山市 122.高知県高知市 

031.鳥取県 077.福島県いわき市 123.福岡県久留米市 

032.島根県 078.茨城県水戸市 124.長崎県長崎市 

033.岡山県 079.栃木県宇都宮市 125.長崎県佐世保市 

034.広島県 080.群馬県前橋市 126.大分県大分市 

035.山口県 081.群馬県高崎市 127.宮崎県宮崎市 

036.徳島県 082.埼玉県川越市 128.鹿児島県鹿児島市 

037.香川県 083.埼玉県川口市 129.沖縄県那覇市 

038.愛媛県 084.埼玉県越谷市 130.東京都港区 

039.高知県 085.千葉県船橋市 131.東京都世田谷区 

040.福岡県 086.千葉県柏市 132.東京都中野区 

041.佐賀県 087.東京都八王子市 133.東京都豊島区 

042.長崎県 088.神奈川県横須賀市 134.東京都荒川区 

043.熊本県 089.富山県富山市 135.東京都板橋区 

044.大分県 090.石川県金沢市 136.東京都葛飾区 

045.宮崎県 091.福井県福井市 137.東京都江戸川区 

046.鹿児島県  092.山梨県甲府市  
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２ 調査の結果 

指導監督事務の参考となる事例集等作成のための実態調査では、上記記載の調査対象

137自治体のうち、128自治体より回答を得た。（回答率 93.4％） 

以下に調査項目ごとの結果を記載する。 

なお、各調査項目の（ｳ）判断に迷った内容とその対応のうち、具体な自治体名等が

記載された部分については「他自治体」等の表記に置き換えている。 

 

Ⅰ 「認可外保育施設指導監督の指針」 

（１）「第１総則 ２ この指針の対象となる施設」 

ア 問１ 「（留意事項１）幼稚園が行う預かり保育の取り扱い」について 

（ｱ）確認が必要になった事例の有無 

「（留意事項１）幼稚園が行う預かり保育の取り扱い」に関連して、確認が必要と

なった事例の有無についてたずねたところ、事例が「ある」と回答した自治体は

4.7％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

（ｲ）確認方法 

（ｱ）で確認が必要となった事例がある場合の確認方法についてたずねたところ、

「自治体の部署内で確認」が最も多く 44.4％、次いで「その他」が 33.3％であった。

他方、「自治体内他部署と協議」と回答した自治体はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

こども家庭庁に 

問合せ 

自治体の部署内で

確認 

自治体内他部署と

協議 

他自治体に 

問合せ 
その他 

 

 

  

ある

4.7%

ない

95.3%
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（ｳ）判断に迷った内容とその対応 

No. 
判断に迷った内容 

確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

１ 幼稚園に併設する認可外保育

施設において、保育士が行き来

している状況にある。基準を満

たす人数の保育士が実際にい

たかどうか、書面にも細かい時

間の記載がなく確認が難しい。 

自治体の部署内で確認 幼稚園と併設する認可

外保育施設を行き来す

る場合には、その所在

をきちんと記録した上

で、認可外の配置基準

を満たすよう指導し

た。 

保育士の出勤簿を確認

し、トータルの勤務時

間は確認できたが、行

き来している事実があ

るため、実態の把握が

困難であった。 

 

２ 基本的には幼稚園や幼稚園型

の認定こども園などについて

は、県と歩調を併せた指導検査

をするべきところ、県は本市の

ように毎年度の実地検査は行

わないため、単独で毎年確認に

関する指導検査だけはしなけ

ればならないか悩んだことが

ある。 

 

自治体の部署内で確認 当時の「特定子ども・子

育て支援施設等指導指

針」の内容を参考に、県

が実地検査を実施する

年度に実施することと

した。 

関連指針である「特定

子ども・子育て支援施

設等指導指針」を参考

にするのが適当だと判

断した。 

３ 幼稚園が３歳に満たない子ど

もを預かっている場合、プレ保

育の明確な基準がないため、プ

レ保育と位置づけるか認可外

保育施設として位置づけるか

判断に迷った。 

他自治体に確認 母子分離である、毎日

預かり、ひと月以上預

かっているなど常態的

であることを踏まえ、

自治体判断で認可外保

育施設へ位置づけるこ

ととした。 

 

明確な基準はないとの

回答。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

４ 預かり保育を行う園は多いが、

認可外保育施設の指導監督と

いう視点での指導を行う事例

はなく、どこまで指針に基づい

て指導をすべきか疑義がある。 
 

検討なし 検討なし 

 検討なし 

 

５ グループ内で幼稚園、認可外保

育施設を運営している施設よ

り、認可外保育施設に、一時預

かり事業幼稚園型ⅡによりＡ

市の児童（１、２歳児）を、認

可外保育施設としてＢ町の児

童（１、２歳児）を保育してお

り、今後、認可外保育施設を廃

止し、幼稚園で預かりたいとい

う相談を受け、これが可能かど

うかについて。 

 

こども家庭庁に確認、 

自治体の部署内で確

認 

― 

現在、こども家庭庁の

認可外保育施設担当

室のご担当者に問い

合わせさせていただ

いています。 

６ 「認可外保育施設の届出の対

象となる幼稚園併設施設」の基

準。非在園児（２歳児）につい

て、子育て支援事業として預か

っているとのことだが実態と

して子育て支援活動等とは異

なるのではないかと考えられ

るもの。 

 

自治体の部署内で確

認 

「幼稚園併設施設に係

る認可外保育施設の届

出の取扱いについて」の

留意点により、専用スペ

ース・専従職員による保

育ではないため、届出不

要とする方向で現在検

討中。 

― 

７ 幼稚園については、学校教育法

や地方教育行政の組織及び運

営に関する法律に基づき監査

を実施するため、改めて認可外

保育施設指導監督基準に基づ

いた監査が必要なのか疑問に

思う。 

未実施 未実施 

未実施 
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イ 問４ 「（留意事項２）教育を目的とする施設の取り扱い」について 

（ｱ）確認が必要になった事例の有無 

「（留意事項２）教育を目的とする施設の取り扱い」に関連して、確認が必要とな

った事例の有無についてたずねたところ、事例が「ある」と回答した自治体は 15.6％

であった。 

 

 

 

 

 

 

 

（ｲ）確認方法 

（ｱ）で確認が必要となった事例がある場合の確認方法についてたずねたところ、

「自治体の部署内で確認」が最も多く 45.8％、次いで「その他」が 29.2％であった。

他方、「自治体内他部署と協議」と回答した自治体はなかった。 
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問合せ 
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（ｳ）判断に迷った内容とその対応 

No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

１ 保育所の利用対象となる子

どもの年齢は、「０歳から小

学校入学前まで」が一般的だ

が、ＱＡ（改訂版）において、

「就学児童のみの預かりを

実施している施設であって

も少なくとも１日４時間以

上、週５日、年間 39週以上施

設で親と離れることを常態

としている場合は届出の対

象とすべき」とあるため、認

可外保育施設に併設された

学童等施設へ届出させるべ

きか判断が難しい。 

 

― 就学児に対して保育を

提供しているという実

態があると認定するた

めの基準等が不明確の

ため、基本的には未就学

児へ保育を提供する自

治体の認可を受けてい

ない保育施設へ届出さ

せている。 

就学児に対して保育を

提供しているという実

態があると認定するた

めの基準等が不明確の

ため、基本的には未就学

児へ保育を提供する自

治体の認可を受けてい

ない保育施設へ届出さ

せている。 

２ 「１日４時間以上、週５日、

年間 39 週以上施設で親と離

れることを常態としている

場合」について、左記の条件

は「又は」か「かつ」かで判

断に迷った。 

自治体の部署内で確認 「１日４時間以上、週５

日、年間 39 週以上施設

で親と離れることを常

態としている場合」につ

いて、左記の条件は「か

つ」だと確認した。 

「１日４時間以上、週５

日、年間 39 週以上施設

で親と離れることを常

態としている場合」につ

いて、左記の条件は「か

つ」だと確認した。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

３ 「保育されている｣の考え方

について（留意事項２）にお

ける教育を目的とする施設

の「１日４時間以上、週５日、

年間 39 週以上」の解釈につ

いて、３つ全てを満たさない

場合、既存のＱ＆Ａ集では、

｢それ以外であっても、乳幼

児が保育されている実態が

ある（＝認可外保育施設と取

扱う）と判断しうる場合があ

ります。｣とあるが、｢保育さ

れている｣とはどのような方

針で考えればよいか不明で

あるため、判断に迷うケース

が多々ある。例えば、英会話

教室において授業後に数時

間預かりを行っているケー

スがあった。授業後に児童を

夕方まで預かって欲しいと

のニーズがあり、授業料とは

別に保育料を徴収して、預か

りをする予定であるとのこ

とだった。 

 

自治体の部署内で確認 ｢子どもを安全な環境で

育む場の提供｣というよ

りも｢英会話教室の延長

サービス｣としての性格

を重視し、届出不要と判

断した。 

｢子どもを安全な環境で

育む場の提供｣というよ

りも｢英会話教室の延長

サービス｣としての性格

を重視し、届出不要と判

断した。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

４ 低頻度で預かりを行う施設の

届出の必要性。 

例年、一年に数回のみ一時預

かりの実績がある施設より、

｢１日４時間以上、週５日、

年間 39週以上に当てはまら

ないため、届出は不要なので

はないか。低頻度での預かり

のみなので、毎年立入調査を

受けるのは割に合わない。｣

と問合せがあった。 

 

自治体の部署内で確認 １回あたりの利用につき

数時間は預かりを実施し

ていることも踏まえ、低

頻度であっても、届出は

必要と整理した。 

1回あたりの利用につき

数時間は預かりを実施し

ていることも踏まえ、低

頻度であっても、届出は

必要と整理した。 

５ 「～少なくとも１日４時間以

上、週５日、年間 39週以上

施設で親と離れることを常態

としている場合は保育されて

いるものと考えられる。」と

記載があるが、ここに記載さ

れている全てに該当する場合

のことを指すのか、それと

も、いずれか１つでも該当す

る場合を指すのか。 

 

こども家庭庁に問合せ 市町村からの問合せであ

ったため、こども家庭庁

からの回答を共有した。 

「状況に応じて総合的に

判断すること。」とこど

も家庭庁から回答あり。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

６ 英語塾をしている事業者か

ら、今度プレの年代（２歳）

を対象とした新たな施設を

開設したい。認可外保育施設

として届出は必要かと相談

があった。保育か教育に該当

するかどうかの判断に迷っ

た。０～２歳児、とりわけ０

歳児で親と離れて預かる２、

３時間のプログラムなどと

いった場合にはどう判断す

べきか判断が難しいと感じ

た。 

 

他自治体に問合せ Ｑ＆Ａにも記載のある

とおり、週の預かりの時

間数や事業の内容を確

認して、教育を目的とす

る施設であり届出の対

象外と判断した。 

Ｑ＆Ａに記載のあると

おり、１日４時間以上、

週５日、年間 39 週以上

施設で親と離れること

を常態としているか、ま

た、プログラムの内容や

時間の長さや年齢等そ

の運営状況で判断して

いる。 

７ １～５歳児に対し、一日４時

間以上、週５日程度の預かり

を行う施設に設置届の提出

を求めたところ、「学習塾で

あるため、乳児を保育してい

る実態はない」と主張。時間

を１分縮めればよいのかな

ど、設置届を出さなくていい

条件について判断を迫られ

た。 

その他 

（令和２年に厚労省少

子化対策総合係に問い

合わせた結果をもとに

回答） 

１分短くしたからとい

って、認可外保育施設の

対象から外れるわけで

はなく、保育内容が勉強

を教えるというもので

あっても、定期的に一定

の時間未就学児を預か

るのであれば、設置届の

提出が必要と説明。 

最終的に、認可外保育施

設の設置は取りやめと

なった。 

あくまで記載されてい

る時間は指針であり、こ

の時間より少ないから

といって設置届を出さ

なくていいとは言えな

い。 

保育内容が勉強を教え

るというものであって

も、幼児を上記時間程度

預かっているのであれ

ば、認可外保育施設に該

当するといって差支え

ない。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

８ インターナショナルスクー

ルであり、就学前の子どもを

週１日コース、週３日コー

ス、週５日コースなどに分け

て預かっていたが、１日４時

間以上、週５日以上、年間 39

週以上預かっていると明確

に判断できるのは週５日コ

ースと週３日コースの一部

の子どもだけであり、どこま

でを認可外保育施設として

扱うべきについての判断が

困難であった。 

 

自治体の部署内で確認 一部コースのみを認可

外保育施設として届出

するのは不自然であり、

施設全体を認可外保育

施設とした。 

自治体内で調べるも

法的な根拠はなし。 

９ 自分たちは幼稚園であると

言い張っているものの、県か

ら幼稚園の認可は受けられ

なかった施設があり、子ども

を預かっている時間は保育

に相当する水準に達してい

る場合、幼稚園類似施設なの

か認可外保育施設として取

り扱うかの判断が困難であ

った。 

 

自治体の部署内で確認 幼稚園類似施設では市

が指導監督する部署が

ないことから、やむなく

認可外保育施設として

取り扱うこととした。 

自治体内で調べるも

法的な根拠はなし。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

10 週４日、１日４時間開所する

という戸外活動を主とする

施設の開設相談を受けた時、

届出対象施設であるかどう

か迷った。 

自治体の部署内で確認 週４日であることで、保

育を目的とする施設と

はとらえず、届出は必要

ではない判断。設置者に

は届出外ではあるが、幼

児を預かるのであれば

基準の順守は必要であ

ることを伝えた。後に来

年４月から週５日の開

設に変更し、届出を提出

する予定になった。 

 

基準にある教育を目的

とする施設の取扱い「週

５日、１日４時間、年間

39 週以上親と離れるこ

とを常態としている場

合」に照らし合わせて判

断する。 

11 乳幼児が保育されている実

態があるかどうかの判断に

ついて、「少なくとも１日４

時間以上、週５日、年間 39週

以上施設で親と離れること

を常態としている場合」を開

設時間として判断の目安と

しているが、それが適切か迷

う時がある。教育・保育の切

り分けは難しいので、保育目

的であっても同様の判断で

よいのか。 

 

自治体の部署内で確認 対象かは運営状況に応

じた個別判断とあるが、

とりあえず開設時間を

判断材料の目安として

取り扱っている。 

右記のとおり。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

12 令和３年にはある教育目的

施設で保育されている実態

について、認可外としての届

出要否の線引きをどうする

か判断に迷い、厚生労働省に

確認のメールを送付した。 

その他 

（令和３年 10月 厚生労

働省にメール） 

「１日５時間かつ週４

日かつ年 39 週以上の場

合」は（原文ママ） 

「認可外保育施設に対

する指導監督の実施に

ついて」（雇児発第 177

号）（留意事項２）の記載

にしたがって運営状況

などをよく確認した上

で、最終的には各自治体

判断になる旨のご回答

を頂いた。 

 

13 令和５年には、ある体操クラ

ブで保育をしているという

連絡があり、施設長に電話で

事実確認を行った上で課内

協議を行った。 

自治体の部署内で確認 ３月末で当該施設が閉

鎖する事が確定してお

り、今後閉鎖まで新規の

募集をせず、３月末に閉

鎖するのであれば、保育

士が１名以上おり、安全

が確認できれば届出な

しとする。安全性の確認

のために、事前連絡なし

の立入調査を実施。 

協議の結果「施設が幼児

教育と言っても、実際は

保育しているなら認可

外の届出が必要と案内

する。該当するかは聞き

取りでの判断が必要。ポ

イントは母子分離での

預かり時間と、保育（食

事・おむつ交換・昼寝な

ど）を行っているか」と

課内で意見を調整した。 

 

14 英語教室を主とした施設に

おいて、一部利用者が１日４

時間以上、週５日、年間 39週

以上、親と離れて過ごしてい

る事例があった。 

自治体の部署内で確認 立入調査を行った。 

留意事項２で示されて

いる１日４時間以上、週

５日、年間 39 週以上を

判断基準とし、「認可外

保育施設」とした。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

15 英語指導を行っている事業

者が午前中に未就学児のク

ラスの設置を検討するとし

た案件があり、留意事項２に

記載の１日４時間、週５日を

若干割り込む想定であった

ことから、預かりとすべきか

の判断に悩む事例があった。

また、当該事業者は、学校へ

の送迎つきでの学習指導ク

ラスを行っており、仮に、午

前の乳幼児が預かりの場合、

午後のアフタースクールに

ついても、指導対象となり得

るのか（現ＦＡＱにおいて児

童のみを対象とした場合も、

認可外の対象であるとされ

ているため）について判断に

悩む状況となった。 

 

その他 

（検討段階で事案が終了） 

午前の預かり状態での

未就学児クラスについ

て、開設しない旨の連絡

があったことから、検討

結果を持たずに検討を

終了した。なお、就学児

の送迎付きの英語クラ

スについては、当該事業

者が英語塾として開設

しているクラスにおい

て、送迎を付帯すること

が可能であるという内

容であることから、教育

目的の施設としての整

理のままとした。 

― 

16 園舎を持たない事例。 その他 

（他府県事例を収集中） 

－ 

－ 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

17 施設Ａ、Ｂは同一設置者が運

営しており、施設Ａでは土曜

日に英語塾として小学生児

童も日中利用するため、やむ

なく施設Ａの一部の子ども

は土曜日のみ施設Ｂへ移っ

ている。そのため、月曜日か

ら土曜日は施設Ａ、土曜日の

み施設Ｂを開園している。施

設Ｂは施設Ａの分館のよう

な役割だが、施設場所は離れ

ている。設置当初はＡ、Ｂ二

つとも月から土曜日開園と

していたが、ここ数年、児童

数減少などの事情で開園日

を減らしている。 

 

自治体の部署内で確認 施設Ｂは「少なくとも１

日４時間以上、週５日、

年間 39 週以上施設」と

考えにくいが、現状、給

付対象の子どもがいる

こともあり、届出対象及

び施設確認は継続とし

た。なるべく早く施設Ａ

のみで運営できるよう

助言した。 

現時点で、施設Ａ、Ｂを

利用する施設等利用給

付対象の子どもが数名

いる。 

18 就学児童を預かる施設（例 

学童ルーム）の場合、「認可外

保育施設への指導監督に対

するＱ＆Ａ集（改訂版）Ｑ13」

にて届出対象施設との事だ

が、立入調査などにおいて、

指導する項目に迷いが生じ

る。 

自治体の部署内で確認 現在、検討中である。 

実際の事例は生じては

いないが、案として、認

可外保育施設指導監督

基準の規定における主

語（例：児童や乳幼児）

にて、指導項目を整理す

ることが好ましいと考

えている。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

19 習いごとを主としている施

設について、本規定に準じて

届けを出すように指導する

べきか。（認可外保育施設は

多様な運営形態であること

多く、保育を目的とするかど

うかで判断することが困難

であるため、施設の運営体制

や預かりの実態に基づいて

判断せざるを得ない。本規定

の「１日４時間以上、週５日、

年間 39 日週以上施設で親と

離れることを常態としてい

る場合」に該当しない場合

は、保育されている実態はな

いという理解をしていま

す。） 

 

その他 

（国に照会予定） 

－ 

－ 

20 問１～３にも関連するが、

「乳幼児が保育されている

実態」の有無。時間要件とし

ては該当していても、その他

の「プログラムの内容、活動

の頻度、対象となる乳幼児の

年齢等その運営状況に応じ」

という部分をどう扱うか。 

 

自治体の部署内で確認 現在も検討中。 

－ 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

21 乳児等を対象に学習の場を

提供する施設が、施設を利用

する児童（以下利用児童）を、

学習時間を超えて預かる場

合、当該施設は「教育を目的

とする施設」となり得るのか

どうか。（利用児童は週１～

２回の利用で、学習時間を超

える預かり時間は 10分前後。

また当該施設では、利用児童

以外を預かることはない。） 

 

他自治体に問合せ 当該施設は「教育を目的

とする施設」と判断し

た。 

留意事項２にあるとお

り、１日４時間以上、週

５日、年間 39 週以上施

設で親と離れることを

状態としているかどう

かを判断基準とした。 

22 認可外保育施設の届出対象

となるかの判断としての「少

なくても１日４時間以上、週

５日、年間 39 週以上施設で

親と離れていることを常態

としている場合」となってい

るが、例えば１日の保育時間

を３時間 39 分以下にすれば

届出対象外となるのか等、

「１日４時間以上、週５日、

年間 39 週以上」全てを満た

さなければ届出対象外とな

るのか。 

 

その他 

（厚生労働省） 

「１日４時間以上、週５

日、年間 39週以上」全て

基準を越えていなかっ

たため、認可外保育施設

としての届出不要と判

断した。 

「１日４時間以上、週５

日、年間 39週以上」全て

基準を超えている場合

に認可外保育施設とし

て扱うべきと解釈であ

るが、各市町村の判断に

よる部分もあり一概に

は言えない。 

 

  



26 

No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

23 幼稚園併設の認可外保育施

設として届出が必要かどう

か判断するにあたり、どこま

でを届出対象とするかに関

し、疑義が生じている。現行

の基準では、子育て支援活動

等と区分し保育しているが、

在園児と同室で実施してい

るか別室で実施しているか

により、届出対象かそうでな

いかが決まるため、時間帯に

より同室だったり別室だっ

たりしている場合や、その年

度で対象児童数が少ない場

合は在園児と同室にし、年度

で対象児童が多い場合は別

室で保育している施設をど

う判断するべきか迷う。 

 

こども家庭庁に問合せ、

他自治体に問合せ 

同室か別室かは問わず、

保育実態があるかどう

かで判断し、県へ認可外

保育施設として届出し

ていただくこととした。 

こども家庭庁：指針、Ｑ

＆Ａから自治体で判断

いただけるようにとの

指示。 

県：同様のケースがない

との回答。 

24 幼児から高校生くらいの子

までの放課後スクールのよ

うなインド人向け施設を開

設したいという相談。これが

認可外に当たるのかどうか。 

自治体の部署内で確認 私塾、学習塾と扱われる

と思われるので認可外

保育施設の設置届は不

要と案内。 

問合せ者にヒアリング

したところ、１日４時間

以上といった条件に当

てはまらないことから

認可外ではないと判断。 

 

25 事業者から届出が必要か問

合せがあった事例があり、保

育されている実態をどう判

断するか疑義が生じた。 

自治体の部署内で確認、

他自治体に問合せ 

少なくとも１日４時間

以上、週５日、年間 30週

以上施設で親と離れる

ことを常態としている

という文言を考慮。 

少なくとも１日４時間

以上、週５日、年間 30週

以上施設で親と離れる

ことを常態としている

という文言を考慮。 
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ウ 問７ 「（留意事項３）法第６条の３第 11 項に規定する業務を目的とする取扱い」

について 

（ｱ）確認が必要になった事例の有無 

「（留意事項３）法第６条の３第 11項に規定する業務を目的とする取扱い」に関

連して、確認が必要となった事例の有無についてたずねたところ、事例が「ある」

と回答した自治体は 13.3％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

（ｲ）確認方法 

（ｱ）で確認が必要となった事例がある場合の確認方法についてたずねたところ、

「自治体の部署内で確認」が最も多く 47.4％、次いで「その他」が 26.3％であった。

他方、「自治体内他部署と協議」と回答した自治体はなかった。 
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（ｳ）判断に迷った内容とその対応 

No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

１ 外国人の事業者が届出を出

したいと申出があった際、資

格等はなく民間の経験のみ

しかなかったが、事業者とし

ての適格性があるのか、届出

を受理すべきか即座に判断

できなかった。 

 

その他 

（指導監督基準の読み

込み） 

保育士等の公的な資格

がないため、受理はしな

かった（事業の設置を認

めなかった）。 民間経験については記

載がなかった。 

２ トレーラーハウスを使って

預かりをしたい。 

自治体の部署内で確認 届出を受理した。（トレ

ーラーハウスにおける

預かりについては判断

不可） 

道路等安全面を確認し、

預かりを行う居宅の駐

車場内にて、保育を行

う。また、居宅において

保育を行うこともある。 

 

３ 小学生を放課後、預かる事業

（第二種社会福祉事業の一

時預かりではない。）をする

予定だが認可外保育施設と

して届出が必要か相談があ

った。一時預かりか保育か、

また、一時預かりであれば届

出が必要なのか判断に迷っ

た。一時預かり事業として届

出が出されていれば認可外

保育施設の対象とするかど

うかの判断に影響があるの

か。 

 

その他 

（通知等を確認） 

時間数等が保育要件を

満たさなかったので事

業内容を一時預かりと

判断し、対象外とした。 

一時預かり事業は対象

外である。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

４ 個人で①ベビーシッター業

をしつつ、いずれは②複数の

ベビーシッターの同志で事

業所を立ち上げたいと思い、

自分がその代表者でありた

いという届出者、③仲介業

（マッチングサイト運営）も

開設したいと考えている届

出者について、仲介業開設の

折には①を保持しつつ、②に

ついて「複数の保育に従事す

る者を保育している者」とし

ての届出を行うのみでよい

のか。③仲介業(マッチング

サイト運営者)としての何ら

かの届出も必要か。 

自治体の部署内で確認 届出者本人としても、ま

だ事業形態が整ってい

ないとのことで、事業者

としての届出準備中で

す。 

「マッチングサイトと

しての都道府県への届

出」はない。あくまで「法

第６条の３第 11 項に規

定する業務を目的とす

る施設（複数の保育に従

事する者を雇用してい

るものに限る。）」＝「ベ

ビーシッターの仲介業

者としての都道府県へ

の届出」となる。②複数

のベビーシッターの同

志で事業所を立ち上げ

たい場合における法人

格の要否については、別

途確認中。 

 

５ 「第８ 利用者への情報提

供」について、帳簿ではなく

マッチングアプリ上の掲示

のため、プロフィール上で全

ての項目を確認することが

困難であった。 

 

その他 

（運営会社へ該当項目

について問合せ） 

該当者へ、利用者との事

前面談の際に、情報提供

項目について全て提示

している旨確認し、今後

も徹底するよう指導。 

プロフィール以外のリ

ンクに記載があった。 

６ あるマッチングサイトに登

録しているベビーシッター

（届出提出済）について、個

人でも（マッチングサイトを

介さず）ベビーシッターの活

動を行いたい旨相談があり、

同一人物から個人分の設置

届を提出していただく必要

があるのか判断に迷った。 

 

自治体の部署内で確認 左記のとおり対応した

が、本県においては初め

ての例であり、この対応

で問題があればご教示

いただきたい。 

運営状況報告等につい

てはそれぞれ提出いた

だくこととし、設置届ま

では出してもらわなく

てよいと判断した。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

７ 全国規模で展開する事業者

に登録の上営業している者

については、事業者より個々

に登録している営業者独自

で児童を預かる契約締結を

禁止されている。にも関わら

ず、契約要件を営業所の見や

すい場所に掲示するよう求

められているため、当該基準

への適合の可否について判

断に迷った。このような営業

形態にて実施する者に対す

る指導基準はどのようにす

べきか、検討する必要がある

と思われる。 

 

自治体の部署内で確認 基準の適否について判

断を保留。 基準の適否について判

断を保留。 

８ 保護者の所用（カフェ・ショ

ッピングなど）に同行し、リ

フレッシュタイムをサポー

トする事業において、同店舗

内でフロアが離れるなど、保

護者と別行動も発生するな

ど、届出対象になるかの判断

が難しい案件。 

こども家庭庁に問合せ、

自治体の部署内で確認。 

離れる頻度や距離感、保

護者との連絡体制など

を聞取り、部署内で検討

し、回答している。離れ

ても短時間(数分程度）

で同じ敷地内のすぐに

駆け付けられる範囲と

確認したケースの場合

は、届出外と判断してい

る。 

 

電話で問い合わせた際、

関係部署に確認してか

ら返答するとの回答。長

期に、回答をいただけな

かったため、部署内で検

討し判断した。 

９ 居宅訪問型の事業所で派遣

するシッターが業務委託契

約の場合の取扱い（保険や書

類の整備等）。 

 

自治体の部署内で確認 雇用に準じた取扱い等。 

右記のとおり。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

10 法第６条の３第 11 項に規定

する業務を目的とする施設

（事業者）につき、イベント

託児に保育従事者を派遣し

ている場合、指導監督（立入

調査）の対象になるか否か。 

こども家庭庁に問合せ 法第６条の３第 11 項に

規定する業務を目的と

する施設については、イ

ベント託児においては

設置者でないため、指導

監督（立入調査）及びそ

れに基づく改善指導の

対象ではないと判断し

た。 

イベント託児について

は、業務委託契約による

託児の場合、依頼者を設

置者と見なすことにな

る。また、イベントなど

で臨時に設置される場

合は届出対象外施設と

なる。 

 

11 「…より短時間の預かりサ

ービスも含め、本指針の対象

となる」という規定につい

て、（留意事項２）の「１日４

時間以上、週５日、年間 39日

週以上施設で親と離れるこ

とを常態としている場合」の

規定を踏まえての記載とい

う認識でよろしいか。（例：居

宅の場合は、４時間未満の預

かりも指針の対象。） 

 

その他 

（国に照会する予定） 

－ 

－ 

12 乳幼児の居宅以外で保育を

行う事業者が増加している

こと。また保護者のニーズに

応じてサービス内容が多岐

にわたり、その実態について

正確な把握が難しいこと。居

宅等という記載の”等”にど

こまでを含めるか。 

 

自治体の部署内で確認 現状は、乳幼児の居宅で

の預かりが基本であり、

それ以外での預かりは

リスクが増大すること

を伝えているが、不可と

は言えないと判断して

いる。 

自宅以外での預かりは

こども家庭庁において

も想定されている（ベビ

ーシッターなどを利用

するときの留意点）。 

13 乳幼児の居宅で保護者とと

もに保育を行う事例は、居宅

訪問型保育事業なのか否か

の判断に迷った。 

自治体の部署内で確認 事例のある事業者に説

明を行い、居宅訪問型保

育事業とのすみ分けを

促した。 

保護者とともに保育を

行う事例は、居宅訪問型

保育事業に含めない事

とした。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

14 居宅訪問型保育事業を個人

で行うものとして届出をし

ていた者が、その業務の一部

を他者に委任して実施する

場合の届出について。 

こども家庭庁に問合せ、

他自治体に問合せ 

左記のとおり、対象者に

通知した。 

①当該個人及び委任を

受けるものそれぞれが、

個人として届出を行う

こと、又は②当該委任を

行うものが、事業に関わ

る者全てを従事者に含

めて届け出ること。 

 

15 立入調査に代えて集団指導

を年１回以上行うことと示

されているところですが、集

団指導について定義がされ

ておらず、どのような形態で

実施するか判断に迷った。 

その他 

（他市町村のＨＰで実

施方法を確認） 

令和６年度は一定の場

所に集めて実施した。し

かし当日来ることがで

きない施設もあったた

め、今後は動画視聴形式

での実施を検討してい

る。 

一定の場所に集めて実

施する市町村や、動画視

聴形式で実施する市町

村がありさまざまであ

った。 

 

16 すでに届出している居宅訪

問型保育施設（事業所型）が、

現在イベント託児のみを行

う業務形態となり、届出対象

外施設になるか、またそうな

った場合の今後の対応につ

いて。 

自治体の部署内で確認 現時点では該当施設と

して取り扱い、引き続

き、対象施設へ確認し判

断していきたいと考え

ています。 

対象施設から将来的に

はベビーシッターを再

開するという旨を聞き

取り、部署内において、

現時点では引き続き 11

項の該当施設とするこ

ととしました。 

 

17 子どもの送迎のみ行い、子ど

もの自宅で保育は行わない

場合、居宅訪問型保育事業

（個人）として届出は必要

か。 

 

自治体の部署内で確認 子どもの自宅で保育を

行うか否かで判断した。 居宅訪問型保育事業（個

人）として届出不要。 
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エ 問 10 「第１総則 ２ この指針の対象となる施設」の中のその他の事項について 

（ｱ）確認が必要になった事例の有無 

「第１総則 ２ この指針の対象となる施設」の中のその他の事項に関連して、

確認が必要となった事例の有無についてたずねたところ、事例が「ある」と回答し

た自治体は 9.4％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

（ｲ）確認方法 

（ｱ）で確認が必要となった事例がある場合の確認方法についてたずねたところ、

「自治体の部署内で確認」が最も多く 41.7％、次いで「その他」が 33.3％であった。

他方、「自治体内他部署と協議」と回答した自治体はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

こども家庭庁に 

問合せ 

自治体の部署内で

確認 

自治体内他部署と

協議 

他自治体に 

問合せ 
その他 
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（ｳ）判断に迷った内容とその対応 

No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

１ 一時預かりだけを実施して

いる施設について、認可外保

育施設としての届出なのか、

児童福祉法に規定する一時

預かり事業の届出なのか。 

その他（当課において前

例に基づき判断） 

認可外保育施設として

の届出を受理。 

認可外保育施設として

届出を受理していた事

例があったので、従前ど

おり認可外保育施設と

して受理。 

 

２ キャンピングカーを巡回さ

せ、ショッピングモールの駐

車場に停め、買い物客のお子

さんの一時預かりをするビ

ジネスを始めたいという相

談。認可外保育施設に当たる

のかどうか。 

 

自治体の部署内で確認 設置届は不要と伝えた。 

一日４時間、週５日等の

条件に当たらず、ショッ

ピングモール自ら設置

でもなく委託でもない

ことから、認可外には当

たらないと判断。 

 

３ 法第６条の３第９項で届け

出ている施設のうち、院内保

育施設について。夜勤の看護

師の子どもを預かる体制が

常時ある施設については「ベ

ビーホテル」の整理でなくて

よいのか？(利用児童の有無

は別として) 

 

その他 

（今回の照会にあたり

整理したい事項） 

現況調査の分類などを

見るに、慣例として夜間

帯を伴う院内保育は、

国・府ともにベビーホテ

ルとして計上していな

い。 

（初照会です） 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

４ 一時預かりのみを事業の目

的としている施設の場合、児

童福祉法第６条の３第７項

に規定する業務を目的とす

る施設となるが、届出対象の

規定として定められていな

いため、児童福祉法第 34 条

の 12 に基づく届出事業とし

て監督すべきか、または、ベ

ビーホテルには該当するた

め、認可外保育施設として監

督すべきか判断に迷った。 

 

他自治体に問合せ 認可外保育施設として

届出をしてもらい、監督

することとなった。 

児童福祉法第 34 条の 12

に基づく事業として取

り扱うことが可能か確

認したところ、一時預か

り事業としての要件を

満たしていないものは

当該規定の対象外とな

るという結果だった。 

５ 預かる児童が学童児のみと

なった施設について、引き続

き認可外保育施設として認

可外保育施設指導監督基準

を満たす必要があるか否か

について。 

こども家庭庁に問合せ 施設監査時において指

導監督基準を遵守でき

ているかどうかを確認

しました。 

こども家庭庁に確認し

たところ、預かる児童が

学童児のみとなった場

合でも、引き続き認可外

保育施設として認可外

保育施設指導監督基準

を遵守する必要がある

と回答いただきました。 

 

６ 留意事項１の前付近に「法第

59 条の２により届出が義務

づけられている施設に限ら

れるものでないこと。（法第

59 条第１項参照）」と記載あ

ることの意味合いについて。

どこまでを指針の対象とす

るか、判断に迷う。 

 

他自治体に問合せ 幼稚園型認定こども園

の保育機能部分に関し

ては対象としている。

（イベント託児等は届

出対象外で連絡等もな

いので、把握できていな

いため。） 

届出対象施設のみの指

導監督を実施しており、

それ以外は把握できて

いないとの回答。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

７ ・開所日数が週５日未満の施

設（一時預かりのみの施設、自

然保育など）の取扱い。 

・自然保育の「保育室等の構

造・設備及び面積」の考え方。 

・小学生の預かりのみのケー

ス。 

・特別支援保育、病児、医療的

ケアを行う施設に対しての取

扱い等（職員の配置要件等基

準にないため）。 

 

自治体の部署内で確認 設立相談でヒアリング

の上、開設時間や、各通

知等を参照に都度判断

している。 

右記のとおり。 

８ 企業からの相談にて、従業員

が通う幼稚園が夏休みなどの

際に、一時的に保育できる施

設を会社内に設置したいが、

それは届出対象とするかどう

か、監査方法や基準適合証明

書の扱いも含めて、判断に迷

いが生じた。 

 

自治体の部署内で確認 一時的な期間に設置さ

れる施設の場合は届出

対象外とする。しかし、

例年実施を想定してい

る施設の場合は、届出対

象として扱う。 

一時的な期間に設置さ

れる施設の場合は届出

対象外とする。しかし、

例年実施を想定してい

る施設の場合は、届出対

象として扱う。 

９ 保育を目的としておらず、単

なる預かり（食事は提供しな

い、２～３時間程度預かる、単

発の預かり）をしている施設・

事業者にも、本規定上の「１日

４時間以上、週５日、年間 39

日週以上施設で親と離れるこ

とを常態としている場合」を

適用しなくてはならないか判

断に悩んでいる。 

 

その他（国に照会予定） － 

－ 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

10 産後の母がホテル等の施設

に宿泊され、子どもから離れ

リフレッシュ等している間、

夜間も含め子どもを預かる

施設・サービスを開始された

いという相談を受けたこと

があった。（事業者から直接

ではなく、保健関連及び産後

レスパイトケアを管轄する

庁内の部署等からの相談） 

 

その他 

（Ｑ＆Ａ集（Ｑ２)） 

具体的な内容ではなか

ったため、実際にそのよ

うな事業を始められる

際には事業者から再度

相談、問い合わせいただ

くよう伝えていたが、そ

の後問合せ等はない。 

産後レスパイトケアにつ

いては対象外と記載あ

り。 

11 幼稚園、認定こども園で子育

て支援事業として、幼稚園、

認定こども園の教育・保育と

一体的に実施される保育認

定のない０～２歳児に提供

する保育について、幼稚園・

認定こども園の基準を適用

すべきか認可外の基準を適

用すべきか判断に迷った。 

 

自治体の部署内で確認 認可外の基準を適用す

るとした。 届出対象外だが、認可外

の基準を適用すべきと整

理。 

12 居宅訪問型保育事業（個人）

として届出をしている個人

より、「保護者からの要望で、

劇場の控室で子どもを見て

ほしい。定期的な預かりでは

なく数回ほどお願いした

い。」と言われたが、認可外

保育施設としての届出が必

要か。 

 

自治体の部署内で確認 （留意事項８）届出対象

施設に定める届出対象

外のひとつである「②半

年を限度として臨時に

設置される施設」を基

に、数回ほどの預かりで

あることから判断した。 

認可外保育施設として届

出不要。 
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（２）「第１総則 ４ 認可外保育施設の把握」 

ア 問 13「（留意事項５）市区町村との協力の例」及び「（留意事項６）消防部局、衛生

部局等の認可外保育施設を把握し得る部局等との連携の趣旨」について 

（ｱ）確認が必要になった事例の有無 

「（留意事項５）市区町村との協力の例」及び「（留意事項６）消防部局、衛生部

局等の認可外保育施設を把握し得る部局等との連携の趣旨」に関連して、確認が必

要となった事例の有無についてたずねたところ、事例が「ある」と回答した自治体

は 3.9％と、問 31と並んで調査項目中最も低い割合となった。 

 

 

 

 

 

 

 

（ｲ）確認方法 

（ｱ）で確認が必要となった事例がある場合の確認方法についてたずねたところ、

「自治体内他部署と協議」が最も多く 50.0％、次いで「自治体の部署内で確認」、

「他自治体に問合せ」、「その他」が 16.7％であった。他方、「こども家庭庁に問合

せ」と回答した自治体はなかった。 
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（ｳ）判断に迷った内容とその対応 

No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

１ 「これらの機関と連携を図る

ことは、効果的な指導監督の実

施の観点から有効であるこ

と。」とされているが、簡単に連

携を図れるものではないため、

どこまでの連携を求めている

のか判断に迷う。 

 

― 問題が発生した場合

（例：給食内容が園児に

不適切であるとの内部

通報があった等）は、衛

生部局へ立入調査同行

を依頼したり等で連携

を図っている。 

確認等は行えていな

い。 

２ 届出対象外の施設となるが、キ

ャンピングカーにおける一時

預かり保育事業の設置者への

対応である。各地域において、

イベント利用者や小売店舗利

用者をターゲットとした保育

事業を行うにあたり、当該事業

の開催場所における自治体

各々が指導しなければならな

いのか、迷いが生じた。 

 

自治体の部署内で確

認 

事業者の住所地である

本市において運営状況

報告書を提出させるこ

ととし、指導監督を行う

ものとした。近隣市から

も相談があったため、そ

の旨をお伝えし、適宜、

近隣市における対応は

判断を委ねた。 

事業者の住所地であ

る本市において運営

状況報告書を提出さ

せることとし、指導監

督を行うものとした。

近隣市からも相談が

あったため、その旨を

お伝えし、適宜、近隣

市における対応は判

断を委ねた。 

３ 認可外保育施設がこども食堂

を併設した場合の食品衛生管

理について。 

自治体内他部署と協

議（保健所） 

該当施設に対し、認可外

保育施設での食事の提

供は指導監督基準に基

づいて行うよう指導し

た。 

保健所より、該当施設

のこども食堂におけ

る食事の提供形態で

あれば、営業許可は不

要と確認した。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

４ 消防法違反のおそれがある

場所を使用している企業主

導型保育事業所に改善を求

めるに当たって、指導元が保

育部局、消防部局、児童育成

協会のいずれになるか。 

自治体内他部署と協議

（消防局）、 

その他（児童育成協会） 

事業所が該当場所の使

用を中止したため、保育

部局・消防部局から指導

は行わなかった。 まず児童育成協会から

該当場所の使用中止を

求め、使用継続の場合は

消防部局から指導を行

うこととした。 

 

５ 新規設置予定園が、管轄の消

防署より「消防法令適合通知

書」が必要と言われたという

ケースがあった。 

自治体内他部署と協議

（消防署） 

「消防法令適合通知書」

は、施設の利用者が車椅

子を使用するか否かに

よるとの回答があった。 

「消防法令適合通知書」

は、施設の利用者が車椅

子を使用するか否かに

よるとの回答があった。 

 

６ 本区にて集団指導を受講し、

「認可外保育施設指導監督

基準を満たす旨の証明書（以

下証明書）」の交付を予定し

ていた事業者が、交付日より

前に他自治体に移転するこ

ととなり、当該事業者の証明

書発行の流れについて確認

を要した。 

 

他自治体に問合せ 

（移転先の管轄自治体） 

本区から移転先自治体

に対して、事業者の集団

指導の回答内容や資格

証等の資料を提供した。 

本区から事業者に関す

る情報の提供を行うこ

とで、移転先自治体が証

明書の発行を行う。 
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イ 問 16「（留意事項８）届出対象施設」について 

（ｱ）確認が必要になった事例の有無 

「（留意事項８）届出対象施設」に関連して、確認が必要となった事例の有無につ

いてたずねたところ、事例が「ある」と回答した自治体は 26.6％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

（ｲ）確認方法 

（ｱ）で確認が必要となった事例がある場合の確認方法についてたずねたところ、

「自治体の部署内で確認」が最も多く 43.9％、次いで「他自治体に問合せ」が 26.8％

であった。他方、「自治体内他部署と協議」と回答した自治体は 4.9％と少なかった。 
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（ｳ）判断に迷った内容とその対応 

No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

１ 「また、以下の施設（中略）は

届出の対象外とされているが、

これらの施設についても法第

59 条の指導監督の対象である

ことは言うまでもない」につい

て、顧客の子どもを預かるサー

ビスを開始したいと相談をう

けているが、どのように指導監

督すべきか。 

 

自治体の部署内で確認 相談があったサービス

については書面等で確

認する。ただ、届出が不

要なサービスについて

全て把握・指導するのは

現実的ではないため、そ

のつど部署内で相談す

る。 

届出の対象外だが、指導

監督の対象になる。立入

調査を実施することが

望ましいが、実施が難し

い場合は、運営状況報告

書などで事業者に状況

を確認する。 

２ かつてはサービス中の顧客以

外にも一時保育をしてきてい

たが、現在は顧客のサービス中

にその子を保育しているのが

中心だという説明を受けた際、

届出外とするべきか否か。 

 

自治体の部署内で確認 ほぼ一時保育は行って

いないとのことであっ

たため、廃止届の提出を

求めた。 

施設の実態を丁寧に聞

き取るべきだと考えた。 

３ 法第６条の３第９項から第 12

条の対象施設に当てはまらず、

かつ留意事項８の後半で例示

している施設の場合、その事業

は保育施設としての運営を認

められないということか？ 

自治体の部署内で確認 未就学児から小学生ま

での子を対象に複数人

の子どもを預かる施設

を運営したいとのこと

だったが、事業者１人で

運営するとのことだっ

たので、適切でないと判

断した。 

未就学児から小学生ま

での子を対象に複数人

の子どもを預かる施設

を運営したいとのこと

だったが、事業者１人で

運営するとのことだっ

たので、適切で無いと判

断した。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

４ 歯科クリニックにおいて、主

に患者の子どもを、患者の施

術している間に一時的に預

かっている。将来的には従業

員の子どもを保育する可能

性があるが、現時点では対象

となりそうな児童（従業員の

子ども）はいない。患者が施

術している間だけ子どもを

託児しているだけなら「届出

対象外」ではあるが、将来的

に「届出対象」になる可能性

を見越して届が必要か問合

せがあったが、届出対象施設

として扱うか迷った。（実際

に従業員の子どもを預かる

ことになってから届出対象

施設として扱うか否か） 

 

自治体の部署内で確認 ― 

届出対象施設として扱

う。 

５ １日４時間以上、週５日以下

の保育の実態がある施設に

ついて、届出対象とするか迷

った。 

その他 

（過年度に厚生労働省

に問合せ） 

開所が週１日や２日の

施設（例えば週末のみ開

所など）でも保育の実態

があれば設置届を受理

し、立入調査も行ってい

る。 

１日４時間以上、週５日

は目安であり保育プロ

グラムの内容や活動の

頻度、開設時間の長さや

運営状況により判断し

てほしいとの回答。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

６ ・幼稚園から幼稚園型認定こ

ども園に移行した施設（満３

歳未満児については認可外

保育施設として保育を実施）

に関連した誤認識があった。 

・当該認可外保育施設は、（留

意事項８）内の最終段、届出

対象外施設のうち「③認定こ

ども園法第３条第３項に規

定する連携施設～（後略）」に

該当すると一時的に誤認し

ていた。 

 

自治体の部署内で確認 認可外保育施設として

の取扱いとなる。 認可外保育施設として

の取扱いとなる。 

７ 令和６年度から「エ 一時預

かり事業の対象となる乳幼

児」、「オ 病児保育事業の対

象となる乳幼児」及び「カ 子

育て援助活動支援事業の対

象となる乳幼児」が、届出対

象外施設から削除されたが、

これは届出施設に移行した

のか、それとも認可外保育施

設のカテゴリーから外れた

のか。 

 

こども家庭庁に問合せ こども家庭庁の回答ど

おり、対応した。 届出施設に移行したわ

けではなく、認可外保育

施設のカテゴリーから

外れた（そのため児童福

祉法第 59 条の指導監査

も対象外となる）とこど

も家庭庁から回答あり。 

８ 特定の施設を設けず、児童館

及び民間施設などで不定期

に保育を行っている団体。 

自治体の部署内で確認 問 16 を踏まえて、保育

を実施しているという

実情から、届出が必要で

あると判断した。 

留意事項２を参考に、１

日４時間以上、週５日、

年間 39 週以上保育を実

施しているという実情

であった。 

 

 

 

  



45 

No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

９ 届出対象外施設の指導監督に

ついて、届出等の行政行為が

ないことから、施設の把握及

び指導監督を行うことが困難

な状況であるとともに、届出

が必要な施設と同様の施設体

制でない。これらの届出対象

外施設への指導のおおよその

基準の定めがないことから、

事前指導の内容について判断

に迷う可能性がある。 

 

自治体の部署内で確認 届出の対象外とされてい

る施設であるかの確認及

び指導監督基準に基づき

事前指導を行う。 

具体的な事案ではなかっ

たが、現行指針における

届出対象外施設への指導

について問題点を確認し

た。 

10 病院内等の相手宅以外で子ど

もをみるサービス（保護者は

患者の子どもを対応する、業

者は付き添いできた子どもを

待合室等でみる）を行いたい

という相談があり、届出対象

となるのか判断に迷った。 

 

自治体の部署内で確認 結論は出ていないが、今後

の対応の参考として本サ

ービスは居宅訪問型事業

となり得るのか、届出は必

要かについてご教示いた

だきたい。 

本格的な相談ではなく今

後に行ってみたいという

レベルの話であったた

め、結論までは出してい

ない。 

11 町内の認可外施設が届出対象

施設かどうかの判断に迷っ

た。 

 

他自治体に問合せ 届出対象施設の対応をし

た。 届出対象施設であること

がわかった。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

12 幼稚園内の２歳児保育のみ

に利用する部屋で行う２歳

児保育について、届出対象か

どうか。 

他自治体に問合せ 届出が必要と判断した。 

他自治体へ確認した結

果、届出が必要とのこと

だった。 

 

13 乳幼児を預かる体制を整備

（０歳～18歳を対象）してい

る施設があるが、実態的には

学童を学校の夏季休暇等長

期休暇期間に限って預かっ

ている活動しかない状況（放

課後児童健全育成事業とし

て市町から委託あっている

わけではなく、自主運営をし

ている）であり、活動実態に

指導監督基準がそもそも合

わず、施設側も当てはめにく

い状況がある。 

 

こども家庭庁に問合せ 夏季・冬季休暇期間中の

みなど、年間 39 週以上

親と離れていないこと

から対象外とも考えら

れるが、乳幼児の受入れ

態勢があることを踏ま

え、引き続き対象として

いる。実態とは合わない

が、認可外の基準を当て

はめていただくことで

施設側に了承いただい

た。 

Ｑ＆Ａや指導監督基準

にあるとおり、届出対象

施設にはなる。ただ、全

項目が絶対求められる

わけではないため、各自

治体での判断となる。 

14 ①ウ知人のこどもの預かり

ではあるが、料金が発生する

場合など。 

③の判断。 

 

自治体の部署内で確認 ①は知人の知人の子ど

もにも広がりそうだっ

たため、相談の上届出に

いたらなかった。 

③認可担当に確認の上

届出対象と判断した。 

 

右記のとおり。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

15 「また、以下の施設（～）は

届出の対象外とされている

が、これらの施設についても

法第 59 条の指導監督の対象

であることは言うまでもな

い（児童福祉法施行規則（以

下「施行規則」という。）第 49

条の２）。」という表記の下に

ある③認定こども園法第３

条第３項に規定する連携施

設（幼稚園型認定こども園）

を構成する保育機能施設

（注：幼稚園に設置する者が

当該幼稚園とあわせて設置

している施設（上記施設を除

く。）において、幼稚園におけ

る子育て支援活動等と独立

して実施されており、余裕教

室や敷地内の別の建物など

在園児と区分された専用の

スペースで専従の職員によ

る保育が実施されているも

のは届出の対象となる。）と

いう部分の記載から、問４～

問６に関連して、判断に迷

う。 

 

こども家庭庁に問合せ 別室かどうかを問わず、

保育の実態があるかど

うかで判断し、届出を施

設へ依頼している。 

国Ｑ＆Ａと指導監督指

針・基準から、自治体で

判断いただきたい。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

16 キャンピングカーにおける

一時預かり保育事業の設置

者への対応である。各地域に

おいて、イベント利用者や小

売店舗利用者をターゲット

とした保育事業を行うとの

事で、「利用者が顧客、役務の

提供を受ける間の保育」であ

ることから届出の対象外と

して整理すべきか、または、

「常態化した認可外保育施

設」と捉えて届出対象とする

かで、迷いが生じた。 

 

自治体の部署内で確認、

他自治体に問合せ 

他自治体からの助言を

参考に、「利用者が顧客、

役務の提供を受ける間

の保育」であることから

届出の対象外として整

理した。 

他自治体からの助言を

参考に、「利用者が顧客、

役務の提供を受ける間

の保育」であることから

届出の対象外として整

理した。 

17 届出対象外の施設について、

①次に掲げる乳幼児のみの

保育を行う施設であって、そ

の旨が約款その他の書類に

より明らかであるもの。とあ

る。親族間の預かり合いや親

しい友人や知人の乳幼児の

預かりでは、約款やパンフレ

ット等の書面等が作成され

ていることは、通常考えにく

い。その場合の確認方法はど

のようにすべきか。 

 

自治体の部署内で確認 実際は相談の段階であ

ったため、申出書の受理

はないが、今後はこの対

応で統一する。 

「設置届出対象外施設

申出書」を新たに作成

し、届出対象外施設を把

握。施設の概要に関する

項目を設け、約款等の書

類が無い場合は、記載を

必須として届出対象外

であることを確認する。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

18 派遣型託児サービス（非常

設）について、施設型、居宅

訪問型、届出対象外のどの施

設類型にあてはめて、届出を

受理するべきか判断に悩ん

でいる。 

こども家庭庁に問合せ 現状では、派遣型保育サ

ービスを居宅訪問型と

施設型のどちらで届出

させるべきか、明確な回

答を得ていないため、一

義的に居宅訪問型で届

出をさせることとなっ

た。 

【こども家庭庁回答の

概要】届出対象外の認可

外保育施設の中でも、法

第６条の３第９項の家

庭的保育事業を目的と

している施設 法第６

条の３第９項の家庭的

保育事業の保育場所に

ついて、家庭的保育者の

「居宅その他の場所」と

規定されているため、本

規定の適用も考えられ

る。 

また、法第６条の３第 11

項の居宅訪問型保育事

業については、指導監督

基準第２ ２(２)に居宅

「等」と記載があるた

め、居宅訪問型認可外保

育施設の居宅以外での

保育も当該事業に含ま

れる。 

 

19 トレーラーハウスでの託児

（イベント会場やクリニッ

クの駐車場）を行うことを考

えている事業者からの問合

せに関して、居宅訪問型とし

て考えるのか施設型として

考えるのか。 

こども家庭庁に問合せ 事業者とのやり取りを

進める中で、「訪問先の

顧客の監護する乳幼児

のみの保育」、「臨時に設

置される施設」であるこ

とが確認されたため、届

出対象外施設になると

判断した。 

 

利用者の居宅に出向く

のでなければ、居宅訪問

型ではない。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

20 就学児童のみの預かりを実施

している施設、ベビーシッター

に対して放課後児童育成事業

の開始届を行わせるか、認可外

保育施設設置の催促を行うか

どちらか。 

こども家庭庁に問合せ 今後、施設・事業者の意

向を確認して適切に対

応していく。 

当該施設のプログラム

の内容、活動の頻度、サ

ービス提供時間の長さ、

対象となる乳幼児の年

齢等、運営状況に応じ、

判断すること。放課後児

童健全育成事業、認可外

保育施設、どちらかの提

出があればよい。 

 

21 マルシェ等の場において、主催

者ではなく出品者から頼まれ

てマルシェの場に出張して保

育をする（複数回）。 

 

自治体の部署内で確認 現在検討中。 

－ 

22 設置者（保育実施者）が自宅に

おいて保育をしていると思わ

れるが、利用者は親しい友人や

隣人の子である、と主張してお

り事実が不確かである。 

 

自治体の部署内で確認 利用者との関係性は不

明なため、設置者（保育

実施者）の主張のとおり

判断。 

－ 

23 一時預かり制度における届出

とどちらを出させるか。 

自治体の部署内で確認 事業者に対して、認可外

保育施設として届出を

出すよう案内した。 

一時預かり制度におけ

る届出の対象外であっ

た。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

24 実際の事例はないが、Ｑ＆Ａ集

のＱ11 において、届出の要否

は、指針の留意事項２に記載の

あるとおり、保育の実態がある

か否かも判断材料になる旨記

載がある。これについて、留意

事項２では、「乳幼児が保育さ

れている実態がある場合は、法

の対象となる。」との記載だが、

この法の対象となるというの

が、「届出の対象となる」とい

う認識でよいか。（届出に関す

る記載は、留意事項２より後の

ほうに記載があるため、ここで

は、指導監督の対象となるとい

う意味にも見える） 

また、留意事項２では、教育を

目的とする施設の取扱いと記

載があるが、それ以外の施設の

場合でも、保育の実態の有無も

届出対象かどうかの判断材料

としてよいという認識でよい

か。 

 

その他 

（実際の事例なし） 

実際の事例なし。 

実際の事例なし。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

25 届出対象外施設の③認定子ど

も園第３条第３項に規定する

連携施設（幼稚園型認定こど

も園）を構成する保育機能施

設の指導監督において、認可

外保育施設指導監督基準第８

利用者への情報提供（１）は、

届出対象施設についてしか明

記されていない。上記の施設

についても利用者の見やすい

ところにサービス内容の掲示

が必要となるのか。 

 

他自治体に問合せ 届出対象外施設ではあ

るが、提供するサービ

ス内容を利用者に十分

に説明することが望ま

しいことから、提供す

るサービス内容を利用

者の見やすいところに

掲示するなど、利用者

への情報提供に努める

よう指導を行った。 

上記の届出対象外施設に

ついては、利用者の見や

すいところに掲示するこ

とは求めてはいない。 

26 他市に居住する個人事業主が

キャンピングカーを使って複

数の市区町村を移動して各地

の商業施設を回り、そこで保

育を行う場合に認可外保育施

設としての届出や運営状況報

告書の提出が必要となるか。 

 

他自治体に問合せ 問合せ先自治体の事業

者であることから、本

市においてはどちらも

対象外とした。 

問合せ先自治体では、届

出対象外だが、運営状況

報告の対象と整理した。 

27 産後の母の体調回復を目的に

同じホテルに母子で宿泊を行

い、母とは別の部屋で産後ケ

ア専門のスタッフが母と子の

面倒を見るサービスを提供す

る場合は、認可外保育施設と

みなされるか。 

自治体の部署内で確認 部屋は別であるもの

の、親と子が離れるこ

とを常態としていると

までは言えないことか

ら、保育ではないと判

断し、届出対象外とし

た。 

自治体内で調べるも法的

な根拠はなし。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

28 幼児教室として、週１回、０歳

児～４歳児を対象で集会所和

室での預かりを 10時～13時ま

で行う場合に認可外保育施設

の届出対象となるか。 

他自治体に問合せ、 

その他 

（厚生労働省に問合せ） 

保育に相当する時間預

かりを行っているとは

みなせないことから、届

出対象外とした。 厚労省：似たような施設

で国において相談を受

けたものはない。自治体

で実態に応じて判断す

ること。 

他自治体：保育の実態

（午睡等）があるかどう

かで判断するため、事業

者の申出による情報だ

けでは判断がつかない。 

 

29 放課後児童健全育成事業と考

えられるような事業を、市の委

託なしで民間が行っている場

合、対象となるのか？市の委託

がないため、当該事業者として

市は認識していない場合、認可

外の保育所等として届出の対

象・監督の対象となるのか。 

 

その他（未確認） 現時点で、未確認。指導

監督も未実施。 － 

30 小学生以上を扱うベビーシッ

ターの届出が必要か。 

 

他自治体に問合せ 当該事業所へ届出を求

めた。 届出が必要。 

31 ベビーシッター事業において、

同一人物が個人でベビーシッ

ターとして届出を行っていた

が、併行して事業所を設立し事

業所でもベビーシッター事業

を行っていた。この場合は個人

と事業所で２種類届出が必要

なのか。 

 

自治体内他部署と協議 事業所としても届出が

必要であると判断し、そ

のように指導した。 

届出受付担当部署と確

認した結果、対象の事業

所は他の従業員も従事

しているため、事業所と

しても届出が必要であ

るとなった。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

32 認可保育所が、施設内の空き

保育室で、近隣の病院及び薬

局で従事する保護者のこども

を預かる事業を実施してい

た。病院及び薬局からの依頼

で実施しており、認可保育所

の職員が保育しているが、認

可保育所のタイムカードは切

った上で、そちらの事業に従

事しているので切り分けはで

きている。 

 

他自治体に問合せ 病院及び薬局に認可

外保育施設の設置届

を提出させた。 

他事例は聞いたことはない

が、病院及び薬局が認可保

育所へ委託して認可外保育

事業（事業所内保育事業）を

実施しているとみることが

できる。 

33 施設の設計段階において相談

があり、トイレと手洗いが同

じ保育室内になく、通路を隔

てた少し距離のあるところに

設置することについて判断を

求められた。 

 

他自治体に問合せ 県の回答のとおり、

相談者に返答した

が、現在のところ届

出はない。 

通路を隔てていても同じ階

なので問題はないとの回答

があった。 

34 イベント（１か月に１回（２～

３日）定期開催。１年間を通じ

て毎月実施）する場合、届出対

象施設となるか、届出対象外

施設「半年を限度として臨時

に設置される施設」に該当す

るか。 

自治体の部署内で確認 左記と同じ。 

イベント開催期間（２～３

日間）に設置される施設で

あり１年間を通じて常態的

に施設を設置していないこ

とから、届出対象外施設と

して整理した。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

35 イベントやセミナー時の託児

について届出が必要かと問合

せがあったが、類似事例の相談

受付等がなく、届出書の提出の

必要性について判断に迷った。 

 

自治体内他部署と協

議、他自治体に問合せ 

設置届出対象外の施設

となるが、設置届出書の

記載可能な範囲を記載

し、提出を行ってもらう

ように判断した。 

事例はないと回答あ

り。 

36 レンタルスペースで、月４回ほ

ど、保育を目的として子どもを

預かる場合は認可外保育施設

として届出が必要か。 

※レンタルスペースについて、

利用日以外は、別の団体が利用

している。 

※預かる子どもは、ホームペー

ジ等で広く一般に募集する。 

 

自治体の部署内で確認 レンタルスペースでの

預かりについて、届出対

象とするか判断に迷っ

たが、保育を目的とした

事業・広く一般に募集す

る、という２点から届出

対象と判断した。 

認可外保育施設として

届出必要。 

37 ‟以下の施設（中略）は届出対象

外とされているが、これらの施

設についても法第 59 条の指導

監督の対象であることは言う

までもない。” 

との記載があるが、施設型給付

幼稚園で行われる、私的契約児

（満３歳未満児）に対する保育

について、指導監督はどのよう

な形で行われるべきか判断が

難しい。 

（別室＋専任職員＝認可外の

届出⇒認可外指導監督） 

（別室＋兼任職員＝認可外の

届出対象⇒幼稚園施設監査） 

 

他自治体に問合せ 未判断。 

専従職員かつ別室での

保育の場合は届出をし

てもらうとなった。 
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ウ 問 19「第１ 総則 ４ 認可外保育施設の把握」の中のその他の事項について 

（ｱ）確認が必要になった事例の有無 

「第１ 総則 ４ 認可外保育施設の把握」の中のその他の事項に関連して、確認

が必要となった事例の有無についてたずねたところ、事例が「ある」と回答した自

治体は 7.0％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

（ｲ）確認方法 

（ｱ）で確認が必要となった事例がある場合の確認方法についてたずねたところ、

「自治体の部署内で確認」が最も多く 41.7％、次いで「こども家庭庁に問合せ」が

33.3％であった。他方、「自治体内他部署と協議」と回答した自治体はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

こども家庭庁に 

問合せ 

自治体の部署内で

確認 

自治体内他部署と

協議 

他自治体に 

問合せ 
その他 
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（ｳ）判断に迷った内容とその対応 

No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

１ 施設から廃止届は出ていなか

ったが、育成協会ＨＰで運営会

社の破産が公表されていた事

例。施設は廃止として扱ってよ

いのかどうか。 

自治体の部署内で確認 廃止届は出ていないが、

廃止として扱い、県ホー

ムページから当該施設

を削除する等の対応を

自治体判断により行っ

た。 

施設に直接電話しても

音信不通であり、口コミ

サイトでも営業してい

ないことが確認できた

ため、廃止として扱う。 

 

２ 週に２回、公民館の和室を借り

て営業する一時預かり保育事

業について、１か月前に予め部

屋を予約しておく必要がある

（予約ができなければ営業さ

れない）ことから、施設の継続

性の有無について判断に迷っ

たものです。 

他自治体に問合せ その他の認可外保育施

設として届出を受理し

ました。 

児童福祉法施行規則 49

の２Ⅱ「半年を限度とし

て臨時に設置される施

設」は、指導監督基準上

において例として「イベ

ント付置施設等」とされ

ていることから、本件の

ように半年を超え継続

的に設置されることが

予定される施設であれ

ば、あたらないのではな

いか。との回答でした。 

 

３ 診療施設における乳幼児預か

りスペースにおいて、診療施設

側で保育士を配置し、利用者の

乳幼児を預かる施設について

の把握。 

自治体の部署内で確認 診療施設側から問合せ

があった場合、若しくは

市民からの情報提供に

よって保育実態を把握

した場合には届出対象

外施設として市に実態

報告をしてもらうが、積

極的な実施実態の調査

を行うのは困難である

ため、能動的に調査は行

っていない。 

 

届出対象外の認可外保

育施設である可能性は

あるが、保育の実態の把

握は現実的に困難。 

  



58 

No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

４ 「留意事項９②法第６条の３

第 11 項に規定する業務を目的

とする施設の設置者、１日に保

育する乳幼児の数が５人以下

である施設の設置者において

届出が必要な事項 ・設置者及

び職員に対する研修の受講状

況」について、この標記では意

味合いが分かりづらい。どの研

修のことを書けばよいか分か

りにくい。 

 

こども家庭庁に問合せ ５人以下施設で、子育て

支援員研修修了者の場

合は研修の受講状況を

記載いただくようにし

た。また、５人以下施設

でも、全員保育士の場合

もあり、その場合は「全

員有資格者のため、記載

なし」と記入いただくよ

うにした。 

５人以下の場合、子育て

支援員研修修了者等で

あれば無資格者でも保

育従事者として開設が

可能なため、研修の受講

状況の記載を求めてい

る。 

５ 保護者が勤務しているフロア

の一角での保育（母子分離が明

確ではない）など。 

 

自治体の部署内で確認 都度ケースに応じて判

断。 右記のとおり。 

６ 個人が行っている居宅訪問型

保育事業について、住民票住所

地は当市であるが、居住地が市

外となっている場合は、どちら

の市に届出を行うのか。 

こども家庭庁に問合せ 住民票記載の自治体で

あるため、届出を受理し

指導監督を行う。 
届出先となる自治体は

住民票記載の自治体で

ある。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

７ ベビーシッターの開業相談に

来る保育士の中に、「ベビーシ

ッター事業者に登録するため、

自治体への登録が不要である」

と報告があり、市への届出を行

わないベビーシッターがいる。

他の会社と本事業者の違いが

判らず、登録が必要ではないか

と考えていた。今回開業したベ

ビーシッターが本事業者に登

録した上で、本市にて活動して

いるため、こども家庭庁に確認

し、届出が必要であると判断し

た。事業者本部の担当者に居宅

訪問型保育事業として届出を

依頼したが、連絡が取れなくな

ってしまった。 

 

こども家庭庁に問合せ、

他自治体に問合せ 

届出が必要であると考

えている。今後の対応を

検討したい。 こども家庭庁から「届出

は各自治体へ提出が必

要である」と連絡があ

り、会社にその旨伝え

た。会社からこども家庭

庁に問合せをするとい

うことであったが、その

後、会社から連絡が来て

いない。 

８ 届出対象外施設へどこまで書

類の提出を求めるべきか。 

特に店舗内保育施設への対応

は自治体によりまちまちのた

め判断に迷う。 

自治体の部署内で確認 設置する施設が届出対

象外施設に該当したと

しても、把握のため設置

届の提出をしてほしい

ことを相談に来た事業

者には伝え、提出を依頼

する。 

 

設立するのにあたり、相

談に来た施設には届出

を求める。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

９ 総則４（２）認可外保育施設の

設置予定者等に対する事前指

導について 

事前の問合せ等がなく、マッチ

ングサイト（外国籍シッター登

録事業者)より設置届等関係書

類が郵送で届いた。 

届出内容に不備・不足が多く、

受理できる内容ではなかった。 

自治体の部署内で確認、

その他 

（登録マッチングサイ

トへ問い合わせ、担当部

署内で協議） 

不備内容での受理はで

きないことから「届出不

受理」とし、本人へ届出

書類を返却。後日、サイ

ト側から問合せがあっ

たが、「外国人」という

理由で基準を遵守しな

い届出及び運営を認め

ることはできない旨を

示した。 

マッチングサイト側が

届出書類を作成し、シッ

ター居住の自治体へ送

付している状況を確認。

シッター本人へ確認の

架電をするも不通。サイ

ト側へ現状を説明する

も「シッターが外国人で

あるから」という理由で

訂正対応に難色を示し

た。また、基準等の遵守

についても同様の理由

により不可能であると

の回答があった。 

 

10 （４）市区町村に対する届出事

項の通知 

本市では、「定員」について変

更届を求めています。定員の内

訳についても、変更届が必要か

どうか検討しています。 

 

こども家庭庁に問合せ － 

回答待ちになります。 
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（３）「第２ 通常の指導監督 ３ 立入調査 （１） 立入調査の対象」 

ア 問 22「① 通常の立入調査の対象」について 

（ｱ）確認が必要になった事例の有無 

「① 通常の立入調査の対象」に関連して、確認が必要となった事例の有無につ

いてたずねたところ、事例が「ある」と回答した自治体は 10.2％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

（ｲ）確認方法 

（ｱ）で確認が必要となった事例がある場合の確認方法についてたずねたところ、

「自治体の部署内で確認」が最も多く 60.0％、次いで「こども家庭庁に問合せ」が

20.0％であった。他方、「他自治体に問合せ」と回答した自治体はなかった。 
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（ｳ）判断に迷った内容とその対応 

No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

１ 80 歳超の方が主に保育を行っ

ている個人運営保育施設につ

いて、適宜指導を行いながら基

準は満たしているが、当人は施

設閉鎖、後継者への譲渡等は全

く考えていない。預かり人数も

少なく、１人体制の時間帯もあ

るが、体力も低下しており、か

つ年齢的に急な体調不良等も

想定され、保育の安全性が懸念

される。 

 

自治体の部署内で確認 － 

現在、体制の見直し、施

設閉鎖を視野に入れた

働きかけを実施中であ

るが、現時点において強

制力はないため、難航し

ている。 

２ 外国籍でマッチングサイト事

業者経由でしかコミュニケー

ションが取れない状況にある

場合の立ち入り検査。 

 

自治体の部署内で確認 マッチングサイト事業

者経由で書面検査を実

施することにした。 

－ 

３ 居宅訪問型保育事業の立ち入

り調査の方法や具体的な内容

について不明な点があった。 

自治体の部署内で確認 基本的には事業者のお

宅を訪問して面談した

り、必要書類を確認す

る。都合がつかなければ

必要書類を役所に持参

してもらい面談を行う。 

 

居宅訪問型事業であり、

決まった保育室等はな

いが立ち入り調査を行

う。 

４ イベント実施に伴う一時的な

保育が届出の対象となるのか。 

また届出対象外であるが、指導

監督の対象とあり、事前に事業

者にどう指導すべきなのか。 

自治体の部署内で確認 左記のとおり。 

記載のとおり届出の対

象外と判断。 

認可外保育施設の指導

監督の指針の配置基準

等に準じて配置するこ

と。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

５ ベビーシッターに対する集団

指導に関して、毎年行う必要が

あることで、同じ内容を繰り返

すこととなり、ベビーシッター

の経験年数によっては負担が

生じている、または形骸化する

恐れがあることに悩む。また、

指導においても、特に、「定期

的な、実技を含む救命講習の受

講」、「安全計画の作成の必要

性」、「掲示内容の周知の必要

性」、「保育従事者の健康診断の

必要性」などを伝えるにあた

り、保育従事者が理解しやすい

理由を作成するのに苦慮して

いる。 

 

自治体の部署内で確認 現在、整理中である。 

現在、整理中である。 

６ 新型コロナウイルス感染症の

影響による立入調査の実施方

法等について。 

その他 

（厚生労働省発行「認可

外保育施設指導監督 み

んなはどうしてる？」を

参考にした） 

書面調査へ切り替えた。 

各自治体さまざまな工

夫をしていた。 

 

７ 留意事項 15 の前付近で、「ま

た、届出対象外施設について

も、できる限り立入調査を行う

よう努力すること。」とあるが、

できる限りとはどの程度を求

められているのか判断に迷う。 

― 来年度以降、届出対象外

施設で現在立入調査を

実施している幼稚園型

認定こども園（保育機能

部分）に関して、認可外

保育施設としての立入

調査を今後実施してい

くかどうか検討中。 

 

確認等は行えていない。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

８ 令和２年度より、居宅訪問型事

業者に対して年１回以上の集

団指導を実施することとされ

た。本市では、居宅訪問型事業

者については 300 程度の届出

がされており、集団指導につい

ては複数回の実施が必要とな

る。国の制度及び予算に関する

提案・要望で毎年要望として挙

げているが、集団指導の具体的

内容（研修内容、日程、委託方

法等）については、未だ提示さ

れていない。 

 

その他（国に要望済み） 現状では、集団指導の具

体的内容については、明

確な内容を示されてい

ないため、一義的に自治

体判断で年に複数回実

地を含めた集団指導研

修を実施している。 

－ 

９ 施設職員からの内部通報が本

市に来るが、立入調査では明ら

かにできず、改善につながって

いない。施設長が不適切保育を

していることが疑われるが、確

認しても明らかにならない。通

常の立入調査時も書類や環境

を整えて臨むため、指導事項は

少ない。どこまで踏み込んで調

査ができるか、内部通報だけで

判断できるか判断が難しい。 

 

自治体の部署内で確認 明らかになったことは

文書で指導を行うが、明

らかになっていないこ

とについては、口頭で注

意をするように伝えた。 

立入調査を実施して明

らかになったことにつ

いて指導をしていく。 

10 居宅訪問型の認可外保育施設

については、実際に保育を提供

する場所に立入調査を行うこ

とができないため、立入調査の

実施場所をいずれにするべき

か判断に迷った。 

 

自治体内他部署と協議 確認結果のとおり判断

した。 事業者に、立入調査の実

施場所について事業者

の自宅か庁舎内か選択

させることを可とする。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

11 届出対象外施設への立入調査

の実施の方法。 

自治体の部署内で確認 現状では立入の実施は

できない。届出対象外施

設としての届出、管理・

把握をどのように実施

するかが課題。 

 

届出対象外施設につい

て、本市においては現在

管理ができていない。 

12 法第６条の３第 11項に規定す

る業務を目的とする施設（居宅

訪問事業／個人）に対しては、

保育従事者を一定の場所に集

めて集団指導を実施、認可外保

育施設の指導監督基準を満た

す旨の証明書の発行に当たっ

ては別途個別面談を実施して

立入調査としていたが、令和６

年度の集団指導については、Ｈ

Ｐ等に資料掲載という新たな

方法で実施したいと考えた。 

こども家庭庁に問合せ 令和６年度の集団指導

についてはＨＰに資料

掲載方式で実施、その後

証明書の発行希望者は

個別面談を実施してい

る。 

立入調査に代わるもの

として一定の場所に集

めて集団指導を行うこ

とが望ましいが、実際に

ｅラーニングの方式を

とっている自治体もあ

り、自治体の考える方法

を妨げるものではない。

また証明書の発行を希

望する者には別途個別

面談をすることとして

いる。とお伝えしたとこ

ろ、証明書発行者とは面

談を行うのであればよ

いのではないか。それを

妨げるものではない。と

回答いただいた。 

 

13 ベビーシッターについては、立

入調査に代えて集団指導を年

１回以上おこなうこと、とある

が集団指導に参加できなかっ

た者の扱いをどうするのか。ま

た、集団指導をおこなっただけ

では、指導監督基準適合の有無

を判断できない。 

 

自治体の部署内で確認 集団指導に代えて、書面

監査と窓口での面談を

実施することとした。 

集団指導に代えて、書面

監査と窓口での面談を

実施することとした。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

14 届出対象外施設については、年

に１回以上立入調査を行うこ

とを原則とすること。（中略）

また、届出対象外施設について

もできるだけ立入調査を行う

ように努力をすること。と記載

されているが、認定子ども園第

３条第３項に規定する連携施

設（幼稚園型認定こども園）に

対する県による定期的な施設

監査が行われていない状況の

中、保育機能施設の届出対象外

施設の立入調査も年に１回以

上行うのか。 

 

自治体の部署内で確認 ２年に１回立入調査を

実施する。 自治体において定めて

いる認可外保育施設指

導監督事務処理要領に

基づいて対応する。 
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イ 問 25「第２ 通常の指導監督 ３立入調査 (1)立入調査の対象」に関し、特に認

可外の居宅訪問型保育事業について、廃止届が出ていないにも関わらず所在がわか

らなくなってしまい、立入調査実施や運営状況報告の提出を求めることができない

施設について 

（ｱ）確認が必要になった事例の有無 

認可外の居宅訪問型保育事業について、廃止届が出ていないにも関わらず所在が

わからなくなってしまい、立入調査実施や運営状況報告の提出を求めることができ

ない事例の有無についてたずねたところ、事例が「ある」と回答した自治体は 43.8％

と、調査項目中最も高い割合であった。 

   

 

 

 

 

 

 

（ｲ）確認方法 

（ｱ）で確認が必要となった事例がある場合の確認方法についてたずねたところ、

「自治体の部署内で確認」が最も多く 38.2％、次いで「その他」が 27.9％であった。

他方、「自治体内他部署と協議」と回答した自治体は 4.4％と少なかった。 

 

 

 

 

 

 

 

こども家庭庁に 

問合せ 

自治体の部署内で

確認 

自治体内他部署と

協議 

他自治体に 

問合せ 
その他 

 

 

  

ある

43.8%

ない

56.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

13.2%

38.2%

4.4%

16.2%

27.9%

0%

20%

40%

60%

80%

100%



68 

（ｳ）判断に迷った内容とその対応 

No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

１ 電話やメールにおいてもなか

なか連絡が取れず、立入調査や

各種書類の提出も滞っている

ため、自宅へ訪問した。（この

事例以外にも全く連絡が取れ

ないケースも多く苦慮してい

る） 

 

こども家庭庁に問合せ 再度電話及びメール等

で事業継続の有無につ

いて確認し、その上で立

入調査を実施すること

とした。 

自宅へ訪問し、少し話が

できた。 

２ 確認が現在もできず、実態がわ

からない施設が存在している。 

 

－ － 

－ 

３ 認可外の居宅訪問型保育事業

者で、電話・メールが通じず、

運営状況がわからない状態に

あり、このような場合廃止扱い

としてよいか判断ができなか

った。 

その他 

（マッチングサイトの

運営者に確認） 

現状、廃止扱いせず、そ

のままの状態となって

いる。 

マッチングサイト上で

活動していないことは

確認できたが、サイト外

での活動の有無まで確

認できなかった。 

 

４ メール、電話で連絡するも繋が

らなかったため、登録住所に書

類郵送を実施。 

自治体の部署内で確認 廃止施設と同様の取扱

いとした。 メール、電話、郵送を実

施し、市内での運営実態

がないものと判断を行

った。 

 

５ ベビーシッターの認可外保育

施設調書の提出や調査等を依

頼しても、回答がない。 

 

その他（電話、メール、

手紙でご本人に連絡） 

引き続き、定期的に連絡

を市、廃止届の提出等の

確認を行っていきたい。 応答がない。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

６ 居宅訪問型保育事業を実施し

ている者に対し、状況を確認し

たところ連絡がとれず、当人の

雇い主である事業所に問い合

わせたが、事業所自体も当人と

連絡がとれない状態であった。 

 

自治体の部署内で確認 休止状態と判断した。 

2021年頃より、事業所

は当人と連絡がとれな

くなったため、その時

点で当人のアカウント

を停止したことを確認

した。 

７ 個人の居宅訪問型保育事業者

が音信不通であり、登録アプリ

事業者も所在を確認できてい

ない状況の場合、廃止届は提出

されていないが、廃止扱いとし

てよいか。 

他自治体に問合せ 廃止届が出ていない以上

廃止にはせず、上記のよ

うに施設数としてカウン

トしないという対応方針

をとることにした。 

登録アプリ事業者が所

在を確認できず、住基

上でも確認できなくな

った時点で「休止消滅」

扱いとし、県の現況調

査や市の認可外保育施

設一覧には掲載しない

という対応をとってい

るとのこと。 

 

８ 転出により当市の設置届出対

象ではなくなっているため、職

権で廃止とすることができな

いか検討した。 

 

自治体の部署内で確認 そのままの状態になって

いる。 職権での廃止というも

のはない。 

９ 個人の居宅訪問型保育事業者

に、電話、書面の郵送及び自宅

への訪問により認可外保育施

設に係る調査への協力をお願

いするが、一向に連絡を頂け

ず、同事業を現在も実施してい

るのか、又は既に廃業している

のか一向にわからず、現状のま

ま何もしないでよいのか判断

に迷った。 

 

その他 

（課内で協議した。） 

市民でもあり、理解を得

られるよう根気よく、書

面のみならず訪問を試み

るよう努めている。 

Ｑ＆Ａ集に従い、罰則

等もあり得ることを書

面により通知した。 
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No. 
判断に迷った内容 

確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

10 連絡が取れないため、そもそも

事業をしているのかどうかも

わからない。 

自治体の部署内で確認 ― 

確認はしてはいないが、

今後事業者の住所を訪

れ、事業の実施の有無を

確認するなどを検討。 

 

11 所在不明（連絡が取れなくなっ

た）となった施設（居宅訪問型

保育事業）の、子ども・子育て

支援情報公表システム「ここ

de サーチ」上での取扱いにつ

いて、運営中、休止中または廃

止のどの状態にすべきか、判断

に迷ったもの。 

自治体の部署内で確認 部署内で検討し、運営の

実態がないこと、廃止届

の提出がないこと、連絡

が全く取れないこと等

を踏まえ、「ここ deサー

チ」上では「休止中」と

して取り扱うこととし

た。 

部署内で検討し、運営の

実態がないこと、廃止届

の提出がないこと、連絡

が全く取れないこと等

を踏まえ、「ここ deサー

チ」上では「休止中」と

して取り扱うこととし

た。 

 

12 運営の実態があるか否か。 他自治体に問合せ 運営状況報告を徴収す

ることを取りやめた。 連絡が取れない居宅訪

問（個人で運営のベビー

シッター）保育者につい

て、市役所担当課で現地

確認を行った。 

 

13 過去に同様事例があった。立ち

入り調査ができず、自宅へ訪問

するなどの対応を行った。 

自治体の部署内で確認 連絡が取れるまでコン

タクトをとり続けるこ

と。 

連絡が取れるまでコン

タクトをとり続けるこ

と。 

 

14 設置届を提出して以来、一度も

連絡がとれないので指導がで

きない。 

こども家庭庁に問合せ、

自治体の部署内で確認 

連絡がとれるよう試み

る。 

このまま指導に従わな

ければ、勧告・公表の処

分となると考えられる

が、当面の間は連絡がと

れるよう試みる。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

15 連絡が取れない状態となり、事

業を続けているのかも確認が

できない。 

自治体の部署内で確認、

他自治体に問合せ（所在

市町村） 

市町村、県担当者から連

絡を入れ、封書等でも確

認が取れない場合自治

体の判断により、事実上

廃止とする。 

市町村、県担当者から連

絡を入れ、封書等でも確

認が取れない場合、事実

上廃止とする。 

 

16 個人のベビーシッターで１年

以上電話・メール・郵送いずれ

の手段でも連絡のとれていな

いケースが１件ある。 

民間のベビーシッター登録サ

イトには情報が載ったままで

あり、転居や廃業したのかどう

か判断に迷っている。 

 

その他 

（一度自宅を訪問した） 

再度連絡を行うなど、定

期的に確認を行ってい

く。 自宅を訪問したが、不在

で、転居したかどうかの

確認はとれなかった。 

17 廃止届は出ていないが、住所も

変わり音信不通のため、事業廃

止として扱えないか。 

こども家庭庁に問合せ 認可外保育施設として

公表する中には掲載し

ないこととして対応。 

廃止届が出ていない以

上、事業廃止とすること

はできない。 

 

18 令和５年度に居宅訪問型の保

育事業者を対象に集団指導の

ため通知を行った際、何度も電

話やメールにより連絡を取ろ

うとしましたが、所在がわから

ない事業者がおり、今後の対応

を考えあぐねている状況です。 

 

その他 

（確認ができていない

状況です。） 

－ 

問 26 のとおり、確認が

できていない状況です。

この調査結果で実例を

拝見できたら幸いです。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

19 事業の廃止届の提出もなく、事

業者が音信不通となり、立入調

査実施や運営状況報告の提出

を求めることができなくなっ

たが、有効な解決の手立てが見

つからなかった。 

自治体の部署内で確認 このまま立入調査実施

や運営状況報告の提出

に応じない場合、児童福

祉法第 62 条に基づく罰

則がある旨を記載した

書面を事業者宛に郵送

したところ、事業者より

廃止届の提出があった。 

 

－ 

20 認可外の居宅訪問型保育事業

を個人でされている方につい

て、連絡がつかず、運営状況報

告の未提出が続いた。 

 

自治体の部署内で確認 メールで廃止届の提出

を依頼し、提出された。 確認できないなら、廃止

届の提出を促す。 

21 活動実態がないベビーシッタ

ーに対して、活動していないの

であれば廃止届を提出するよ

う促すメールを何度か送付し

ているが、回答が得られない。

このような場合に認可外保育

施設の一覧から削除してもよ

いか判断に迷っている。 

 

自治体の部署内で確認、

その他（まだ部署内で検

討中。） 

－ 

－ 

22 事例としてはあるものの、現在

も連絡がつかないか試みてい

るところであるため、現時点で

は確認は行っていない。 

 

－ － 

－ 

23 「ここ deサーチ」上で公表を

継続するのか、調査は施設数に

計上するのか。 

こども家庭庁に問合せ、

自治体の部署内で確認 

「ここ de サーチ」は公

表取消の処理、調査は施

設数に計上。 「ここ de サーチ」は公

表取消の処理、調査は施

設数に計上。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

24 所在がわからないため、実情を

把握できない。 

 

その他（－） － 

－ 

25 ベビーシッターと連絡（電話、

メール）がとれず、活動状況が

不明であったり、運営状況報告

が出てこなかったりする事例

が今年度発生し、どのように対

応するべきか判断に迷った。 

自治体の部署内で確認 結果的には返信用封筒

にて廃止届出を出して

もらうことができたが、

所在が分からない方へ

の対応方法について具

体例があればご教示た

だきたい。 

 

住所を把握していたた

め、お宅へ文書を発送し

て活動状況の確認を取

ることとした。 

26 運営状況報告書の提出を求め

たが、提出がなかった。 

何度か電話での問合せを行っ

たが、折り返しの連絡がなかっ

た。 

他自治体に問合せ 今後も市と連携して定

期的に連絡を行うよう

にする。 

市からも何度か問合せ

を行ってもらったが、折

り返しの連絡等はなか

った。 

 

27 ①居宅訪問型は、個人携帯電話

が連絡先である場合に、返信が

ないことが多く苦慮している。 

②休止中の施設が所在地不明

で連絡がつかなくなり、廃止届

の提出を依頼できない場合の

対応。 

③施設で休止期間が５年以上

と長いケースがある。休止から

廃止を勧めたいが、休止から廃

止に至る目安がないため、休止

の意向がある場合はそれ以上

に廃止を強くは勧められない。 

 

自治体の部署内で確認 メール、電話が閉鎖され

ていなければ返信はな

くとも定期的に連絡を

入れ、連絡がつかない場

合は直接訪問すること

もある。休止届出の際に

具体的な再開の見通し

がない場合には一旦廃

止も検討するよう提案

している。 

現在の基準の中では、廃

止届が提出されない以

上、自治体として行える

ことはない。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

28 書類の提出依頼に反応がない

ベビーシッターについて、職権

廃止をしてよいか判断に迷う。 

自治体の部署内で確認 再度書類の提出依頼を

し、それに対しても反応

がない場合、現地訪問し

居住実態の確認がとれ

なければ職権廃止とす

る。 

再度書類の提出依頼を

し、それに対しても反応

がない場合、現地訪問し

居住実態の確認がとれ

なければ職権廃止とす

る。 

 

29 届出情報から他市へ転出や市

内転居した場合、現地調査で判

断することは可能だが、担当課

の権限では転出先などの居住

情報を確認する手段がないと

考える。 

自治体の部署内で確認 現在の対応としては、届

出情報を基に、メールに

よる確認、住所先への確

認文を送付、電話での確

認を、複数回実施及び記

録し、一定の状況に達し

たら、市民への混乱を防

ぐ目的にて公表する一

覧は除外しているに留

まる。 

現在の対応としては、届

出情報を基に、メールに

よる確認、住所先への確

認文を送付、電話での確

認を、複数回実施及び記

録し、一定の状況に達し

たら、市民への混乱を防

ぐ目的にて公表する一

覧は除外しているに留

まる。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

30 所在がわからないため、郵送等

による文書の送付ができない

ため、該当する施設に対し指導

ができない。また、届出の際に

記載のある電話番号やメール

アドレス宛てに連絡をしても

反応がない場合、連絡先変更の

可能性も考えられるため、受け

取ったかの判断もできない。 

その他 

（認可外保育施設への

指導監督に対するＱ＆

Ａ集） 

届出されている連絡先

宛てに定期的に届出の

提出に関する内容を含

んだ通知を出し、廃止届

の提出を求めている。 運営状況報告がなく、文

書による督促をしても

提出されない場合、文書

により期限を付して改

めて報告を求めるほか、

運営状況報告を児童福

祉法 59 条に基づく報告

徴収の一環として実施

している場合には、児童

福祉法 62 条②第６号に

基づく罰則が適用され

ることも含めて粘り強

く指導することとされ

ていた。 

 

31 連絡が取れない。 その他 

（半年に１回メールし

て返答を待つ。） 

廃止届の提出を促す。 

連絡を取ることができ

るようになることが多

い。 

 

32 電話やメールを何度もしても

連絡がなく、運営状況報告書の

提出を求めることや立入調査

の日程調整ができない。 

その他 

（課内で対応を検討） 

休止でも廃止でもない

事業所のため、リストに

掲載している。 

⇒国主導で、全く連絡が

取れず一定期間が経っ

た場合に廃止できるよ

うにしてほしい。 

 

運営中で連絡が取れな

い事業所は２施設、休止

中に連絡が取れない事

業所が複数件あり。 

（居宅訪問型保育事業） 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

33 立入調査の実施及び運営状況

報告の提出に通知を発送して

も、回答がなく、連絡もとれな

い。 

こども家庭庁に問合せ、

自治体の部署内で確認、

自治体内他部署と協議、

他自治体に問合せ 

廃止届未提出であり、立

入調査の対象施設であ

ることから、定期的に連

絡をし続けている。 

該当施設について、国外

に転居した可能性があ

ることが分かった。 

 

34 － その他 

（課内で対応を検討） 

居宅訪問型については、

通知等は引き続き送付

し続け、令和４年度には

個人事業者への訪問、連

絡文の投函も実施した。

施設型については、立入

調査の実施通知を送付

し、現地に職員が出向い

て、事業を実施していな

い状況を目視確認し、連

絡文の投函を実施して

いる。 

 

－ 

35 廃止届が出ていないが所在が

わからなくなっている居宅訪

問型保育事業者がある。 

運営状況報告の提出を郵送や

メール、電話で行うが反応がな

い。 

 

自治体の部署内で確認 電話番号、メールアドレ

スは変更していないよ

うなので、引き続き廃止

届の提出を求める。 

事例の共有を行った。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

36 郵送しても宛先不明、メールは

返信なし、電話も不通の登録者

の取扱いに困った。 

他自治体に問合せ 回答どおり、「ここ deサ

ーチ」及び市で公表して

いるリストからは削除

するが照会等の数には

含めている。 

問合先自治体からこど

も家庭庁に問合せした

結果、「ここ deサーチ」

や自治体で公開してい

るリストからは削除す

るが、照会等の対象には

含めることと回答があ

ったと情報共有いただ

いた。 

 

37 廃止の届出がされない所在不

明者の取扱い。 

自治体の部署内で確認、

自治体内他部署と協議、

他自治体に問合せ、 

その他 

（担当部署内協議） 

職権消除者シッターに

ついて、不明者として届

出消滅（廃止）とする取

扱いについて厚労省へ

確認。問題ないとの回答

を受け、消滅者（事実上

の廃止であるが、本人届

出不能であることから

休止消滅者扱い）と判断

し処理。 

外国籍シッター（留学

生）で、廃止の届出なく

自国へ帰国、または市外

転居等による所在不明。

登録マッチングサイト

へ確認するも、状況把握

がされていなかったた

め不明。 

 

 

  



78 

No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

38 電話連絡や、催促通知の郵送を

しているが、コンタクトをとる

ことができないため、書類の提

出の催促や廃止届の提出を求

めることができず、籍だけ残っ

てしまっている。 

 

他自治体に問合せ 定期的に電話連絡を続

けている。 

 

問合先自治体では、事業

所の数が多くなく、全員

と連絡がとれていると

のこと。 

 

39 その他認可外施設として１施

設、居宅訪問型（個人）として

10事業者（全 29事業者中）。 

その他（未確認） 現状、国からの通知もな

いため、開設事業者と同

様に事務を行う。（毎年

度、郵送不着等を確認し

指導監督実施不可と整

理） 

 

－ 

40 必要な届出（廃止届や内容変更

届）が提出されていないため、

現在の所在がわからず、通知

（郵送）ができない事象があっ

た。その後は、当該事業者へ通

知（郵送）していない。また、

当該判断について確認は行っ

ていない。 

 

－ － 

－ 

41 当市に設置届を提出している

居宅訪問型保育事業者の中で、

設置者の転居により郵送物が

届かなくなっている施設及び、

連絡しても応答のない施設が

ある。当該施設のうち数施設

は、各種マッチングサイトへの

掲載も確認できない状況であ

る。 

 

自治体の部署内で確認 連絡を取り、必要に応じ

て廃止届等の提出を行

うよう促す。 

メールは届いているよ

うなので、引き続き連絡

を取り、必要に応じて廃

止届等の提出を行うよ

う促す。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

42 設置届を提出後、居所不明者や

音信不通の者が多数いる。その

ため、当該者については立入調

査や運営状況報告は実施でき

ていない。 

こども家庭庁に問合せ 未対応。 

「令和５年度子ども・子

育て支援推進調査研究

事業認可外保育施設に

対する指導監督の実施

における標準化に向け

た調査研究 アンケート

調査」において、以下の

質問をしたが、現時点で

特に回答なしと思われ

る。 

 

⇒個人ベビーシッター

の届出を受けている事

業者のうち、居所不明又

は音信不通の者が数名

いる。当該者について

は、転居や事業の活動休

止等しているにも関わ

らず、変更又は休止・廃

止の届出をしていない

ことが考えられるが、当

該者について、期限を定

めて通知する又は現地

確認等で居所不明が確

定した場合において、住

民基本台帳法（令・規則

含む）と同様に職権消除

の手続を行って可能か。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

43 （所在がわからなくなったわ

けではなかったが）再三の催促

にも関わらず、運営状況報告書

の提出がなく、電話やメールへ

の返信もないので、立入調査が

できなかった。 

その他 

（繰り返しの電話やメ

ールでの連絡・自宅訪

問・ベビーシッター登録

のサイトへの問合せ） 

廃止届を受理した。 

何の連絡もないまま、廃

止届が郵送されてきた。 

 

44 ベビーシッターに連絡を取ろ

うとしても繋がらず取れない

ため、活動しているかどうかも

わからず、休止届や廃止届を提

出してもらうべきか迷うこと

があった。 

 

自治体の部署内で確認 ベビーシッターと連絡

が取れるまでは、所在が

わからなくても活動中

であると捉えることと

した。 

ベビーシッターとコン

タクトが取れるよう定

期的に連絡を試みるこ

ととした。 

45 県外に転居し、本市内で運営実

態がないことは確認している

が、本人と数年間連絡が取れな

い状況であり、廃止届が出てき

ていない状況である。 

自治体の部署内で確認 連絡が取れないため、対

応のしようがない。 本市内で運営実態がな

いため、運営状況報告書

の提出は求めていない。

また、立ち入り調査も実

施していない。 

 

 

 

  



81 

No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

46 簡易書留で文書を送付するも

宛所不明で返ってきた事例が

ある。 

その他 

（対応方法を模索中。） 

転居されているととも

に、連絡手段がないた

め、廃止届の提出を求め

る事ができず、対応に苦

慮している。 

マッチングサイトに問

い合わせるも、強制退会

させられている事実が

判明した事から、居宅訪

問型保育事業を継続し

ていない可能性が高い

事が判明した。また、郵

便物も宛所不明で返っ

てきた事から、市外に転

居した可能性が高い事

が判明した。 

 

47 設置届記載の住所からは転居

していることを訪問にて確認

した。電話はつながるが出てく

れない。ベビーシッターとして

活動しているかは不明である。 

 

－ このような状況下で自

治体判断で廃止として

よいかどうか、結論には

至っていない。 

－ 

48 所在がわからなくなったわけ

ではないが、日本語が通じない

外国人ベビーシッターについ

て、返事がいつもないため対応

に苦慮する。所属しているマッ

チング本部に協力を願うが、レ

スポンスが悪く、対応が遅れて

しまう。 

 

その他（特になし） 外国人ベビーシッター

の監督指導について今

後も引き続き困るため、

対応を考えたい。 

特にどこかに確認はし

ていない。 

49 運営状況報告が未提出。 自治体の部署内で確認 ＨＰもあるため現時点

では廃業ではないと判

断。再三依頼はしてい

る。今年度は様子をみる

こととした。 

 

経過観察。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

50 休止又は廃止届がないため今

後届出等の管理をいつまで行

うか判断に迷っている。 

他自治体に問合せ 設置者と連絡が取れた

ため実際に事例は発生

しなかったが、今後、同

様の事例があった場合

は同様の取扱いを検討

する。 

文書等による設置者へ

の連絡を試みた上で所

在不明となった場合、内

部決裁をとり事実上の

「休止・廃止」の取扱い

をする。 

 

51 廃止届や休止届の提出がない、

かつ連絡（電話、メール）がと

れなくなり、所在不明のままと

なっている。廃止・休止届の提

出がないため、施設一覧等から

削除することもできず取扱い

に困っている。 

 

その他（未確認） 連絡がとれた場合は、実

態を確認するが、どうし

ても連絡がとれない施

設は一覧等に掲載され

たままとなっている。 

電話やメール等で定期

的に連絡し、実態把握に

努める。 

52 運営をしていないことは明ら

かだが、メールや電話に反応が

ない施設や、郵便物が届かず電

話もつながらない施設（居宅訪

問型保育施設）がある。 

 

その他 

（登録先事業者へ確認） 

これ以上対応方法がな

く、連絡が来るのを待っ

ている。 事業者登録手続途中で

連絡が取れなくなった

とのことであった。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

53 ①改善指導（勧告）をするにあ

たり、必ず事前に立入調査をす

る必要があるか。 

②立入調査が必須である場合、

居宅訪問型保育事業者から運

営業況報告書の提出がないこ

とについて改善指導をするの

であれば「本事業者の住所地に

出向き、事業者に直接会った上

で運営状況報告書の提出を口

頭で求める」ことで立入調査と

することができるか。 

③また本事業者の住所地に出

向いても、事業者に会えない場

合、居留守や立入拒否などで立

入調査が不調に終わることも

考えられますが、その場合はど

のように対処すればよいか。 

こども家庭庁に問合せ 立入調査に係る通知に

対して返答がない施設

に対して、繰り返し返答

を求める旨の連絡を行

った。 

①改善指導・勧告につい

ては、指導監督の指針第

３ １に記載のあると

おり 

「立入調査の結果、指導

監督基準等に照らして

改善を求める必要があ

ると認められる場合は、

改善指導、改善勧告～

（以下略）」とあるとお

り認可外保育施設指導

監督基準上は立入調査

を実施した上で行うも

のとなります。 

一方で児童福祉法上は

お書きになられている

とおり、「児童の福祉の

ため必要があると認め

られるとき」立入なしに

改善勧告は行うことが

可能ですが指針内の第

５(２)緊急時の改善勧

告 に記載のような事

由がある際となろうか

と存じます。 

当該施設がそのような

状況なのかどうかをご

確認の上、ご検討くださ

い。 

②指針内留意事項 17 に

記載のとおり、可能かと

存じます。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

  ③繰り返し連絡しても

忌避をするという状況

なのであれば特別調査

の実施を検討いただき

その実施も難しい場合

においては、留意事項 17

にあるとおり児童福祉

法第 61条の５、第 62条

７項の適用をご検討い

ただくことも可能かと

存じます。 

 

 

54 書類審査（立入調査）について、

通知を発しているが返答がな

いが、マッチングサイトを確認

するとシッター業務を行って

いる実態がある。 

 

自治体の部署内で確認 引き続き、連絡をとるこ

とを試みることとしま

した。 

引き続き、連絡をとるこ

とを試みることとしま

した。 

55 家賃滞納などの裁判になって

おり現在登録されている住所

は賃貸契約を解除されて空き

家になっている。設置者及び事

業管理者とも連絡がとれない

状態となる（海外にいる様子） 

 

自治体の部署内で確認 現在も裁判が進行中で

あり、また、連絡も現在

とれない状態のため、判

断はできていません。 

区の認可外保育施設の

中に名称を残している

が、問合せがあれば現状

を説明して対応してい

る。 

56 認可外居宅訪問型保育事業者

に対し、集団指導の実施通知を

郵送したが、既に転居していて

返送される。 

 

その他 

（確認はしていない） 

通知不達者数として集

計し、ＨＰ上に公表して

いる。 確認はしていない。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

57 問 25 のような事業者に対し

て、どのように対応していく

か。 

連絡がつかない事業者のうち、

国の基準を満たす旨の証明書

が発行済みであり、確認申請も

済んでいる事業者に対しては、

無償化の効力を取り消しとす

るのか。 

こども家庭庁に問合せ、

自治体の部署内で確認、

他自治体に問合せ 

連絡がつかない事業者

の設置届に明記されて

いる住所を訪ね、居住状

況を確認した。 

今後は連絡がつかない

事業者の住民票を取り

寄せ、後追いすることを

検討中。 

証明書の返還でなく、確

認申請の取り消しを行

うことができる。 

証明書の返還は困難で

あるため、区ＨＰにおい

て運営状況の確認がで

きない旨を公表する。 
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ウ 問 28 （留意事項 15）認可外保育施設が多数設置されている地域等における取扱

い」について 

（ｱ）確認が必要になった事例の有無 

（留意事項 15）認可外保育施設が多数設置されている地域等における取扱い」に

関連して、確認が必要となった事例の有無についてたずねたところ、事例が「ある」

と回答した自治体は 7.0％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

（ｲ）確認方法 

（ｱ）で確認が必要となった事例がある場合の確認方法についてたずねたところ、

「自治体の部署内で確認」が最も多く 50.0％、次いで「他自治体に問合せ」が 30.0％

であった。他方、「自治体内他部署と協議」と回答した自治体はなかった。 
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（ｳ）判断に迷った内容とその対応 

No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

１ 認可外保育施設が多数設置さ

れている地域は、対象施設又は

対象項目を絞り込んで立入調

査を実施することは不適切で

はないとされているが、多数設

置されている地域の考え方に

ついて迷っている。 

－ 従来どおり、日程をやり

くりして年に１回実施

している状況であるが、

近年の労働環境を踏ま

えると多数設置地域の

前提ではなく指導監督

権限がある自治体によ

り柔軟に対応できるよ

うしてもよいと考えて

いる。 

 

確認等は行えていない。 

２ 「認可外保育施設が多数存在」

とは、具体的にどのくらいの規

模数をさしているのかが不明

である。 

こども家庭庁に問合せ、

他自治体に問合せ 

市内には、100施設程度

の認可外保育施設があ

るが、全ての施設に立入

調査を実施している。 

 

市の判断に任せるとの

回答であった。 

３ ベビーホテルについて、必ず年

１回以上の立入調査をするこ

ととされているが、巡回支援指

導員の訪問に代えることがで

きないか。 

自治体の部署内で確認 職員による立入調査を

行っているが、可能であ

れば優良なベビーホテ

ルについては、巡回支援

指導員の訪問に代えた

い。 

 

巡回支援指導員の訪問

ではなく職員による立

入調査が必要。 

４ 基準を満たしている施設に対

して、どの程度調査項目を絞り

込むか、また、立ち入りを隔年

とできる優良施設の判断基準

をどうするか。どの程度の資料

提出を求めるかについて判断

に迷った。 

自治体の部署内で確認、

他自治体に問合せ 

調査項目の絞り込みは、

国が定める指定指摘事

項や県が定める重点調

査事項から判断した。 

隔年実施の対象は、過去

数年間の指導内容が良

好であった施設を対象

とした。 

 

各自治体により指導監

査内容の省略について

の考えかたが異なるた

め、国、県の通知等から

判断することとした。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

５ 立入調査の頻度。 他自治体に問合せ 施設区分や前年度まで

の立入調査状況等を踏

まえ、毎年実施する施

設、概ね３年に１回実施

する施設など種類分け

を行った。ただし、立入

調査を実施しない年度

においては、保育士によ

る巡回指導を実施する

こととしている。 

 

必ずしも毎年実施して

おらず、施設区分や前年

度の調査状況等を踏ま

えて判断している自治

体があった。 

６ 留意事項 15 の立入調査の隔年

実施が不適当ではないとされ

る、相当の長期間経営されてい

るの期間は具体的にどれくら

いの期間か。 

 

その他（前回のアンケー

ト調査に記載） 

判断していない。 

Ｑ＆Ａには反映されな

かった。 

７ 「相当の長期間経営されてい

る認可外保育施設であって児

童の処遇をはじめその運営が

優良であるもの」の判断基準が

明示されていないので、立入調

査を隔年とする等の取扱いが

可能かの判断ができない。 

自治体の部署内で確認 現時点では、全ての認可

外施設についてこれま

でと同様、毎年度立入調

査を行うこととした。な

お、今後さらに施設数が

増える場合は、全施設を

毎年度行うのは困難に

なることも見込まれる

ため、こども家庭庁に

は、上記の判断基準を明

示してほしいことを、こ

の調査回答をもって要

望する。 

 

前述のとおり「相当の長

期間経営されている認

可外保育施設であって

児童の処遇をはじめそ

の運営が優良であるも

の」の判断基準が明示さ

れていないことから、市

独自の判断で立入調査

を隔年とする等の取扱

いは難しい。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

８ 具体的にどれくらいの施設数

があれば「多数」となるのか。

担当者が多数と認識すれば足

りるのか。 

 

自治体の部署内で確認 届出のある施設は、毎年

立入調査を実施。 届出のある施設は、毎年

立入調査を実施。 

９ 企業主導型保育事業について、

（公財）児童育成協会において

も毎年度監査が行われている

ようだが、届出のあった自治体

においても立入調査を行う必

要性があるか疑問に思う。 

 

自治体の部署内で確認 現在は毎年度１回立入

調査を行っている。 他施設と同様に毎年度

１回は立入調査を行う。

調査の結果に応じて、隔

年での調査とするかど

うかは要検討。 
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エ 問 31「第２ 通常の指導監督 ３立入調査 (1)立入調査の対象」の中のその他の

事項について 

（ｱ）確認が必要になった事例の有無 

「第２ 通常の指導監督 ３立入調査 (1)立入調査の対象」の中のその他の事

項に関連して、確認が必要となった事例の有無についてたずねたところ、事例が「あ

る」と回答した自治体は 3.9％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

（ｲ）確認方法 

（ｱ）で確認が必要となった事例がある場合の確認方法についてたずねたところ、

「自治体の部署内で確認」が最も多く 60.0％、次いで「他自治体に問合せ」、「その

他」が 20.0％であった。他方、「こども家庭庁に問合せ」、「自治体内他部署と協議」

と回答した自治体はなかった。 
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（ｳ）判断に迷った内容とその対応 

No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

１ 法第６条の３第 11項に規定す

る業務を目的とする施設の設

置者若しくは管理者に対して

行う集団指導の具体的な内容

や方法。 

自治体の部署内で確認 事前にチェックシート

を記載してもらい、その

内容について聞き取り

を行った。 

対象事業者が１名のみ

だったため、市役所に来

庁してもらい、面談とい

う形で指導を行うこと

とした。 

 

２ （１）立入調査の対象 という

点ではないが、「基準を満たし

ているにも関わらず、対象児童

がいない、職員配置等今後も基

準を満たして行けるか不安」な

どにより、施設が交付を希望さ

れない場合、「基準を満たす証

明書」の交付を施設側から拒む

ことは可能か。 

 

その他 

（今回の照会に係り、改

めて整理したいです。） 

施設の意向を尊重し、適

時所在市町・府から意向

に変化がないか確認。 

－ 

３ 出入り口が１箇所しかないこ

とから、非常口を新たに設ける

ことが必要とされたが、建物の

構造上、対応が困難なことから

改善に時間を要した。 

 

他自治体に問合せ 道路に面したガラス面

の一部をドアに改修す

る工事を実施していた

だくことで、複数方向の

避難を可能とした。 

同様の事例なし。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

４ ①届出対象となっていない幼

稚園型認定こども園の併設保

育機能施設は認可外保育施設

としての立ち入り調査は必要

か。また、当該施設に対する指

導監督基準は認可外保育施設

指導監督基準に沿って行うべ

きか、又は幼保連携型認定こど

も園以外の認定こども園の施

設の設備及び運営に関する基

準に沿うのか、例えば職員の配

置や施設設備などについては、

どちらの指導基準を適用すべ

き等判断が迷う。 

②（留意事項 17）の、（参照条

文）法第 61条の５及び第 62条

に関し、該当すると思われる施

設があっても適用の仕方に迷

う。（留意事項 19）の問題を有

すると考えられる施設に関し、

それ以降に記載ある「第３ 問

題を有すると認められる場合

の指導監督」にある改善勧告、

事業停止命令又は施設閉鎖命

令などに関しても適用の仕方

に迷う。 

 

－ ①現在は、併設保育機能

施設に限って１年に１

回立入調査を実施。指導

基準は３歳未満児を対

象として必要な職員数

及び保育室の面積を評

価。（３歳以上は施設の

面積基準が満たせてい

ることが前提にあるた

め） 

②問題ある施設があっ

ても、適用しづらいた

め、悪質な認可外保育施

設が重大事故などを起

こす前に排除までは図

れない。重大事故が起こ

ってからしか、排除でき

ないと感じる。 

確認等は行えていない。 

５ ベビーホテルの定義について。

また、照会回答において分類す

る時の区分けについて。 

希望があればいつでも 20時以

降の時間保育をしている、とい

う園を常時運営しているとみ

るのか。 

 

自治体の部署内で確認 実施の可能性がある施

設についてはベビーホ

テルとして区分してい

る。 

－ 
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Ⅱ 「認可外保育施設指導監督基準」 

（１）「第１ 保育に従事する者の数及び資格」 

ア 問 34 基準内、「また、１日に保育する乳幼児の数が６人以上 19 人以下の施設に

おいても、原則として、保育従事者が複数配置されていることが必要であるが、複数

の乳児を保育する時間帯を除き、保育従事者が１人となる時間帯を必要最小限とす

ることや、他の職員を配置するなど安全面に配慮することにより、これを適用しない

ことができる。」という記述について 

（ｱ）確認が必要になった事例の有無 

基準内、「また、１日に保育する乳幼児の数が６人以上 19 人以下の施設におい

ても、原則として、保育従事者が複数配置されていることが必要であるが、複数の

乳児を保育する時間帯を除き、保育従事者が１人となる時間帯を必要最小限とする

ことや、他の職員を配置するなど安全面に配慮することにより、これを適用しない

ことができる。」という記述に関連して、確認が必要となった事例の有無についてた

ずねたところ、事例が「ある」と回答した自治体は 21.1％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

（ｲ）確認方法 

（ｱ）で確認が必要となった事例がある場合の確認方法についてたずねたところ、

「自治体の部署内で確認」が最も多く 42.4％、次いで「こども家庭庁に問合せ」が

27.3％であった。他方、「自治体内他部署と協議」、「他自治体に問合せ」と回答した

自治体は 9.1％と少なかった。 

 

 

 

 

 

 

 

こども家庭庁に 

問合せ 

自治体の部署内で

確認 

自治体内他部署と

協議 

他自治体に 

問合せ 
その他 
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（ｳ）判断に迷った内容とその対応 

No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

１ ・営業時間に有資格者等がい

ない時間があっても良いの

か。 

・預かっている乳幼児が１名

の際、無資格者１名で保育し

ていて良いのか。 

自治体の部署内で確認 乳幼児を保育している

時間帯は有資格者を配

置するよう指導した。 

シフト表において、朝夕

や休憩時間も含め、保育

に従事する者の 1/3 以

上は有資格者を配置す

るように指導した。 

 

有資格者等が常時いる

こと。ただし、一時的に

０名の時間帯があるこ

とをもって即指導監督

基準違反とはならない。 

 

２ 問 34 は「１日に保育する乳幼

児数が６人以上 19人以下の施

設について」ではあるが、１日

に保育する乳幼児が５人以下

の施設において、乳幼児のきょ

うだいなど小学生が土曜や長

期休みに施設を利用するケー

スがある。乳幼児は１人だが小

学生が４人利用した場合の保

育従事者の配置人数の考え方。 

 

自治体内他部署と協議 保育従事者を複数配置

するように指導。 安全面を配慮して、保育

従事者を複数配置する

ことを指導した。 

３ 具体的にどういった場合に１

人が認められるか例示してほ

しい。 

その他 

（確認できていない） 

確認はできておらず定

義づけできていない。 

確認はできておらず定

義づけできていない。 

 

４ 「他の職員を配置」していると

みなせるのはどのような場合

か。保育室のある建物とは別の

建物にいる職員も対象とでき

るのか、判断に迷いました。 

 

自治体の部署内で確認 緊急時等にすぐに対応

可能であるかにより判

断しました。 

－ 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

５ １日に保育する乳幼児の数が

６人以上 19 人以下の施設にお

いて、11 時間を超える時間帯

について、就学児童と就学前児

童の各１名を混合で保育して

いる場合に、保育従事者が複数

配置されていることが必要か、

判断に迷った。 

 

自治体の部署内で確認 安全面の確保が困難で

あると判断される場合

には、保育従事者の複数

配置も必要であると、助

言に留めた。 

就学児童が高学年であ

ったことや保育担当者

への保育内容等の聞き

取りで、就学児童に対し

て、保育従事者による安

全面への配慮は必要な

いと判断した。 

６ 他の職員を配置するなど安全

面に配慮するというのは、他の

職員が調理や事務等を行って

いる最中に何かあれば駆け付

けることができる状態を指す

のか、他の職員に関しても安全

面の配慮のみに注力するべき

なのか。 

自治体の部署内で確認 保育従事者以外の職員

が保育室全体を見渡せ

る状態にある等、現に保

育している保育士以外

に安全面に配慮するこ

とのできる職員がいる

場合は配置基準違反（文

書指摘）とは取り扱わな

いこととする。 

他の職員については「保

育に従事する」との記載

はないことから、単に完

全に１名のみで保育を

行っていないことが重

要であり、必ず複数人で

保育に従事する必要性

が示されているわけで

はない。ただし、散歩や

食事提供中等、事故の起

きやすい時間帯につい

ては、必ず複数配置が必

要である。 

 

７ 保育士の休憩時間を確保する

ために保育士が１名体制にな

る時間帯がある。休憩は施設内

でしている。 

自治体の部署内で確認 人員確保が困難なため、

左記の判断とする。 必ず施設内で待機し、緊

急時に対応できる体制

を整えておく。（ベビー

モニターも利用） 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

８ 24 時間対応園の食事の提供に

ついて。 

こども家庭庁に問合せ 隣の事業所から子供を

見守る応援を依頼する

等保育の安全性が保た

れるような対応と、不

審者対応や災害時の対

応についてマニュアル

の作成と訓練の実施を

助言した。 

調理師をおくことは規

定にないが、夜間１対１

で対応している時間帯

に保育従事者が調理す

る際には保育の安全性

が保たれなくてはなら

ない。 

 

９ 「必要最小限」の取扱い。「他の

職員」の取扱い（巡回中の警備

員は含まれるのかなど）。 

自治体の部署内で確認 「必要最小限」は基本、

朝・夕に限る。「他の職

員」を配置して保育で

きる人数は安全面を考

慮して最大３人までな

ど、基本的な取扱いを

内部で確認した。 

 

右記のとおり。 

10 保育従事者が２名の場合で、う

ち１名が休憩時等で保育から

抜ける時間が発生する際の職

員配置について。「保育従事者

が１人となる時間帯を必要最

小限とする」とはどの範囲のこ

とをいうのか。 

 

自治体の部署内で確認 保育から一時的に抜け

る職員についても、常

に施設内におり、有事

の際に対応可能である

ことの口頭確認がとれ

ればよいと判断。 

保育から一時的に抜け

る職員についても、常に

施設内におり、有事の際

に対応可能であること

の口頭確認がとれれば

よいと判断。 

11 「保育従事者が１人となる時

間帯を必要最小限とすること」

については、必要最小限の時間

帯の範囲が不明瞭である。また

「他の職員を配置するなど安

全面に配慮する」についても、

具体の配慮が判然としない。 

 

その他 

（国に照会予定） 

－ 

－ 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

12 定員20名以上の施設で乳幼児が

１名しかいない場合に、この記

述を適用し保育従事者１人とな

る時間を認められるか。 

 

こども家庭庁に問合せ 指摘・指導した。 

認められない。 

13 職員２名の人員配置について、

夜間に数時間ずつ休憩をとる

ことにより職員１名になる時

間帯がある。その場合、「必要

最小限」とみなしてよいか。ま

た、休憩中の職員がすぐ駆け付

けられる状況にある場合は、

「安全面に配慮している」とし

てよいか。なお、施設は職員確

保に苦慮している。 

こども家庭庁に問合せ、

自治体の部署内で確認、

自治体内他部署と協議 

上記の場合以外は、保育

従事者の複数配置が必

要であり、適正な人員配

置に努めるよう口頭指

摘。 

基準に記載のとおりの

判断とし、夜間の休憩時

間に保育従事者が１名

となることは必要最小

限とみなし、保育従事者

や他職員が駆け付けら

れる状況なら「安全面に

配慮している」とした。 

 

14 一時預かり施設は預かり児童

の数に変動があるため、預かり

児童が１人になったときに、保

育従事者が１人で対応しても

よいかという問合せへの対応。 

 

こども家庭庁に問合せ 複数配置が原則で、緊急

時の対応から保育従事

者の他に１人配置する

ように伝えた。 

保育従事者だけでなく、

事務職員等で複数配置

を原則とする。 

15 認可保育施設と認可外保育施

設が併設の施設において、認可

外の児童４名になる時間帯（閉

所前 30 分）に資格を有してい

ないものが１名で保育してい

ることが確認された。 

 

自治体の部署内で確認、

自治体内他部署と協議 

認可保育施設との状況

を鑑み、適としました。 

併設の認可保育施設か

ら応援が得られるので

あれば適。 

16 兄弟児で２名の預かりの際、１

人は未就学児、１人は小学生だ

った場合の配置について。 

こども家庭庁に問合せ 施設へ複数配置が望ま

しいことを伝えた。 小学生は指導監督基準

の対象ではないが、複数

配置が望ましい。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

17 必要最小限とはどの程度の時

間か。 

自治体の部署内で確認 突発的にその日１時間、

等であれば、基本的な考

え方と常態化はしない

ようにということを伝

えている。 

 

－ 

18 「保育従事者が１人となる時

間帯を最小限にすることや」の

「最小限」とはどれくらいの時

間を想定しているのか。また、

当該規定を常態的に適用して

いる場合でも指導の対象には

ならないのか。 

自治体の部署内で確認 常態的に規定を適用し

ており、聞取り等により

安全面に配慮した対策

を行っていると認めら

れない場合は文書指摘

とした。 

当該規定はやむを得ず

職員の配置が不足する

場合に限り緊急的な措

置として適用されるも

のであり、最小限の基準

を定義するのは困難だ

が、休憩中や朝夕の配置

等に常態的に適用する

のは適切でないと考え

る。 

 

19 前段に「２人を下回ってはなら

ない」とあるが、６人以上 19

人以下の施設であれば保育従

事者が１人となる時間帯があ

っても問題ないかどうか。睡眠

中、プール活動・水遊び中、食

事中以外であれば保育従事者

が１人となることがあっても

よいのか。 

自治体の部署内で確認、

他自治体に問合せ、 

その他 

（部署内での検討） 

保育従事者が２人を下

回る時間帯があった場

合でも直ちに基準違反

と判断せず、１人であっ

た時間帯の幼児の人数

や時間帯等を考慮して

基準違反となるかを検

討する。また、判断後に

こども家庭庁よりＱ＆

Ａが示され、該当事項が

あったので参考としま

した。 

 

保育従事者が２人を下

回る時間帯があった場

合でも直ちに基準違反

と判断せず、１人であっ

た時間帯の幼児の人数

や時間帯等を考慮して

基準違反となるかを検

討する。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

20 朝夕の時間帯において、子ども

１人になった場合にどのよう

に考えるか。必要最小限・安全

面に配慮というものが何を示

すのかが不明瞭であり、安全性

の判断に迷う状態である。 

 

その他（未確認） 子どもの安心安全を最

優先とし「できる」につ

いては適用しないもの

とし、常時２人以上の配

置を求めている。 

－ 

21 定員６人以上 19 人以下である

施設が、標準保育時間終了後の

延長保育時間帯における保育

する乳幼児数が５人以下であ

った場合、当該例外を適用でき

るか否かの判断。 

 

他自治体に問合せ 当該例外を適用した。 

１日の保育する乳幼児

数の多寡に関わらず、定

員で判断すること。 

22 ①利用児童が何人の場合なら、

保育士の一人体制を認めるか。 

②１人体制を認めるなら、どれ

くらいの時間を認めるか。 

他自治体に問合せ ①について…利用児童

は３人以下。ただし、０

歳児は１人。 

②について…早朝・延長

保育時のそれぞれ１時

間ずつは認める。 

問合せ先自治体の回答

…６人以上 19 人以下の

施設の場合、必要最小限

の時間においては、保育

士１人を認める基準に

なっているが、県は２人

を下回ってはいけない

としている。国としては

指摘でない配置でも、県

は指摘にしている場合

がある。これは県の考え

であって、市は市で判断

すればよい。 

 

23 病院内の保育施設の夜間にお

いて、保育室には保育従事者が

１名しかいないものの、病院に

他の職員が配置されており、応

援体制が取れる場合の判断に

迷った。 

 

自治体の部署内で確認 保育従事者が１人にな

る時間帯を極力少なく

する様、指導するととも

に、他の職員との連携体

制の抑えを行った。 

応援体制がとれる事か

ら、指摘事項とはしてい

ない。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

24 １日に保育する乳幼児の数が

６人以上 19 人以下施設におい

て、原則複数配置の例外規定を

適用する要件の整理（どのよう

な場面であれば例外適用とな

るか）について。 

自治体の部署内で確認 以下を判断目安として、総

合的に例外として許容す

るか判断することとした。 

 

【判断目安】 

①複数配置されていない

時間帯は必要最小限（30分

以内を想定）となっている

か？ 

②睡眠中、プール活動・水

遊び中、食事中等の重大事

故が発生しやすい時間帯

に、複数配置ではない状況

になっていないか？ 

③同一建物内に職員がお

り、問題が生じた場合に即

座に応援してもらえる状

況となっているか？ 

④保育従事者が複数配置

されていない時間帯の子

どもの人数は３人（乳児は

１人まで）以内か？ 

⇒１日に保育する乳幼児

の数が５人以下の施設の

場合、保育従事者１人で保

育できるのは３人までで

あることとの均衡から。 

なお、原則は複数配置であ

ることから、1 か月の大部

分で複数配置でない時間

帯が発生している場合は、

上記の判断目安を満たし

ていたとしても例外規定

を適用しない。 

認可外保育施設指導監

督基準の考え方におい

て、「６人以上 19 人以

下の施設において、保育

従事者が複数配置され

ていない時間帯は必要

最小限とする必要があ

るが、必要最小限の時間

帯を判断するに当たっ

ては、例えば睡眠中、プ

ール活動・水遊び中 、食

事中等の場面では重大

事故が発生しやすいこ

とや他の職員の配置等

による安全面への配慮

などを踏まえ、各施設の

実態に応じて、個別に適

切に判断される必要が

あること 。」と記載され

ていることから、当該記

載の状況に応じたより

具体的な場面等を検討

し、例外適用となる要件

を整理した。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

25 「認可外保育施設への指導監

督に対するＱ＆Ａ集 Ｑ31」に

「常時、保育士又は看護師の資

格を有する者が１人以上配置

されていることが望ましいと

ありますが、これは最低基準で

しょうか。」の回答として、「記

載は望ましい水準を示したも

のであり、最低基準ではないこ

とから、保育士又は看護師が０

になる時間帯があることをも

ってただちに指導監督違反と

なるものではありません。」と

ある。 

「ただちに」とあることから、

有資格者が不在の時間帯があ

る状態が恒常的にかつ断続し

て存在している場合は指摘事

項となるのか。 

具体例として、主たる開所時間

において有資格者が１名と複

数の無資格（又は１名の無資格

者）の保育従事者が配置されて

おり、有資格者が施設内で労働

基準法上、与えるべきとされて

いる昼休憩をとる約１時間の

間は無資格者のみの状態がほ

ぼ毎日継続している場合は指

摘事項となるのか。 

 

こども家庭庁に問合せ こども家庭庁への問合

せの結果を踏まえて、恒

常的に有資格者０名が

１時間とはいえ、ほぼ毎

日しているため休憩時

間も有資格者を配置す

るよう指導した。 

有資格者０の状態が一

時的なものではなく恒

常的なものとなってい

ないか（あくまで一時的

であり複数日発生して

いない）を確認の上基準

違反となっていないか

どうか、各施設の実態に

応じて個別適切に判断

していただくものとな

る。有資格者の数が必要

となる保育従事者数の

1/3以上いない時間が主

たる開所時間内に有資

格者が休憩を取ること

により連日恒常的に有

資格者が０名となる状

況が発生していると見

受けられるということ

から市町村において指

摘しても問題ない。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

26 「保育従事者が１人となる時

間帯を必要最小限とする」とあ

るが、具体的にどの程度であれ

ば適用できるのか不明である。 

 

自治体の部署内で確認 安全面を考慮し、本市に

おいては適用しない。 必要最小限の定義が不

明である。 

27 「複数の乳児を保育する時間

帯を除き、保育に従事する者が

１名となる時間帯を最小限と

することや、他の職員を配置す

るなど安全面に配慮すること

によりことにより、常時、２名

以上の保育に従事する者を配

置しないことができる。」とい

う表現について、どのような場

合に保育者１名でも可能かが

わからない。 

こども家庭庁に問合せ ２名以上の保育従事者

を配置するよう指導す

ることとした。しかし乳

幼児が１名や２名の時

間まで２名配置では経

営が成り立たないとい

う苦情を受けているこ

とから、基準で定員６名

以上であっても保育す

る乳幼児が１～２名の

時間は保育従事者の１

名配置を認めて欲しい。 

 

保育従事者の１名配置

が常態化(複数日発生）

しておらず、保育従事者

の急な休み等により致

し方ない緊急対応であ

る場合は、各施設の実態

に応じて個別適切に判

断すること。なお、定員

５名以下の施設として

の運営の検討は可能。 

28 子ども２名に対し職員配置が

保育従事者２名であったが、そ

のうちの保育従事者１名が調

理に入っていた場合の保育に

従事する者の数の考えについ

て。 

 

自治体の部署内で確認 契約乳幼児の在籍時間

帯に、保育に従事するも

のが１人の勤務時間帯

があったとし、指摘とし

ました。 

調理室が施設内であっ

ても、調理に入った場合

は保育従事者と扱えな

いと確認しました。 
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イ 問 37「第１ 保育に従事する者の数及び資格」のうち、基準内のその他の項目に

ついて 

（ｱ）確認が必要になった事例の有無 

「第１ 保育に従事する者の数及び資格」のうち、基準内のその他の項目に関連

して、確認が必要となった事例の有無についてたずねたところ、事例が「ある」と

回答した自治体は 21.1％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

（ｲ）確認方法 

（ｱ）で確認が必要となった事例がある場合の確認方法についてたずねたところ、

「自治体の部署内で確認」が最も多く 36.7％、次いで「その他」が 23.3％であった。

他方、「自治体内他部署と協議」と回答した自治体は 6.7％と少なかった。 

 

 

 

 

 

 

 

こども家庭庁に 

問合せ 

自治体の部署内で

確認 

自治体内他部署と

協議 

他自治体に 
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（ｳ）判断に迷った内容とその対応 

No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

１ 基準では、「常時、保育士又は

看護師の資格を有する者が１

人以上配置されていることが

望ましい」となっているため、

朝夕の短時間帯や昼休みなど

やむを得ず無資格者のみとな

る時間帯がある場合、指摘事項

になるかどうか。 

その他（－） 文書指摘とした。 

企業主等型の認可外保

育施設に対し、児童育成

協会と一緒に立入調査

を実施した時、児童育成

協会が「無資格者のみの

時間帯がある」と指摘し

ていたため、同様に指摘

事項とした。 

 

２ 外国人施設の資格者について

は猶予措置はあるが、現在は資

格者がいないので基準を満た

していないと判断してよいか。 

 

自治体内他部署と協議 基準を満たしていない

と判断。 基準を満たしていない。 

３ 配置基準が概ね３分の１とさ

れているが「概ね」という解釈

に迷う。どこまでが許容される

のか。計算の際は小数点第何位

まで計算すべきなのか。 

 

その他 

（確認できていない。） 

確認はできておらず定

義づけできていない。 

確認はできておらず定

義づけできていない。 

４ 無資格、研修未受講で日本語が

話せない外国人のベビーシッ

ターについて届出があった際、

語学能力的に将来的に研修を

受講できる見込みも薄く、認可

外の指導監督基準を満たすこ

とができなさそうな場合は届

出を受理しないことは可能か。 

他自治体に問合せ 資格、研修未受講の場合

適合証明は与えられな

い旨を伝え、その上でそ

の他の基準を早期に満

たすよう案内しつつ、研

修の受講についても継

続して依頼するという

対応方針をとることに

した。 

受理しないということ

はできないと考えてい

る。無資格、研修未受講

の場合適合証明は与え

られない旨を伝え、その

上でその他の基準を早

期に満たすよう案内し

つつ、研修の受講につい

ても継続して依頼して

いるとのこと。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

５ ２名配置の時間帯に、いずれも

無資格者である場合があった。

管理者のいずれかは保育士で

あるよう指示をしているもの

の、やむを得ず無資格者のみと

なってしまう場合があるとの

話であった。「資格を有する者

が１人以上配置されているこ

とが望ましい」という部分が曖

昧な表現となっているため判

断に迷った。 

 

自治体の部署内で確認 その場での助言に留め、

指摘とはしていない。 日常的で目に余るもの

なら、指摘、そうでない

ものは口頭で助言。 

６ 乳幼児の数が６人以上の施設

において、出席が５人以下の時

は子育て支援員が２名、６人以

上の保育が見込まれる場合の

み派遣型保育士を従事させて

いる。本市の立入調査は府より

権限移譲を受けていることか

ら、府へ確認を行った。 

 

その他 １日に保育する乳幼児

の数が６人以上の施設

においては、保育に従事

する者の概ね三分の一

以上は、保育士又は看護

師の資格を有する者で

あることとし、文書指導

を行った。 

府の基準違反となって

いないかどうかを各施

設の実態に応じて個別

適切に自治体が判断す

るもの。 

７ 保育士資格を有しない者の取

扱いについて。 

自治体の部署内で確認 保育士資格を有しない

者について、職員の割合

要件は満たしていたた

め問題はないが、資格ま

たは研修を受けること

が望ましいことを伝え

た。 

 

保育士資格は必ずしも

必要ではないが、資格ま

たは研修を受けている

ことが望ましい。 

８ 最近、縦割り保育（異年齢保育）

をしているケースが増えてき

ており、職員の配置基準をどう

見るかが難しいケースがある。 

－ 施設側に、職員配置をど

うされているかを丁寧

にヒアリング・確認した

上で、基準を満たせてい

るか確認している。 

 

確認等は行えていない。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

９ 保育室が複数ある場合の各保

育室の配置数と全体での配置

数のバランスについて。 

自治体の部署内で確認 年齢毎の必要数の算出

で全体の配置人数に不

足がない場合は指摘と

はしない。 

 

右記のとおり。 

10 主たる開所時間である 11時間

の解釈について、通常開所時間

が 11 時間を超えない施設の取

扱いについて。 

他自治体に問合せ 施設の通常開所時間が

11 時間以上の場合は、

主たる開所時間である

11 時間以外の時間につ

いては現に保育されて

いる児童が１人である

場合、保育士が１名であ

ってもよい。通常開所時

間が 11 時間を超えない

場合は、時間外を含め、

「11 時間を超える時間

帯については、現に保育

されている児童が１人

である場合を除き（以下

略）」を適用することは

できない。ただし、「※

ただし、複数の乳児を保

育する時間帯を除き（以

下略）」が適用できる場

合は、保育されている児

童が１名の時に保育士

の複数配置がなかった

としても、それだけの理

由を以って配置基準違

反とはしないこととす

る。 

 

常勤換算のみで時間単

位では確認していない

市があるなど、各市で解

釈にばらつきがみられ

たため、独自で協議した

結果、施設が開所してい

る時間のうち、１１時間

を超えない範囲は、延長

保育時間であっても「11

時間を超えない範囲」と

して取り扱う。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

11 ①１日に保育する乳幼児の数

が５人以下の施設の場合、保育

従事者１人に対して乳幼児３

人以下という基準があるが、園

外活動の際も乳幼児３人以下

であれば保育従事者１人でよ

いものなのか。不審者対応等、

保育従事者１人では難しいと

思う。 

②６人以上の施設において、

「保育士又は看護師の資格を

有する者が１人以上配置され

ていることが望ましい」とある

が、有資格者が配置されない時

間帯がある場合の配置基準を

どのように判断すべきか。 

 

自治体の部署内で確認 ①基準違反ではないが、

特に園外活動時は保育

従事者２人以上で対応

するよう助言。 

②休憩時等、一時的な場

合は指導としない。一

方、固定で有資格者不在

の時間帯が発生する等、

繰り返される場合は指

導とする。 

①基準違反ではないが、

特に園外活動時は保育

従事者２人以上で対応

するよう助言。 

②休憩時等、一時的な場

合は指導としない。一

方、固定で有資格者不在

の時間帯が発生する等、

繰り返される場合は指

導とする。 

12 常勤職員の定義が、認可外指導

監督基準上示されていないた

め、短時間勤務の職員を充てる

場合の規定をどう解釈するべ

きか、判断に悩む。 

自治体の部署内で確認 上記の国通知の常勤職

員に該当しない、短時間

職員のみであっても、保

育を提供する時間に基

準上の配置人数を満た

している場合には、指導

は不要と判断した。 

国通知（保育所等におけ

る常勤保育士及び短時

間保育士の定義につい

て（通知））を参考に、常

勤職員の定義を整理し

た。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

13 問 34 の考え方について、必要

最小限の時間帯を判断するに

当たっては、「睡眠中は重大事

故が発生しやすい」とあり、「施

設の実態に応じて、個別に適切

に判断される必要がある」とあ

る。職員の休憩は睡眠中に交代

でとる施設が圧倒的に多いが、

どのように指導するか。なお、

施設は職員確保に苦慮してい

る。 

 

こども家庭庁に問合せ、

自治体の部署内で確認、

自治体内他部署と協議 

原則、保育従事者の複数

配置が必要であり、適正

な人員配置に努めるよ

う口頭指摘。 基準に記載のとおり判

断する。 

14 「主たる開所時間において、月

極契約乳幼児数に対して保育

に従事する者が不足している」

とは、開所時間中は全て月極契

約乳幼児数に応じた保育従事

者を配置するのか。０歳児が多

い園は、朝から多数の保育従事

者の配置が必要となるが、現実

的には難しい。 

 

自治体の部署内で確認 現在検討中であり、考え

方として上記を伝えた

上で、可能な限り配置し

てもらうようにしてい

る。 

－ 

15 学童の預かりを行っている施

設についても同基準を適用す

るのかについて。 

保育従事者が個人事業主とし

て保育に携わっている際の取

扱いについて。 

 

こども家庭庁に問合せ 学童の保育についても

基準通り求める。 

個人事業主が保育従事

者として従事している

ことが分かる書類を挙

証資料として求める。 

学童についても同基準

を適用すること。 

個人事業主は雇用関係

にないという捉えであ

ること。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

16 雇用している有資格者が１名

のみで、休憩や調理等で保育に

従事していない時間帯があっ

た場合、無資格者のみの保育に

なることは適正か。どの時間帯

でも有資格者の配置が必要と

なるのであれば２名以上の有

資格者の雇用が必要となると

思われるがどうか。 

 

自治体の部署内で確認 無資格者のみの保育と

なる時間帯があっても

指摘とはせず、助言に留

めた。 

記載は望ましい水準を

示したものであり、最低

基準ではないことから、

保育士又は看護師が０

名の時間帯があること

をもってただちに指導

監督基準違反となるも

のではない。 

17 有資格者の勤務形態について、

６時間以上勤務している場合

でも休憩を取得させないとい

った方法で、有資格者数の常時

配置を満たしている場合、認可

外保育施設指導監督基準を満

たしていても適切な運営がさ

れているかどうかで判断に迷

った。 

 

自治体の部署内で確認 休憩時間の順守は、認可

外保育施設指導監督基

準に規定されていない

ため指摘とはしないも

のの、施設には所轄の労

働基準監督署に問合せ

の上、適法な運用にすべ

く必要な措置をとるよ

う助言した。 

労働基準法上、使用者は

労働時間が６時間を超

える場合に休憩を与え

る必要があることを確

認した。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

18 １ お散歩で複数のグループ

に分かれる際に、必要となる保

育従事者等の人数は、グループ

ごとに計算された人数とする

のか、事業所として預かってい

る全体数で判断するのか。仮

に、後者の場合、極端な配置に

した際には、計算人数の３以上

を１人で見ることも可能とな

るがよいか。 また、仮に前者

の場合は、有資格者の人数もグ

ループごとに計算されるのか。 

２ 先の質問でグループごと

に配置を計算する場合、病児保

育事業的な認可外保育を行っ

ている事業者で、居室ごとに１

人の利用児を隔離保育してお

り、０歳３人に対して１名の保

育士を配置しセンターで観察

している場合、誰か１人の対応

をした際に他の２名について

壁等で視線がさえぎられてい

るなど発生するが、同一グルー

プにおける配置として許容さ

れるか。 

 

その他（－） １ グループごとでの

配置を求めている 

２ 検討中 

－ 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

19 保育に従事する者の概ね３分

の１以上が保育士又は看護師

（准看護師を含む）の資格を有

する者である必要があるが、保

育士が休憩や外出をしている

間など、無資格者のみで保育を

している時間帯があっても問

題ないか。 

こども家庭庁に問合せ ・通常開所時間中にお

いて、常時、保育に従事

する者の必要数の３分

の１以上、有資格者を配

置するよう努めること。 

・有資格者を直ちに配

置できる見込みがない

場合は、児童の保育環境

及び職員の労働環境の

改善の観点から、開所時

間の見直しや有資格者

がいない時間帯の児童

の受入れ中止等につい

て検討すること。 

・常時、現に保育に従事

する者の概ね 1/3 以上

が有資格者である必要

がある。 

・「概ね」の解釈につい

ても、有資格者０の状態

が一時的なものではな

く恒常的になっていな

いか（あくまで一時的で

あり複数日発生してい

ないかどうか）を確認

し、基準違反となってい

ないかどうかを各施設

の実態に応じて個別適

切に判断する必要があ

る。 

・体調不良は突発的事

象ではあるため恒常的

ではないが、毎日休憩時

間中に有資格者が「０」

の状態となる＝恒常的

になっている、との判断

になることが考えられ

る。 

 

20 保育従事者について、雇用契約

のないボランティアは認めら

れないのか。 

 

他自治体に問合せ 認められないものと判

断した。 認められない。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

21 １日に保育する乳幼児の数が

20 人以上の施設で、２名しか

保育従事者が配置されていな

い主たる開所時間帯において、

そのうちの１名が食事後 30 分

程度調理室に籠って食器の洗

浄等の片づけ等を行なってお

り、その間は保育室には保育従

事者が１名となっていた。この

場合には保育従事者が複数配

置されているとは言えないの

ではないか？（20 人以上施設

のため複数配置の例外規定適

用対象外） 

なお、施設側は、保育中に保育

室内の掃除等をしていたとし

ても保育の一環なのだから保

育従事者からは除外しないこ

とと同様に、調理室内での食事

の片付けも保育の一環として

認められるのではないかと主

張。しかし、保育室とは別の部

屋である調理室に籠って作業

をしていることから、施設の主

張する保育室内の掃除をする

場合とは別であると考える。 

 

その他（－） 上記結果を施設側へ伝

え、複数配置がされてい

なかったものとして指

摘事項とした。なお、そ

の後、当該施設は調理等

により職員が 1 人減る

時間帯は職員を増やし、

複数配置ではない時間

帯が発生しないよう人

員を配置している。 

厚労省の見解として、

「調理室に籠って作業

をしており、保育から完

全に離脱していると考

えられるので、調理室で

作業をしている人は保

育従事者として配置さ

れていないと考える。」

との回答であった。 

22 保育に係る資格はないが、教員

免許状は有しており、学齢期の

子どもの預かりを行っている

事例があった。 

その他（－） 立入調査（集団指導）を

実施するとともに、子育

て支援員研修の受講を

促し、修了証の発行まで

見届けた。 

 

子育て支援員研修の受

講を促した。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

23 都道府県知事等が行う保育に

従事する者に関する研修の詳

細について。 

どの研修が該当するのか迷い

ました。 

自治体の部署内で確認 上記に記載の内容を「都

道府県知事等が行う保

育に従事する者に関す

る研修」として扱いまし

た。 

標準様式 運営状況報

告（法第６条の３第 11

項の規定による業務を

目的とする施設用）⑫保

有する資格等内に研修

の記載がありました。 

 

24 雇用契約を締結しておらず、賃

金も支払っていないボランテ

ィアを保育従事者として扱っ

てよいか。 

 

こども家庭庁に問合せ 確認結果のとおり判断

した。 ボランティアは保育従

事者として扱わない。 

25 資格を持つ職員を常時配置し

なければならないのか。無資格

者のみで保育をしている時間

があってもよいのか。 

施設として 1/3 以上の職員が

資格をもっていればよいのか。 

自治体の部署内で確認、

他自治体に問合せ 

本市では、県と取扱いが

同じであり、県と足並み

をそろえる必要がある

との判断で県と同様の

取扱いとした。 

県では、本市と同様に無

資格者２名の時間帯が

あれば指摘としている

とのこと。 

他自治体では、施設全体

として 1/3 以上有資格

者がいるなら、時間とし

て無資格者のみの時間

があったとしても指摘

とはしていないという

区もあった。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

26 ■認可外保育施設の状況 

・事業所内保育施設（院内保育

所） 

・定員３名（１日に保育する乳

幼児の数が５人以下の施設） 

・保育内容 一時預かり（継続

して同じ乳幼児の預かりはし

ていない）及び病児保育 

※児童福祉法第 34条の 12（一

時預かり事業）、第 34 条の 18

（病児保育事業）の届出をして

いない（市から委託を受けな

い） 

平日のみ（預かりがない日は休

所） 

・保育従事者  保育士１人、

看護師多数（ローテーションに

よる必要最小限の人員配置） 

※看護師は、保育士が昼休憩・

休暇を取得した時、病児保育の

時に保育に従事 

・一時預かりの利用児童と病

児保育の利用児童は、別々の部

屋で過ごす。 

■質問事項 

①一時預かりと病児保育を同

時に行う時間帯において、看護

師１人のみで保育することは

適切でしょうか？ 

ア 適切である 

イ 適切でない 

 

②①で適切でない場合、どのよ

うな人員配置をすればよいで

しょうか？ 

－ 看護師１名で別々の保

育室にいる児童（一時預

かりと病児保育の児童）

を見守ることについて、

直ちに基準違反とはい

えないが、不測の事態が

起こった時の対応がで

きるよう追加の保育従

事者を配置することが

妥当と判断し、追加の保

育従事者を配置してい

ただきたい旨を施設に

指導した。 

（認可外室回答）基準上

は定員５人以下の事業

所内保育施設において、

看護師１名のみが配置

されていることについ

ては保育に従事する者

が１人で保育する乳幼

児の数である３名を超

えていないことから、指

摘とはなりませんが、一

方で「一時預かりの利用

児童と病児保育の利用

児童は、別々の部屋で過

ごす。」とあることから

こどもの見守りを行う

上で、 

「保育所保育指針２ 養

護に関する基本的事項 

（２）養護に関わるねら

い及び内容 ア生命の

保持（イ）内容 ③ 清潔

で安全な環境を整え、適

切な援助や応答的な関

わりを通して子どもの

生理的欲求を 満たして

いく。また、家庭と協力

しながら、子どもの発達

過程等に応じた適切な

生活のリズムがつくら

れていくようにする。」 

ことが必要です。（参考：

評価基準の第５ （１）

保育内容） 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

 ア 看護師１人（病児保育）＋

保育士又は看護師１人（一時預

かり） 

イ 看護師１人（病児保育）＋

都道府県知事等が行う保育に

従事する者に関する研修（都道

府県知事等がこれと同等以上

のものと認める市町村長その

他の機関が行う研修を含む。）

を修了した者（※）１人（一時

預かり）※子育て支援員研修

（地域保育コース）等 

ウ 看護師１人（病児保育）＋

事務員１人（無資格者かつイの

研修を修了していないもの）

（一時預かり） 

エ その他（内容をご教示くだ

さい） 

 

※ア～エとも、各保育従事者の

休憩時間にあたり、無資格者の

みの配置とならないよう配置

されるものとする。 

 

また、児童が睡眠してい

る時間において、どちら

か一方の保育室に職員

が在室していないこと

により乳幼児突然死症

候群に対する注意が払

われていない恐れがな

いか、ご確認が必要かと

存じます。 

（参考：評価基準の第７

「７乳幼児突然死症候

群に対する注意」） 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

27 「保育に従事する者」は、施設

での職務に従事する全ての職

員が該当するのか。 

例えば、英語教育を行う施設で

「英語教師」として常時勤務す

る者は「保育に従事する者」に

該当するのか。 

 

その他（－） 未判断 

未判断 

28 保育に従事する者が３名（内有

資格者は１名）、児童の預入は

複数名ある施設Ａがあり、ある

月の開所 30 日のうち 20 日は

職員配置２名のうち１名は有

資格者の配置をすることがで

きるが、そのほかの 10日間の

通常開所時間全てを含む終日、

無資格者２名のみの配置とな

っている施設があった。基準は

遵守できていない認識になる

か。 

 

こども家庭庁に問合せ 改善を求め、改善後に指

導監督基準を満たす旨

の証明書の交付を行っ

た。 

こども家庭庁からの回

答は「必要となる保育従

事者数の 1/3 以上いな

い日が毎月恒常的に発

生していると見受けら

れることから遵守でき

ていない認識になる」と

のことであった。 

29 保育従事者の体制として、児童

１名に対し無資格の職員２名

が配置されている時間帯があ

った場合、有資格者がいないと

いう指摘に当てはまるか。 

他自治体に問合せ 職員の勤務時間で全体

の保育者数を計算し判

断した。 

１日の中で、無資格の職

員２名のみの配置があ

っても、それだけをもっ

て有資格者がいないと

の指摘にはならない。 

有資格者がいないとい

う指摘は、職員の勤務時

間の計算を行い、全体の

必要数より不足してい

る場合や１名に満たな

い場合に指摘となる。 
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（２）「第５ 保育内容」 

ア 問 40 証明書交付要領内、別表評価基準 第５ １ｂ「乳幼児が安全で清潔な環境

の中で、遊び、運動、睡眠等がバランスよく組み合わされた健康的な生活リズムが保

たれるように、十分に配慮がなされた保育の計画を定め実行しているか。」の「（ａ）

カリキュラムが、乳幼児の日々の生活リズムに沿って設定されているか。」の記載に

ついて 

（ｱ）確認が必要になった事例の有無 

証明書交付要領内、別表評価基準 第５ １ｂ「乳幼児が安全で清潔な環境の中で、

遊び、運動、睡眠等がバランスよく組み合わされた健康的な生活リズムが保たれる

ように、十分に配慮がなされた保育の計画を定め実行しているか。」の「（ａ）カリ

キュラムが、乳幼児の日々の生活リズムに沿って設定されているか。」の記載に関連

して、確認が必要となった事例の有無についてたずねたところ、事例が「ある」と

回答した自治体は 12.5％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

（ｲ）確認方法 

（ｱ）で確認が必要となった事例がある場合の確認方法についてたずねたところ、

「自治体の部署内で確認」が最も多く 71.4％、次いで「その他」が 21.4％であった。

他方、「自治体内他部署と協議」「他自治体に問合せ」と回答した自治体はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

こども家庭庁に 

問合せ 

自治体の部署内で

確認 

自治体内他部署と

協議 

他自治体に 
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（ｳ）判断に迷った内容とその対応 

No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

１ 個人で一時預かりを実施して

いる場合、毎日、同じ乳幼児を

預かるわけではなく、２～３時

間の預かりだったりと、保育の

計画やカリキュラムを設定す

るのが難しい場合でも、指摘事

項になるかどうか。 

その他 

（当課において前例に

基づき判断） 

指摘事項にしなかった。 

個人で一時預かりを実

施している場合、保育の

計画やカリキュラムを

どの程度まで設定する

必要があるのか基準で

は不明。 

 

２ 証明書通知内別表評価基準第

５の１ｂの「デイリープログラ

ム等が作成されていない」とい

う項目があるが、ＦＡＱにおい

ては、「「全体的な計画」の作成

を促した上で、に「週（案）、

日（案）」のどちらかの作成と

することで問題ない。」となっ

ている。評価事項にデイリープ

ログラムと記載があるため、全

体計画＋週案又は日案の作成

を指導してよいのか。何らかの

デイリープログラムの作成が

あるか確認を行った。 

 

自治体の部署内で確認 何らかのデイリープロ

グラムの作成がなされ

ていれが基準を満たし

ていると判断した。 

全体的なデイリープロ

グラムの作成があった。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

３ 乳幼児一人ひとりにデイリー

プログラムを策定はしていな

いが、年齢ごとに保育内容等を

定めた保育計画はあり、それを

基に個々の日々の状況に応じ

て柔軟な保育をしているとい

う施設がある。この場合一人ひ

とりのデイリープログラムは

ないため、個々の生活リズムに

沿った保育が実施されている

と客観的には判断できないの

ではと迷った。 

 

自治体の部署内で確認 施設の清潔・安全状況や

保育士との面談、保育状

況の確認、保護者との連

絡長による情報共有な

どから、適切な保育を実

施していると総合的に

判断した。 

指導監督基準において

デイリープログラムの

策定は義務づけられて

いるものではないこと

から、同プログラムの策

定の有無のみで判断せ

ず、そのほかの保育計画

や実態等から総合的に

判断することで十分判

断できる。 

４ 居宅訪問事業の場合、どの程度

の保育計画を定めるか。 

自治体の部署内で確認 年齢に応じた保育計画

の作成を依頼した。 年齢に応じた保育計画

の作成を依頼した。 

 

５ 生活リズム、カリキュラムにつ

いて、具体的な目安がない。保

育計画が書面で確認できない。 

自治体の部署内で確認 書面で確認できない場

合は口頭指摘事項とし

て改善を求めた。 

「保育所保育指針」を基

準に保育計画を立てる

とあるため、計画、カリ

キュラム等は書面に落

とされていること、共有

できる状態にあること

を基準とした。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

６ ①デイリープログラム（タイム

テーブル）はあるが日案はな

く、その日に来る子どもの年齢

構成・人数でその日の保育内容

を調整されている場合。 

②何らかの保育計画はあるが、

保育所保育指針の３領域また

は５領域を踏襲した年案～日

案が全くない場合。 

③保育目標と概要的なタイム

テーブルのみの場合。 

④土日は学童期の子どもが中

心のため、日案等は作成してい

ないという場合、平日の未就学

児分のみでよいか。 

⑤０～２歳児の個人別指導計

画は作成していなくてよいか。 

 

その他（今回の照会にあ

たり改めて整理した

い。） 

－ 

①②③…企業主導型保

育施設でしたので、児童

青少年育成協会から指

導され既に改善済でし

た。 

④「室内で個人で好きな

おもちゃで活動」など少

しでもあればよいとし

ます。 

⑤ある方が望ましいが、

作成なしでよいとして

います。 

７ 日々保育する乳幼児が少数の

場合、具体的なカリキュラムや

保育の計画が定められていな

い施設があります。 

 

自治体の部署内で確認 聞き取りにより保育の

内容を確認し、具体的な

計画を定めるよう助言

を行いました。 

－ 

８ 施設側から保育計画を見せて

いただいても、明確な判断基準

もないため監査員では適正か

どうかに関し公平な判断が難

しいことから、現場で監査員が

判断に迷っている。明確な判断

基準もないため、監査員への指

示も判断に迷う。 

 

－ 保育計画の内容が空疎

でなく、現場で園の状況

なども加味し適正と判

断できる内容であれば、

監査員で適正と判断し

てもらっている。 

確認等は行えていない。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

９ 一時預かりのみの施設の保育

計画の作成の指導。ベビーホテ

ルなど保育の計画の作成がな

い（難しい）施設もある。また、

保育雑誌のコピーだけを整備

しているところもある。 

 

－ 少なくてもデイリープ

ログラムの作成は指導

している。 

右記のとおり 

10 全体的な計画、長期的計画、短

期的計画及びデイリープログ

ラムについて、どこまでの計画

を策定し、評価及び反省をして

いれば、よいのか。 

自治体の部署内で確認 証明書通知内別表評価

基準第５の１ｂにて「デ

イリープログラム等が

作成されていない」まで

しか記載がないため、何

かしらの計画を作成し、

評価及び反省していれ

ば指導なしとしている

が、全体的な計画、長期

的計画及び短期的計画

全てを策定した方がよ

い旨を助言している。 

 

全体的な計画、長期的計

画及び短期的計画の全

てがあるのが本来は正

しいが、認可外保育施設

に対し、そこまで求める

のか。 

11 「デイリープログラム等が作

成されていない場合」にＣ判定

（文書指摘）とされているが、

全体的な計画を作成していな

い場合も、Ｃ判定に含まれるの

か。 

こども家庭庁に問合せ 伝達助言とし、全体的な

計画を作成するよう伝

えた。 

全体計画のみが作成さ

れていないことをもっ

てＣ判定（文書指摘）と

はならない。ただし、当

該計画を作成する必要

があることは確かであ

ることから、作成を促す

こと。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

12 長期的な指導計画（月案）のみ

を作成していることについて

適正か。 

自治体の部署内で確認 認可外保育施設が短期

的な計画まで作成する

必要性を協議した結果、

指摘とはしないことと

した。 

本来、長期的な指導計画

とそれを基に更にこど

もの生活に即した週・日

等の短期的な指導計画

の２種類の計画を作成

することが必要である。 

 

13 森の幼稚園協会系の施設にお

いて、子どもの主体的な遊びや

学びを促す事をねらいとして

いるため、カリキュラムがない

と言われた事例がある。 

自治体の部署内で確認 施設なりのカリキュラ

ムをお示し頂けたため、

適と判断した。 

施設の理念やねらいに

理解はできるが、認可外

保育施設として届出を

出されるのであれば、基

準の遵守を依頼した。 

 

14 評価基準の記載が抽象的で、何

をもってカリキュラムとする

のかがわからない。 

自治体の部署内で確認 年間計画、月案、週案、

日案、デイリープログラ

ムのいずれも作成して

いない場合のみ、指摘す

ることとした。 

部署内において、年間計

画、月案、週案、日案、

デイリープログラムの

いずれか１つでも作成

して、これに沿って保育

していれば、指摘しない

こととしている。 

 

15 カリキュラムが作成されてい

なかった。 

その他（保育指針） デイリープログラムを

作成するよう指導する。 保育指針に児童の生活

リズムに沿ったカリキ

ュラムを策定すること

を掲げられている。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

16 保育の計画について、年間計

画・月案・週日案の全てが作成

されていない施設は、指導の対

象になるのか。また、施設によ

って保育計画の内容に差があ

ると思われるが、年間計画に実

施予定の行事のみを記入して

あるといった簡素な内容でも

よいものとするのか。 

自治体の部署内で確認 保育計画の種類につい

て、どれか１つでも作成

されていたら基準を満

たしているものとした。

また、保育計画の内容に

ついては、前年度より少

しでも改善されていた

場合、基準を満たしてい

るとして、次年度も引き

続き内容の改善を行う

ものとした。 

保育計画の種類につい

ては、必須なものが基準

等で定められていない

ことから、上記の全てを

作成する必要はないと

判断した。また、各施設

の実情を考慮すると、保

育計画の内容について

は一定の基準を設けた

場合、急に対応できない

施設がいくつかあると

予想されたため、段階的

に保育計画の内容につ

いて見直しを行うこと

とした。 
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イ 問 43「第５ 保育内容 （１）保育の内容」のうちその他の項目について 

（ｱ）確認が必要になった事例の有無 

「第５ 保育内容 （１）保育の内容」のうちその他の項目に関連して、確認が必

要となった事例の有無についてたずねたところ、事例が「ある」と回答した自治体

は 8.6％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

（ｲ）確認方法 

（ｱ）で確認が必要となった事例がある場合の確認方法についてたずねたところ、

「自治体の部署内で確認」が最も多く 50.0％、次いで「その他」が 25.0％であった。

他方、「こども家庭庁に問合せ」、「自治体内他部署と協議」、「他自治体に問合せ」と

回答した自治体は 8.3％と少なかった。 
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（ｳ）判断に迷った内容とその対応 

No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

１ 保育の計画を定めることとい

うのはどの程度のものを求め

ているのか。 

日常的なカリキュラムなの

か、週案、月案、年案、それと

もそれら全てが必要なのか分

からない。 

その他 

（確認できていない。） 

確認はできておらず定

義づけできていない。

ただし、認可保育施設

では全体の計画と個別

の指導計画の作成を求

めていることから、そ

れらができているのか

をベースに施設へ確認

している。 

 

確認はできておらず定

義づけできていない。 

２ ①内部研修のみで都道府県研

修に参加がない場合、②都道

府県研修への参加のみで内部

研修がない場合、③複数の施

設を運営する法人が主催する

研修への参加はあるが、その

施設単体での勉強会がない場

合、④外部への研修は受講し

ているが、「○○式教育」「和太

鼓教室」のみなど保育とはや

や遠い分野の研修のみに偏っ

ている場合。 

 

その他 

（今回の照会にあたり

改めて整理したい。） 

－ 

－ 

３ （ｄ）外気浴の機会について、

園の場所が車通りが多く外気

浴をしようとすると逆に危険

がある場合や、また短時間の

預かりをしている施設だと、

外気浴するまでの時間はな

く、施設の活動実態と合わな

い場合があり、施設に対しど

こまで求めるか判断に迷う。 

 

－ 園の状況に応じて判断

し、短時間の預かりで

なおかつ、外気浴する

ことが逆に危険な場所

では外気浴までは求め

られないと判断。該当

施設は外気浴の時間等

がなくても、適正な運

営ができていると判断

した。 

確認等は行えていな

い。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

４ 保育従事者保育姿勢「児童に身

体的苦痛を与えることや人格

を辱めること等がないよう、児

童の人権に十分配慮するこ

と。」について、こども家庭庁

ガイドラインで定める「不適切

保育（虐待等と疑われる事案）」

とみなす基準がないため、判断

に苦慮する。 

 

自治体の部署内で確認 明らかに不適切（身体的

な行為等）といえる事案

については文書による

改善指導を行っている

が、それ以外は現場での

口頭指導等となってい

る。 

明らかに不適切（身体的

な行為等）といえる事案

については文書による

改善指導を行っている

が、それ以外は現場での

口頭指導等となってい

る。 

５ 「保育の内容」全体的に、整備

すべき記録様式等について定

めがなく、また預かり形態もさ

まざまなため求め方が難しい。 

 

自治体の部署内で確認 預かり形態に応じて都

度課内協議を行い、整備

すべき記録について伝

えている。 

－ 

６ 事業所内に設置されている施

設について、周辺の車の出入り

が多く、会社の方針で屋外遊戯

を認めないと相談があり、指導

すべきか判断に迷った。また、

一時預かりのみを行う施設に

おける屋外遊戯について、施設

から利用時間が児童により異

なり、また短時間利用の児童が

多いため、実施が難しいと相談

があった。 

こども家庭庁に問合せ、

自治体の部署内で確認、

他自治体に問合せ 

前者のように一切屋外

遊戯を行わない場合は

基準を満たしていない

と判断することとした。

また、後者についてはデ

イリープログラムにて

どういった場合に屋外

遊戯を行うのかを聞き

取り、判断することとし

た。 

一時預かりのみを行う

施設であっても当該基

準は対象外とはならな

いが、例えば１日○時間

以上預かる場合は必ず

外に出る機会を設ける

といったルール等を施

設で定めて、該当する児

童には外遊びの機会を

確保する等の対応を確

認し自治体で判断を行

ってよい旨確認した。 

また、他都市においても

デイリープログラム等

でどのような場合に外

遊びを行うかを聞き取

り判断しているとのこ

とだった。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

７ 「安全で清潔な環境」につい

て、森の幼稚園系の施設につい

ては、トイレや手洗いの環境も

なく、判断に迷った。 

自治体内他部署と協議

（健康福祉部  保健所 

保健衛生課等） 

前提として、保護者が当

該施設の環境を望んで

いる事に鑑み、指導内容

への対応が確認できた

ため、適と判断した。 

トイレの区画を決める

とともに、定期的な点検

等を指導。手洗いについ

ては、ウォータータンク

を用意する等指導した。 

 

８ 夜間保育のみを行う施設に対

して、保育計画やカリキュラム

等、保育内容の確認をどこまで

求めるか迷うケースがあった。 

自治体の部署内で確認 デイリープログラムの

確認を行う。児童の各時

期の発達のめやすを職

員間で共有し、一人ひと

りに応じた保育を行う

よう指導や助言を行う。 

デイリープログラムの

確認を行う。児童の各時

期の発達のめやすを職

員間で共有し、一人ひと

りに応じた保育を行う

よう指導や助言を行う。 

 

９ 駅前に設置されたある施設に

おいては、利用者の９割が一時

利用の現状があり、一時利用で

あることにより送迎の時間が

不規則であることから、外気

浴・外遊びを確保できていな

い。利用者に応じた適切な確保

であり、基本的には仕方ないと

考えられる部分もあるが、１割

いる定期利用者は外気浴がま

ったくない状況で保育がなさ

れている。これについて、施設

全体としての利用実態として

外気浴の実施が抑制されるの

が許容されるのか。適切な外気

浴の確保の判断に悩む事例が

ある。 

 

その他（未確認） 施設全体としての利用

実態を考慮し、簡単なお

散歩程度の実施を助言

レベルで指導している。 

－ 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

10 （ｄ）外遊びなど、戸外で活動

できる環境が確保されている

か。の内容について一部の施設

では日中のカリキュラム等で

戸外遊びがない施設がある。 

自治体の部署内で確認 施設の利用が週１・２回

であり毎日ではないた

め、（ｄ）の判断基準に

入らないと判断した。 

預かり時間が短く、施設

の稼働も週に３日ほど

で施設に通う乳幼児も

週１・２回の利用であ

り、進学（受験）を主軸

とした施設である。 

 

11 ①認可外で病児保育を行って

いる施設や夜間保育のみの施

設については、戸外での活動が

想定されないが、戸外で活動で

きる環境を確保しておくこと

が必要か。 

②３歳未満児に対し、長時間の

学習プログラムが作成されて

いたり、午睡の提供がなかった

りするなど学習目的の施設に

ついて、乳幼児の日々の生活リ

ズムに沿うカリキュラムとい

えるか。 

 

自治体の部署内で確認 ①病児保育や夜間保育

の施設については、戸外

での活動が想定されな

いため、戸外で活動でき

る環境が確保されてい

なくても問題ない。 

②幼児教育センターの

保育士等に立入調査の

同席を依頼し、保育士の

観点から評価してもら

う。 

①病児保育や夜間保育

の施設については、戸外

での活動が想定されな

いため、戸外で活動でき

る環境が確保されてい

なくても問題ない。 

②幼児教育センターの

保育士等に立入調査の

同席を依頼し、保育士の

観点から評価してもら

う。 
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（３）「第７ 健康管理・安全確保」 

ア 問 46 証明書交付要領内、別表評価基準 第７ 健康管理・安全管理 ３ 乳幼児

の健康診断 「ｂ １年に２回の健康診断が実施されているか。（おおむね６月毎に

実施）※ 施設において直接実施できない場合は、保護者から健康診断書又は母子

健康手帳の写しの提出を受けること。」について 

（ｱ）確認が必要になった事例の有無 

証明書交付要領内、別表評価基準 第７ 健康管理・安全管理 ３ 乳幼児の健

康診断 「ｂ １年に２回の健康診断が実施されているか。（おおむね６月毎に実施）

※ 施設において直接実施できない場合は、保護者から健康診断書又は母子健康手帳

の写しの提出を受けること。」に関連して、確認が必要となった事例の有無について

たずねたところ、事例が「ある」と回答した自治体は 34.4％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

（ｲ）確認方法 

（ｱ）で確認が必要となった事例がある場合の確認方法についてたずねたところ、

「自治体の部署内で確認」が最も多く 42.0％、次いで「その他」が 26.0％であった。

他方、「自治体内他部署と協議」と回答した自治体は 6.0％と少なかった。 
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（ｳ）判断に迷った内容とその対応 

No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

１ 健康診断が実施できない場合、

保護者から母子健康手帳の写

しを提出してもらうようにと

指摘をしているが、施設から言

われるが、「保護者にお願いし

てもなかなか提出してもらえ

ない」とか「母子健康手帳だと

乳幼児検診以外の年齢の記載

がない」と言われる。小規模の

認可外保育施設では、費用の面

で施設での実施は難しいし、保

護者に健康診断を年２回実施

するように言うのも難しい場

合、どのように指導をするべき

か。 

 

その他（当課にて判断） 施設に対し、継続して指

導を続ける。 施設に対し、継続して指

導を続ける。 

２ 職員検診の対象者の範囲（社保

加入の有無）について 

 

－ 全職員に実施するよう

指導。 社保加入を問わない。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

３ ①保育所で実施する健康診断

の項目と保管する内容につい

て。 

②年間で実施すべき健康診断

の項目とそれぞれの必須回数

について。 

自治体の部署内で確認 ①学校保健安全法に規

定する項目を健康診断

で実施し、その内容につ

いて記録を保管するよ

う指導した。 

②左記のとおりとした。 

①学校保健安全法に規

定する健康診断に準じ

て実施する。 

②保育所・こども園と同

様、内科・歯科・尿検査

をそれぞれ年２回実施

することが望ましいが、

内科によるものを年１

回以上実施すること、か

つ施設において直接実

施できない場合は、保護

者からの健康診断書又

は母子健康手帳の写し

の提出を受けることが

できていれば、（文書）指

摘事項とならない。 

 

４ ①定期預かりの場合には健康

診断が必要であるが、どの程度

継続利用があれば定期となる

のか。施設が定期ではないと判

断し書類の確認ができなかっ

た。 

②健康診断を保護者負担で実

施しもらう際に、保護者の同意

が得られないケースがあり、健

診結果を確認できなかった。 

 

自治体の部署内で確認 ①毎月利用がある場合

は継続利用とみなし、健

康診断の実施を依頼し

た。 

②引き続き施設から保

護者へ健診を依頼して

もらえるよう指導した。 

①明確な基準がないた

め、施設によっては書類

が確認できなかった。 

②書類が確認できなか

った。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

５ 健康診断における具体的な実

施項目について。特に尿検査に

ついては施設側に実施を呼び

かけているが、乳児の場合採取

が困難等の理由から保護者が

採取せず実施していないこと

がある。そもそも年２回の健康

診断において尿検査が必須な

のか判断に苦慮している。 

自治体の部署内で確認 健康診断を２回実施し

ていても、尿検査を２回

実施していない場合は

指摘している。しかし、

そもそも健康診断を実

施していない場合に母

子手帳の写しの提出で

もよいという部分との

整合性がとれないと感

じている。 

 

現在は、尿検査も健康診

断で必要な項目の１つ

と捉え、年２回の実施を

依頼している。 

６ 年齢的に検診・予防接種等も頻

繁になく、年に２度手帳の記載

内容の確認をとっても１年前

と変化がない場合が多いため、

健康状態の確認が困難である

ことが多い。市内保育施設では

母子手帳の写しを提出させる

ことで健康診断の代用として

いる施設が多いが、健康診断の

代用といえるのか迷った。 

 

他自治体に問合せ 検診等を受診していな

い場合は、保護者に健康

診断を依頼するまたは、

施設内で健康診断を実

施するよう指示した。 

事例なしとのことであ

り、判断ができないとの

回答があった。 

７ 入所した児童が３歳児健診な

どを１年以上前に受けており、

健康診断の代わりにそれを施

設が受領したときに、入所前の

健康診断としてみなしてよい

かが分からない。また、保護者

が受けてくれない場合、市から

施設側へはどのように指導す

べきか。 

 

その他 

（確認できていない。） 

確認はできておらず定

義づけできていない。 

確認はできておらず定

義づけできていない。 

 

  



133 

No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

８ 入所時に実施する健康診断を、

１年に年２回の健康診断のう

ち１回としてカウントできる

かどうか。 

 

自治体の部署内で確認 カウントせず。入所時は

入所時、年２回は年２回

でそれぞれ行うことが

望ましいと伝えた。 

カウントしない。 

９ 歯科健診を実施内容として求

めるか否か。 

他自治体に問合せ 歯科健診は指導監督基

準に明記されていない

ため、実施していなくて

も指摘しない。 

歯科健診は指導監督基

準に明記されていない

ため、実施していなくて

も指摘しない。 

 

10 一時預かりのみの施設におい

て、母子手帳の写しを必ず保護

者から提出してもらう必要が

あるか否か。 

その他 

（立入調査担当者２名

で基準を確認） 

一時預かりのみの場合

であっても、母子手帳の

写しは基本的に提出し

てもらうように指導す

ることとした。 

基準上、一時預かりのみ

の場合に特段の取扱い

が記載されていないこ

とを確認した。 

 

11 １回は母子健康手帳の写しに

より確認ができたが、２回の実

施をしていなかった。 

自治体の部署内で確認、

他自治体に問合せ 

施設へその旨を指導。 

原則どおり、あと１回の

健康診断の実施が必要。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

12 ①子どもの健康診断を施設にお

いて直接実施できない場合、基

準では「保護者から健康診断書

または母子健康手帳の写しの提

出を受けるなどにより児童の健

康状態の確認を行うことが必要

であること」とあるが、設置事業

者の方針として、個人情報の取

扱いの観点から、健康診断書の

写しや母子手帳の写しを保護者

に求めていない場合があった。

児童の健康状況については、聞

き取りや独自のチェックリスト

への記載を求めており、情報の

把握は行っている。母子手帳の

写しを求めると、必要以上の個

人情報を集めてしまい、事業者

側も管理ができないといった懸

念があることから、そういった

方針をとっており、どこまでこ

ちらから事業者に求めることが

できるのか迷っている。 

②健康診断は、１年に２回実施

することになっているが、途中

入所の児童について、健康診断

は何回すればよいか。 

③歯科検診についても、入所時

及び１年に２回実施だが、企業

主導型の保育所は都道府県によ

り、また、他県の市ホームページ

では年１回と記載があり改めて

判断に迷った。 

④開所時間が夜の短時間の場合

も、保護者から健康診断書又は

母子健康手帳の写しの提出をう

けるべきか否か。 

自治体の部署内で確認、

その他（「認可外保育施設

への指導監督に対するＱ

＆Ａ集」を確認） 

②概ね６か月に１回は健

康診断が受診できている

ように、入所前の健康診

断の受診時期も考慮して

判断した。 

③基準を満たした。 

①事業者の方針がある以

上、強制はできない。ま

た、母子手帳等の写しま

ではとっていないが、独

自の方法で児童の健康状

態の確認は行っている。

基準でも「保護者から健

康診断書または母子健康

手帳の写しの提出を受け

るなどにより」とあり、必

ずしも母子手帳等の写し

を設置事業者が回収・保

管していなければならな

いわけではない。（また、

事業者が写しを保護者に

求めていたとしても、保

護者が拒否することによ

り、回収できない場合も

あると考えられる） 

②上記場合について、「評

価基準の記載を参考に、

概ね６か月に１回と考え

ていただきたい」 

「入所前に健康診断を受

診済であればその結果を

保護者から提出いただく

ことで入所時の健康診断

に代えることは可能で

す。（略）個別の児童が、

どのタイミングの健康診

断を受診すべきかについ

ては、直近の健康診断の

受診からの期間などを考

慮して判断」と記載があ

った。 

③入所時及び１年に２回

健康診断や母子手帳にて

確認実施済。 

④子どもの健康状態を施

設で把握し、安全な保育

を提供するためにも写し

の提出を求める。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

13 「母子手帳のコピーで代用可」

とあるが、母子手帳のコピーに

ついては時期によって半年後

も同じものである可能性があ

る。コピーを２回もらえばよい

のか。 

自治体の部署内で確認 母子手帳のコピーのみ

で健康診断２回分に相

当する内容が確認でき

ないときは指摘とす

る。 

原則、母子手帳のコピー

があっても年２回健康

診断を実施した結果を

確認する。母子手帳のコ

ピーで満たさない場合

は追加で健康診断を実

施するよう指導。 

 

14 施設により健康診断の項目に

ばらつきがある点をどこまで

認めるか、判断に迷うことがあ

る。 

 

自治体の部署内で確認 主要な項目が網羅され

ていれば可という運用

としている。 

主要な項目が網羅され

ていれば可という運用

としている。 

15 母子手帳の写しを求める方法

を取る場合、３歳以上児が中心

であるなど半年では内容に変

化がない場合も逐一写しを取

らなくてはならないのか？と

いう施設からの質問があった。 

その他 

（担当者間で協議） 

指導監督基準を説明。

変化はなくても、施設

での安全管理という観

点から、半年に一度程

度の間隔で、保護者に

対し「この間大きな怪

我や病気はしなかった

か、アレルギー判明な

ど新たな通院対象はな

いか」など健康面を確

認する機会にして欲し

いと指導。 

 

－ 

16 視力については実施ができる

が、聴力検査は学校保健安全法

に記載されているオージオメ

ーターでの実施は現実的に難

しく実施していない園も多く、

どのように判断するか迷った。 

他自治体に問合せ － 

耳鼻科検診結果や園が

保育の中での確認など

子どもの耳の聞こえの

状態を確認しているか

をヒアリング。指摘はし

ないが、項目に記載があ

ることを助言する。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

17 健康診断の項目について、学校

保健安全法施行規則に規定さ

れているが、どの項目ができて

いれば１回とすることができ

るのかが曖昧で、事業者に確認

しても低年齢児は特に実施が

難しい項目もあり、そこまです

る必要があるのかと疑問が呈

されたこともあった。 

 

自治体の部署内で確認 健康診断の項目・実施

回数は地域の実情（医

師の確保が難しい等）

や年齢により実施困難

な項目については、柔

軟に判断する。 

保育所、認定こども園に

おいても同様の疑問点

が発生し、こども家庭庁

へ問い合わせた結果と

同様の取扱いとするこ

ととした。 

18 指導監督基準により定期健康

診断は年２回とされているの

で、歯科健診も実施回数は年２

回と考えているが、企業主導型

保育施設に対する育成協会の

指導内容が１回と異なってい

るため、対象施設に対する指導

の負担が大きい。入所前の健康

診断についても、歯科について

も必要と説明するが施設側か

らの反発の声が多いので、説明

に苦慮することが多い。 

 

こども家庭庁に問合せ ２回が基本と考えるの

で、２回実施するよう

指導。入所前について

も歯科検診実施をする

よう指導。なお、施設側

にとっては、特に企業

主導型の場合は実施判

断に迷われるところで

あるので、児童育成協

会との指導基準の統一

化を図られたい。 

歯科についても年２回

実施、入所前の健康診断

でも歯科も必要である

との回答。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

19 学校保健安全法施行規則第 13

条にある検査項目には「七 ⻭

及び⼝腔の疾病及び異常の有

無」とありますが、歯科検診も

必須の検査項目に入りますか。

入るとすれば他の内科健診同

様に年２回の健診が必要にな

りますか。 

こども家庭庁に問合せ、

その他 

（企業主導型保育施設

に対する児童育成協会

の歯科検診指導状況） 

国への照会では「歯科

検診の記録がない場合

は口頭指摘にあたる。」

との回答でしたが、国

の助成を受けている企

業主導型保育事業にお

いて、令和６年度時点

の児童育成協会の監査

基準では「年１回以上

の歯科検診が必須」と

されていることから、

年２回以上の歯科検診

が必要とは判断しませ

んでした。 

 

企業主導型保育施設に

対する児童育成協会監

査では、「内科健診につ

いては年２回以上、歯科

検診については年１回

以上の実施が必須」とさ

れている。 

20 児童の年２回健康診断につい

て、国の評価調書に基づき「お

おむね半年毎」に実施すること

を求めているが、「おおむね半

年」をどの程度超えていたら指

導事項とするか。 

自治体の部署内で確認 明確に指導事項とする

期間の線引きが困難な

ため、一部健康診断未

実施の児童がいた場合

は、遅くとも次回健診

までに個別の健診実施

が確認できれば可とす

る。 

明確に指導事項とする

期間の線引きが困難な

ため、一部健康診断未実

施の児童がいた場合は、

遅くとも次回健診まで

に個別の健診実施が確

認できれば可とする。 

 

21 嘱託医がない施設において、保

護者からなかなか受診結果が

提出されないケースなど。 

－ 市の取扱いとして「お

おむね６か月」の指摘

となる期間の線引きを

９か月以内としている

が、それも超える場合

は、ケースごとに理由

を聞き判断している。 

 

右記のとおり。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

22 施設が保護者に健診結果を求

めているが、保護者の都合によ

り提出がなく健康診断結果の

確認ができない場合、どのよう

に判断すべきか。 

自治体の部署内で確認 施設側ができる限りの

対応（保護者に健診結

果の提出を催促等）を

行っているのであれ

ば、指導としない。 

施設側ができる限りの

対応（保護者に健診結果

の提出を催促等）を行っ

ているのであれば、指導

としない。 

 

23 施設側が何度提出を求めても

保護者が健康診断を受診しな

い、または保護者からの写しの

提出がない場合、指摘事項にさ

れても改善できないという訴

えがあった。 

 

自治体の部署内で確認 事情は十分理解するも

のの、確認できない以

上は指摘として通知し

ている。 

－ 

24 ベビーホテル等では、母子手帳

のコピーで対応しているが、健

診の間隔が空く期間をどのよ

うにしたらいいか判断が難し

い。 

１歳半健診から３歳児健診ま

で１年６か月期間が空くが、そ

の間、個別に健診を促した方が

いいのか。 

 

その他 

（これから検討した

い。） 

－ 

－ 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

25 健康診断について園で一律し

て○月と○月に２回実施とさ

れておらず、母子手帳と保護者

による健診結果の提出や、途中

入所の児童に対してはその入

所月から起算して年２回提出

を求めている施設等、さまざま

に解釈をしているものがあり、

おおむね６か月をどこまでお

おむねとして判断するか迷う

ことがある。 

 

自治体の部署内で確認 個人の入所日で管理さ

れ年２回保護者に依頼

している場合について

は、前年度の立入調査で

確認した健診の実施日

等も確認しつつ、年２回

実施されているか、記録

の提出があるかで判断

している。 

今年度以前の園の方針、

方法を尊重しながら、判

断に迷ったときには担

当部署内で確認するよ

うにする。 

26 未実施の場合は入所（利用開

始）後直ちに行うこととなって

いるが、許容される期間は入所

後いつまでか。 

 

自治体の部署内で確認 入所後１か月以内を適

とした。 基準条例上、入所前若し

くは入所後直ちに実施

することとなっている。 

 

27 保育園の１回目の健診の時期

と児童の入所日が近い場合、入

所前の健診結果をもって当該

児童の１回目の健診としてよ

いか。 

自治体の部署内で確認 上記の内容を保育園に

伝えた上で、指導事項に

はしないと判断した。 

基準上の明確な規定は

ないが、入所前健診の実

施時期と１回目の健診

結果が離れているので

あれば実施した方が望

ましい。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

28 健康診断を施設で実施できず、

保護者に受診を依頼したが、保

護者から健診結果の提出がさ

れず、全員分の診断結果が手元

にない施設への対応。 

その他 

（幼児教育・保育の無償

化に関する自治体向け

ＦＡＱで確認） 

ＦＡＱのとおり、保護者

から診断結果の提出を

受けられない施設につ

いては、どのように保護

者に依頼し、保護者が診

断書の提出ができない

理由まで記録するよう

指導している。 

提出がない場合、施設と

してどのように依頼し

ているのか、なぜ保護者

は受けないのか（理由を

確認しているか）等、施

設としての取組み状況

を見て総合的に勘案す

る。 

 

29 １ 母子手帳の写しを受ける

場合において、数か月前の定期

健診結果の写しを取得してい

る事例があった。例えば、６月・

12 月に検診を実施すると想定

し、６月に園にて定期検診を実

施した場合、12 月の検診で母

子手帳の検診日は前後どの程

度の期間までの内容が許容さ

れるのか。 

２ ４月に定期検診を行って

いる場合、入所時検診と兼ねる

ことが可能か。 

 

その他（未確認） 概ね６月ごとの実施を

求めていることから、そ

の主旨を考慮し、前回受

診から５～７月以内の

健診結果を求めている。

（年２回について園に

おいて実施時期が定め

られている場合、定めら

れている月の前後１月

以内）。なお、この場合、

例えば、園として６月

12 月と健診月を定めて

いる場合で、かつ、健診

を保護者負担としてい

る場合、５～７月、11～

１月生まれの子は、〇歳

児・〇歳半健診が当該機

関に被るため複写提出

が認められるが、それ以

外の誕生月の場合複写

が認められないことに

なり、保護者負担に差が

生じる可能性があるが、

これについては施設か

ら丁寧に説明し、定期検

診の時期を個別にする

など対応を施設ごとで

検討することとしてい

る。 

－ 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

30 「継続して保育している乳幼

児」の定義。普段は幼稚園・保

育園に通園しており、土日祝日

（毎週土日に登園する児もい

れば、月に１回程度の利用しか

ない児もいる）や夏休み等の長

期休みの時のみ利用する児の

場合、「継続して保育している

乳幼児」に当たるのかどうか。 

 

その他（当室内で協議） 月に数回の利用なら、

「継続して…」に当ては

まるとし、健康診断書や

母子健康手帳の写しを

求める。月に１回程度の

児なら、「継続して…」

とはみなさない。 

当室内で判断基準を決

めた。 

31 ①園児の健康診断の確認事項

の内容 

②一時帰国の園児の入園時健

診及び定期健診の確認方法 

自治体の部署内で確認、

他自治体に問合せ） 

①自治体内部で検討中

です。 

②利用期間が６か月未

満のため、園も徴取でき

ないと判断しており、こ

のケースについては健

診対象外として対応し

ました。 

①医師による診断が内

科、歯科、耳鼻科、眼科

まで行っているのかを

確認。しかし、内科によ

る健診は受診してもそ

の他の検診が行われて

いるかまで確認を行っ

ていないと回答する市

町村が多かった。 

②一時帰国の間の定期

利用であり、入園時健診

の徴取ができていなか

った。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

32 一時預かりのみの保育施設の健康

診断について、国ＱＡ70 にて健康診

断書若しくは母子健康手帳の写し

の提出対象者について「継続して保

育している児童」としているが、継

続している保育の利用頻度の判断

が難しかった。 

こども家庭庁に問合せ こども家庭庁への問合せの

結果を踏まえて、①～③の

内容を伝え施設に指導し

た。 

以下①～③のケースを挙げ

てこども家庭庁に確認をし

た。 

①入所してから６か月を超

えて継続利用がある場合 

週１～２回程度の利用で

あっても「継続して保育し

ている児童」として捉え、概

ね６カ月に１回健康診断書

又は母子健康手帳の写しが

必要である。 

⇒こども家庭庁：お見込

みのとおり。 

②入所してから６か月以下

で、継続利用がある場合 

６カ月以下の場合は週１

～２回程度の利用であって

も「継続して保育している

児童」として捉えず、健康診

断書又は母子健康手帳の写

しは不要。 

⇒こども家庭庁：お見込

みのとおり。 

③入所してから１～２か月

の利用があり、その後数か

月利用がない児童が再度利

用する場合。 

最初の利用から再度の利用

までが６か月を超えている

場合は、概ね６か月に１回

受診が必要なことから、健

康診断書又は母子健康手帳

の写しの提出が必要と考え

ます。最初の利用から再度

の利用までが６か月を超え

ていない場合は、入所時の

健康診断書又は母子健康手

帳の写しが有効と捉え、提

出は必要ないと考えます。 

⇒こども家庭庁：この場合

においても今後も利用する

ことが判明している場合は

健康診断書又は母子健康手

帳の写しが必要である。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

33 幼稚園系列の認可外保育施設

（３歳児未満対象）において、

健康診断の回数が幼稚園では

学校教育法により年１回なこ

とから、年１回の健康診断しか

実施していなかった。 

 

自治体の部署内で確認 当該施設には、健康診断

を年２回（追加の１回は

母子健康手帳の写し等

の確認でも可）行うこと

を伝えた。 

認可外保育施設として

は、入所前と年２回の健

康診断が必要である。 

34 指導監督基準上、児童の健康診

断は１年に２回実施すること

とされているが、うち１回を毎

月の身長、体重の計測にて足り

るかどうか。 

他自治体に問合せ 同様の対応をする予定。 

学校保健法関係法令に

基づく定期の健康診断

については、毎年１回で

よいこととされている

ことから、残り１回につ

いては施設側で身長、体

重等や栄養状態につき

健康診断を実施するこ

とで足りる。 

 

35 指導監督基準第７（３）に「直

接実施できない場合は、保護者

から健康診断書の提出を受け

る、母子健康手帳の写しを提出

させるなどにより、児童の健康

状態の確認を行うこと」とある

が、健康診断書又は母子健康手

帳以外で児童の健康状態の確

認が可能であれば代用できる

のか。 

 

他自治体に問合せ 保護者が記入した健康

記録票、施設が保護者か

ら聞き取った内容を記

入した健康記録票でも

可とする。 

健康診断書又は母子健

康手帳以外のもの（保護

者が記入した健康記録

票、施設が保護者から聞

き取った内容を記入し

た健康記録票）でも可と

していた自治体があっ

た。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

36 入所時において、健康診断の実

施日、健康診断書又は母子手帳

の健診実施日が入所日の前後

何日程度の範囲であれば、入所

時の健診として可とするかの

判断に迷った。 

その他 

（児童育成協会等の判

断に準じた。） 

入所日から見て概ね６

か月前の健診日～入所

後２か月までの健診日

であれば、入所時健診と

して可とし、指摘しない

こととした。 

児童育成協会の監査で

は、入所後２か月以内の

健診日であれば、入所時

健診として可としてい

るとの情報を得た。 

 

37 一時預かりを基本とした園で、

途中入園の継続利用園児の受

入れがあり、健康診断の時期な

どがあいまいだった。 

自治体内他部署と協議 継続利用の利用状態に

応じて健康診断を２回

行ってもらうよう園に

指導し実施していただ

いた。 

 

継続利用の場合は必要

回数健康診断が必要。 

38 母子健康手帳の写しを提出さ

せるに当たり、乳幼児健診など

の受診状況が、提出を求めた時

点で概ね何か月以内の受診で

可とするか。 

 

自治体内他部署と協議 概ね６か月以内の受診

状況で可とした。 概ね６か月以内の受診

状況で可とした。 

39 施設において直接健康診断を

実施できない場合、母子健康手

帳等の写しの提供を受けるこ

とも可とされているが、義務づ

けられている１歳半と３歳の

検診の記録しかない場合、どの

ように指導するべきか。 

その他（他市町村のＨＰ

を確認） 

法令上義務ではない検

診を保護者に受けても

らうことになるため、ど

の程度の強制力をもっ

て指導すべきか判断が

つかず実施できていな

い。 

他市町村は母子健康手

帳等の写しでも、おおむ

ね６月以内の乳幼児健

診の記録を確認してい

ることが多かったが、そ

れをどのようにして指

導しているかはわから

なかった。 

 

 

  



145 

No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

40 施設において健康診断実施日

に受診できない園児に対し、保

護者から健康診断書又は、母子

健康手帳の写しの提出を受け

ていなかった。 

自治体の部署内で確認 施設長へ聞き取りした

ところ、①前期(４月～

９月まで)在籍していた

園で健康診断を受けて

いた可能性がある事。②

前年度の健康診断は全

園児が健康診断を受診

していた事。以上の確認

が取れたことを施設長

へ確認し、指摘事項とは

しなかった。施設が提携

している医療機関に、後

日の健康診断の受診可

能か確認し、後日受診が

可能であれば、保護者に

おいて健康診断を受診

するよう助言した。 

 

施設長へ再度聞き取り

をし、判断することとし

た。 

41 おおむね６か月、の『おおむね』

の範囲。 

自治体の部署内で確認、

その他 

（係内で都度協議） 

－ 

過去数年の実績も踏ま

え判断している。一概に

決定できない。 

 

42 アフタースクール（午前中は他

の幼稚園・小学校などを利用し

て午後のみの利用）について年

に２回の健康診断についても

必要なのかとの判断に迷った。 

自治体の部署内で確認 幼稚園からのアフター

スクール利用者に関し

ては幼稚園での年２回

の健康診断結果の提出

を求めるように指導、小

学生については私立小

学校など年１回の健康

診断の場合があり、小学

校以上のアフタースク

ール利用者については

求めないとした。 

アフタースクールのお

子さんは、施設を塾とし

て別室で「英語」「ＩＴ」

等の塾的な習い事に参

加しているため、待ち時

間等の間に保育施設を

活用している実態。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

43 施設では定期的な健康診断を

実施しておらず、保護者からの

書類や母子手帳の提出を求め

ていたが、年度中１度も保護者

から健康診断の書類等が提出

されなかった場合、施設に健康

診断を実施するよう指導がで

きるか。また、そのような施設

に対してはどのような指導が

行えるか。 

他自治体に問合せ 該当施設に対し、保護者

に健康診断の受診又は

必要書類の提出を促す

よう指導した。 

基準上、健康診断の書類

や母子手帳の提出によ

って代えることができ

るため、施設で健康診断

を実施するように指導

することはできない。そ

のため指摘する場合は、

健康診断の受診を保護

者に促すよう指導する

形となる。 
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Ⅱ 「認可外保育施設指導監督基準」 

イ 問 49「第７ 健康管理・安全確保 （１）児童の健康診断」のうち、その他の項目

について 

（ｱ）確認が必要になった事例の有無 

「第７ 健康管理・安全確保 （１）児童の健康診断」のうち、その他の項目に

関連して、確認が必要となった事例の有無についてたずねたところ、事例が「ある」

と回答した自治体は 21.1％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

（ｲ）確認方法 

（ｱ）で確認が必要となった事例がある場合の確認方法についてたずねたところ、

「自治体の部署内で確認」が最も多く 56.7％、次いで「他自治体に問合せ」、「その

他」が 16.7％であった。他方、「自治体内他部署と協議」と回答した自治体はなかっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

こども家庭庁に 

問合せ 

自治体の部署内で

確認 

自治体内他部署と

協議 

他自治体に 

問合せ 
その他 
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（ｳ）判断に迷った内容とその対応 

No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

１ 第７（４）イ 調理に携わる職

員には、おおむね月１回検便を

実施すること。 イについて、

法第６条の３第 11項に規定す

る業務を目的とする施設につ

いては、～必要に応じて本基準

を適用すること。と記載があり

ますが、明確な判断基準が記載

がないので、都度利用の場合等

も実施する必要があるのか判

断に迷いました。 

 

その他 

（他自治体の基準をイ

ンターネットで検索） 

都度利用の場合は検便

免除にするか検討中。 

明記されている自治体

はほとんどなかった。 

２ 嘱託医を設置していない場合、

健康診断の費用については施

設が負担するのか、保護者が負

担するのか。 

他自治体に問合せ 他自治体と同様に保護

者負担と判断した。 費用については保護者

負担としている。また、

嘱託医を設置している

施設はない。 

 

３ 「ｇ 事故発生時に適切な救命

処置が可能となるよう、実技講

習を定期的に受講している

か。」の項目に対し、社内で養

成したインストラクターにお

ける講習の受講により当該項

目を満たしているかどうかに

ついて判断しかねた。 

他自治体に問合せ 当町では、消防等におけ

る研修を想定していた

が、研修の実施内容が確

認でき、当該項目を満た

している場合において

は、独自の社内インスト

ラクターによる研修の

場合でも当該項目を満

たしていると判断した。 

 

同法人内の研修を認め

ているとのことだった。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

４ 施設の周囲の一部は、低木樹の

植栽により、柵や壁の代わりの

囲障としている。 

それなりに囲いとしての機能

は果たしているが、園児がくぐ

ろうとすれば園外に出てしま

うことも想定される。 

そういった安全確保に関する

設備は、どこまで認められ、ど

こからが不適格となる線引き

はあるのか？ 

 

自治体の部署内で確認 少人数の保育施設なの

で、園児の行動には常に

注意し、特に隙間が大き

いカ所については対応

するよう指導。 

少人数の保育施設なの

で、園児の行動には常に

注意し、特に隙間が大き

いカ所については対応

するよう指導。 

５ 健康診断の検査項目。 自治体の部署内で確認 嘱託医や、所在市町村に

相談するように相談者

へ伝えることとした。 

個別具体的な検査項目

については「児童の発育

や健康状態を的確に把

握すること」を主軸に実

施すること。 

 

６ 認可外保育施設指導監督基準

第７（４）職員の健康診断につ

いて、「職員の健康診断の実施

は、労働安全衛生法 （昭和 47 

年法律第 57 号）に基づく労

働安全衛生規則 （昭和 （原

文ママ） 

自治体の部署内で確認 確認結果や厚生労働省

が策定した「個人事業主

等の健康管理に関する

ガイドライン」から、指

導事項とはせず、実施を

促すよう事業主に呼び

かけた。 

居宅訪問型（個人）の施

設で従業員を雇ってい

ない場合は、個人事業主

として扱うことになる

と思われるが、個人事業

主は労働安全衛生法の

対象外である。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

７ 継続して保育している児童の

健康診断を１年に２回実施す

ることについて、直接実施でき

ない場合には、保護者から母子

健康手帳の写しを提出させる

ことにより、児童の健康状態の

確認となる。とされているが、

母子健康手帳では、半年間隔で

の健康状態はわからず、１年に

１回程度の確認となってしま

う。 

 

その他（Ｑ＆Ａ参照） Ｑ＆Ａに従い、母子手帳

の写しをもって年２回

の健康診断の代わりと

する。 

直接健康診断が実施で

きない場合は、学校保健

安全法で定められてい

る検査項目と母子手帳

の項目に差異があった

としても、母子手帳の写

しをもって健康診断が

済んでいると判断して

もよい。 

８ 児童の視力、聴力検査が未実地

の場合、公立保育所は、全国的

に実地できていない現状を鑑

み、指摘していないため、判断

に迷う。 

 

その他 

（公立保育所のチェッ

クリストを参照） 

今回は、指摘していな

い。 

公立保育所の指導に準

じた。 

９ 認可園においても学校保健安

全法に準拠して実施するよう

に求める中で、０歳～２歳児に

対する尿検査・聴力検査・視力

検査の検査が困難であること

や年２回全ての項目について

実施する必要性の根拠等、現場

への説明に苦慮しているとこ

ろ。 

 

－ － 

－ 

10 健康診断の検査項目について、

学校保健法に規定する項目全

ての実施が必要か。 

他自治体に問合せ 実施方法等、対応につい

ては検討中。 「学校保健法に規定す

る健康診断に準じて」と

なっているため、原則全

て実施。検査方法につい

ては、年齢に応じてでき

る内容でよい。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

11 児童の尿検査をはじめとした、

実施困難な検査項目の取扱い

（視力・聴力・結核等）。 

自治体の部署内で確認 施設の可能な範囲で実

施するよう声掛け。 国の基準で明記がない

以上、学校保健安全法に

定められた項目を実施

してもらう。 

 

12 ４月入園児について、入園前の

健康診断が３月の実施結果で

ある場合、定期健康診断はおお

むね６か月毎の実施でよいこ

とを踏まえれば、入園年度にお

ける定期健康診断は入園後２

回行う必要があるのか迷う。 

 

－ 入園後もおおむね６か

月毎の健診となるよう

実施するように指導し

ているが園側で徹底が

難しい状況。 

確認等は行えていない。 

13 他の保育園に通園している児

童（土日不定期の預かり）の健

康診断書の提出を求めるか否

か。 

こども家庭庁に問合せ 安全性を考慮し、児童の

発達や健康状態を把握

するため、健康診断書の

写しの提出を求める。 

各施設の状況を鑑みて

在籍児童に対し、概ね実

施されていれば「適」と

自治体が個別判断する

ことも可能。一度きりの

預かりは不要であるが、

継続して保育する場合

は必要。 

 

14 職員の健康診断について、労働

安全衛生法等の関係法令に照

らし、適切に健康診断が実施さ

れているか診断項目を含め確

認を行っているが、ベビーシッ

ターの場合は、多くが健康診断

受診必須となっていない個人

事業主であり、どの程度の健康

診断内容で基準適否を判断す

ればよいか。 

 

自治体の部署内で確認 ― 

健康診断の受診が確認

できれば可とする。ただ

し、身長・体重測定のみ

等、健康診断項目が少な

すぎる場合は部署内で

適宜調整し、判断するこ

ととしている。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

15 入所時の健康診断について、入

所前後のどの期間までが該当

となるか。 

自治体の部署内で確認 内部で統一の取扱いを

決めて判断している（利

用開始後２か月以内。利

用開始前は認可施設の

取扱いとの兼ね合いか

ら３か月以内としてい

たが、ＱＡを踏まえて６

か月以内と変更予定）。 

 

右記のとおり。 

16 事業所内保育施設等で他に在

籍があるが、夏休みや休日に一

時預かりで利用している児童

についても「継続して保育して

いる乳幼児」と考え、健康診断

の実施が必要かどうかについ

て判断に迷った。 

こども家庭庁に問合せ 一時預かりの児童につ

いては、状況を確認の上

必ずしも健康診断の実

施がなくてもよいと判

断した。 

一時預かりで他の在籍

施設で健康診断を行っ

ている児童などについ

て、必ずしも健康診断の

実施を行わなくてもよ

いとの回答を得た。 

 

17 ホテル内に在り利用がある時

にだけ系列保育園から保育士

が派遣されてくる事業所で、事

故発生時に適切な救命処置が

可能となるような訓練が実施

されていなかった。 

自治体の部署内で確認 系列園で救命訓練が実

施されていることと昨

年度１名の利用、今年度

は利用ゼロという状況

を踏まえ、利用がある時

は、保育開始前に緊急時

の対応を確認すること

とする。と、その旨を安

全計画にも記載し、日誌

等に記録することを伝

えた。 

 

系列園で救命訓練が実

施されていることと昨

年度１名の利用、今年度

は利用ゼロという状況

を踏まえ、利用がある時

は、保育開始前に緊急時

の対応を確認すること

とする。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

18 健康診断の対象となる「継続し

て保育している児童」の、継続

して利用しているの定義がわ

からない。 

一時預かりの保育施設で、定期

的に利用している（例えば、週

に数回、月に数回利用）児童も

健康診断を実施するのか。 

こども家庭庁に問合せ 一時預かりの児童の利

用状況を確認し、定期的

に利用している児童に

ついては、健康診断実施

の確認を実施。 

「継続して保育してい

る」について利用日が少

ないからその児童の健

康状態を把握しなくて

よいということはなく、

定期的に利用している

児童であればその回数

はどうであれ受診が必

要。 

 

19 提携医療機関を設けてない認

可外保育施設は、児童の定期の

健康診断を直接実施できない

ため、保護者から健康診断書や

母子手帳の写しを提出しても

らう必要がある。これが実施さ

れていない場合は指摘事項と

なるが、その後の改善報告とし

て、施設が提出を促しても保護

者がそれに応じない場合はど

う評価すべきか判断に迷った。 

 

自治体の部署内で確認 認可保育施設が、保護者

への催促をもって健康

診断書の不備を指摘と

しないことを踏まえ、認

可外保育施設において

も、保護者へ健康診断書

の催促をしていれば改

善措置がなされたこと

と判断した。 

当市の認可保育施設の

監査においては、健康診

断の日に児童が休んで

しまった場合、後日保護

者に健康診断書の提出

を促していることを踏

まえ、指摘事項には該当

しないと判断していた。 

20 １ 学校保健安全法に準じた

場合、特に０・１歳児の検診

においては受診が難しい項

目がある、尿検査、視力、聴

力検査等について、実施方法

を含めてどこまで準ずるべ

きか。 

２ 原則別規定であり別に実

施することが望ましいもの

と助言を行う。 

 

その他（未確認） 尿検査の実施、聴力、視

力検査の実施方法につ

いて、参考とし必ずしも

準拠を求めていない。 

－ 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

21 歯科検診の実施の必要性。 自治体の部署内で確認 児童の健康管理の一環

として、歯科検診を含む

総合的な健康診断を実

施することは望ましい。 

児童の健康管理の一環

として、歯科検診を含む

総合的な健康診断を実

施することは望ましい。 

 

22 プール活動を行う際に、指導者

と監視人を分けて実施するこ

とになっているが、隣り合わせ

でプールを２面設置する場合

は、監視の人数を増やす必要が

あるか。また、増やす必要があ

る場合は、その大きさに左右さ

れるか。 

自治体の部署内で確認、

他自治体に問合せ 

プールを２面で設置す

る場合は、１人の監視人

が兼務することのない

よう、監視役を追加す

る。 

認可外保育施設の指導

基準の「監視体制の空白

が生じないよう」を満た

せるように、児童の年齢

やプールの大きさを踏

まえて十分に考慮する。

注意喚起をした上で、最

終判断は施設に委ねる。 

 

23 入所時の健康診断の実施時期

について明記されていないた

め、判断に迷った。 

自治体の部署内で確認 入所時の健康診断は、入

所３か月前～入所１か

月後の間の健康診断を

有効とし、それ以外は指

導対象とした。 

入所時の健康診断は、入

所３か月前～入所１か

月後の間の健康診断を

有効とし、それ以外は指

導対象とした。 

 

24 安全計画について、居宅訪問型

保育事業者に対して、どこまで

の作成や実施を求めるのか。 

自治体の部署内で確認 検討中。 

作成が義務づけられた

ことを伝え、安全管理に

ついての実施状況の聞

き取りを行っている。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

25 乳幼児の健康診断項目に口腔

があるため、歯が生えていない

０歳児に、歯科健診を行う必要

性があるのか？ 

自治体の部署内で確認 学校保健安全法施行規

則第６条に規定されて

いる健康診断の検査項

目に「歯及び口腔の疾病

及び異常の有無」があ

り、歯科健診の省略でき

る根拠法令等がないた

め、歯が生えていない児

童であっても歯科健診

は実施する必要性があ

ると判断した。 

学校保健安全法施行規

則第６条に規定されて

いる健康診断の検査項

目に「歯及び口腔の疾病

及び異常の有無」があ

り、歯科健診の省略でき

る根拠法令等がないた

め、歯が生えていない児

童であっても歯科健診

は実施する必要性があ

る。 

 

26 どの程度、施設を利用する児童

に対して、健診の実施を求める

かに迷った。 

自治体の部署内で確認 主たる保育所として、継

続利用している乳幼児

で保育時間が概ね半分

以上（８時間×３日以

上）の者で半年に１回、

健診をしてない場合の

み指摘することとした。 

継続利用している乳幼

児で保育時間が概ね半

分以上（８時間×３日以

上）の者のみ健診実施を

求めて確認をすること

し、それ未満の者（一時

保育の者等）には健診を

求めないこととした。 

 

27 健康診断について学校保健安

全法に準じて実施とあるが、学

校保健安全法施行規則に定め

る検査項目について、どこまで

実施させるか判断に迷った。

（例：尿検査） 

 

その他 

（他市の資料を参考に

した） 

検査項目について、母子

手帳の乳幼児健診の検

査項目に準じた項目で

可とした。 検査項目について、母子

手帳の乳幼児健診の検

査項目に準じた項目で

可とした。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

28 年２回の健康診断及び毎月の

発達チェックについて、アフタ

ースクールなど他の幼稚園な

どで午前中過ごし午後からの

施設利用をする場合でも健康

診断及び発達チェックが必要

かとの判断に迷った。 

自治体の部署内で確認 日中に過ごしている施

設では必ず行っている

内容ではあるので、それ

に沿って対応をお願い

するようにした。 

ただし学童保育につい

ては健康診断等を必ず

行っているとは言えな

いため、未就学児のみと

した。 

日中に過ごしている保

育園・幼稚園などで年２

回及び毎月の発達チェ

ックを行っているため、

日中の施設からの健康

診断結果及び発達チェ

ックについて提出をお

願いするように指導し

た。 

 

29 ①感染症の対応について、保護

者に協力を求めているが、再登

園時にかかりつけ医とのやり

取りを記録した書面が提出さ

れない場合の判断。 

②救命訓練が可能となるよう

な訓練の実施について、消防署

等によるものではなく、法人が

雇用している看護師による園

内研修を実施していた場合の

判断。 

自治体の部署内で確認、

他自治体に問合せ 

①基準上は適切と判断

し、保護者に提出しても

らうよう助言とした。 

②研修報告書を提出し

てもらい、消防署のカリ

キュラムに沿ったもの

であることを確認し、適

切と判断した。 

①保護者に協力を求め

ていないとは言えない

ため、基準上は適切と判

断した。 

②消防署等による講習

であることが必須とは

言えないため、園内研修

が消防署のカリキュラ

ムに沿ったものかを確

認した上で判断するこ

ととした。 
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No. 判断に迷った内容 
確認方法 確認結果を踏まえた 

判断 確認結果 

30 指導監督基準の中にある入所

児の健康診断の「４か月以内」

について、入所前４か月のこと

か、又は入所後の４か月も含ま

れるか。 

また、「全く実施されていない」

と「未受診者がいる」という評

価事項はそれぞれどのような

事例で当てはまるか。 

他自治体に問合せ 入所後は４か月ではな

く、直ちに健康診断を受

けていただくように施

設に指導した。 

「４か月以内」とは、入

所前の４か月を指して

おり、入所後は「直ちに」

健康診断を受けていた

だく必要がある。 

また評価について、「全

く実施されていない」は

在籍する児童全員が受

診していない場合に、

「未受診者がいる」は在

籍児童のうちの数名が

受診していない場合に

当てはまる。 

 

 

  



158 

Ⅲ 「立入調査実施率の向上について」 

（１）立入調査実施率が向上すると思う支援策 

立入調査実施率が向上すると思う支援策についてたずねたところ、「実態の把握がしやすく

なるような施設設置の届出の基準や仕組み上の工夫」が最も多く 30.5％、次いで「活動し

ていない・転居している事業者についての取扱を整理する」が 28.9％であった。 

 

 

 

 

 

 

巡回支援指導員導

入に対する補助額

の向上 

立入調査に職員が

同行することで 

一定の要件を満た

した民間への委託

を可能とする 

活動していない・

転居している 

事業者についての

取扱を整理する 

実態の把握がしや

すくなるような施

設設置の届出の 

基準や仕組み上の

工夫 

その他 

 

 

「その他」の記載内容 

○ 企業主導型については自治体の立入調査の対象外とし、自治体はそれ以外の施設の

立入調査に注力する（企業主導型は児童育成協会の監査を受けており、施設側の負

担も軽減する） 

○ 国や県による指導監査に関する市町村職員研修の実施 

○ 実施率の自治体間比較公表 

○ 調査、定期報告へ協力がない施設は強制的に事業停止扱いとする。 

○ 立入調査・監査等のための職員の知識を向上させるための研修の実施。 

○ 立入調査をしてくれる事業者若しくは職員を、国又は県から派遣。 

○ 支援員の派遣 

○ 指導監査基準の判断等についての研修を実施してほしい。 

○ 全ての立入調査にかかわる業務の民間委託を可能とする 

○ 介護保険の運営指導マニュアルのように、確認項目及び確認文書に限った調査とす

ること。 

○ 前年度からの変更点等を考慮し、作成されている、立入調査の手順に関するマニュ

アルの整備。 

○ 企業主導型保育事業の立入調査の取扱いについて、所轄庁により立入調査を実施し

なくとも（現地確認のみの簡便なものにする等を含む）児童育成協会の指導の実施

結果を以って実施したとすることのできる仕組みの整備 

○ 評価基準の判断に関する具体例の提示、立入調査員への研修の実施。 

15.8% 15.8%

28.9% 30.5%
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○ 立入調査に関する研修の実施により基準の解釈の標準化をはかっていただきたいで

す 

○ 現在のところ立入調査実施率 100％につき支援不要 

○ 介護施設の認定補助員のような、立入調査員導入に対する補助額の検討 

○ 各都道府県担当者に対する国による研修会の開催等（「社会福祉法人等指導監査担当

者研修会」をイメージ） 

○ 確認項目について、優先順位付けしたり、特定の項目に絞って確認するといったメ

リハリのある立入調査へ見直すこと。 

○ 活動していない又は所在不明の居宅訪問型事業者については、職権で簡易に廃止で

きるようにする 

○ 企業主導型については市町村の定期監査をなくし児童育成協会の監査に一本化する。 

○ 企業主導型保育事業施設への届出自治体による立入調査の必要性を検討 

○ 権限移譲を受けている自治体の立場として、指導監督のノウハウを適切に継承し、

移譲元と統一の取扱いをする観点から、指導監査方法・内容について定期的に移譲

元が移譲先自治体向けに研修を行うなど、支援を行うことで移譲先自治体の指導監

査体制が整い、指導監査へのハードルが下がると考えます。 

○ 現時点では、届出対象施設においては年１回立入調査を実施しているが、今後認可

外保育施設が増加した場合は、児童育成協会にて立入調査を実施している企業主導

型認可外保育施設については、監査項目が重複している項目があるため、児童育成

協会で既に確認している監査項目について、省略することによって、立入調査時間

の短縮が図られ、立入調査実施率が向上すると考える。 

○ 指導監督を行う自治体職員や事業者向けの研修会の開催 

○ 指導監督基準の明確化（最終的に自治体の判断となる項目が多く、監査に時間がか

かるため）結果として１施設の立入調査に時間がかかる） 

○ 指導監督基準の明確化による調査の効率化：基準は自治体の状況に応じた判断がで

きるよう広義的になっている部分があるかと思いますが、指摘事項該当の判断は施

設によって個々の状況があり時間を要します。そのため、基準の解釈や、記録や聞

き取り等の何をもって確認をするかなど明確化いただくと効率的に指摘事項を判断

し、実施率向上に繋がると考えます。また国からのＱ＆Ａ集や過去の事例を参考に

していますが、他自治体との判断に差がないよう国の示す指導監督基準に落とし込

んでいただきたいです。 

○ 児童育成協会が実施する企業主導型保育事業立入調査と調査内容が重複しているの

で運営の工夫を行う 

○ 実施には人員確保が必要。例えば「施設数に対し、○人の職員配置が必要」といっ

た内容を明文化し、職員数を確保する 

○ 巡回支援指導を行った施設を立入調査として計上可能とする 
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○ 小規模自治体の本市においては、人員不足のため、認可外保育施設への指導監査を

定期的に実施できない現状にある。県単位での実施を検討していただきたい。 

○ 地方なので、広域で指導員を１名雇うような雇用の補助制度がよいのではないか。 

○ 特になし。 

○ 認可外保育施設は届出のため、基準を満たさない施設への対応に苦慮しており、行

政側の負担が大きいため、対応策を検討いただきたい。 

○ 判断に迷う際に相談・確認が可能な窓口等の工夫 

○ 立入調査に従事する会計年度任用職員採用の補助金 
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第４章 調査結果のまとめ 

第３章「指導監督事務の参考となる事例集等作成のための実態調査」の実施により

認可外保育施設への指導監督の実施状況と、指導監督業務で判断に迷いやすい事項とそ

の対応方法について、現状と課題が明らかになってきた。 

 

Ｉ 「認可外保育施設の指導監督の指針」に関して 

（１）確認が必要となった事例があるという回答が多い項目について 

○ 「第１総則 ２ この指針の対象となる施設」の「（留意事項８）届出対象施設」に

関して判断に迷う事例があったという割合が 26.6％と多く、対象範囲の判断や、判

断をするにあたっての情報の取得や整理のしかたについて迷ったという回答内容が

見受けられた（P.41）。また、「（留意事項２）教育を目的とする施設の取扱い」も

15.6％と多く、“１日４時間以上、週５日、年間 39 週以上施設で親と離れることを

常態としている場合”の解釈に迷ったという意見が多く見られた（P.14）。さらに、

「（留意事項３）法第６条の３第 11項に記載する業務を目的とする取扱い」も 13.3％

が確認の必要な事例があったと回答しており（P.27）、子どもの居宅以外の場所で保

育を行うことに関する問い合わせへの対応や、マッチングサイトやアプリを使用し

たサービス、個人でのサービスと事業者団体の所属員としてのサービスの切り分け

など、当該自治体において前例のないものをはじめとした多様な事例への対応や判

断に迷ったことが調査結果から見受けられた。 

○ また、「第２ 通常の指導監督 ３ 立入調査 （１）立入調査の対象」に関し、認

可外の居宅訪問型保育事業について廃止届が出ていないにも関わらず所在がわから

なくなってしまい立入調査実施や運営状況報告の提出を求められない事例について

は、43.8％が“ある”と回答し、調査項目の中で最も高い割合であった（P.67）。電

話やメール等の様々な手段を使い連絡を試みても状況がわからない事例が多くみら

れており、この事例への対応が自治体職員への負担となっていることがわかる。場

合によっては自治体の業務に支障が生じる可能性も考えられる。なお、運営実態が

ない認可外保育施設について、廃止の届出（児童福祉法 第 59 条の２第２項）が行

われず、設置者と連絡が取れない場合の対応を明確化し、令和６年度中に地方公共

団体に通知することが決定されたことを踏まえ、その取扱いについて「「令和６年の

地方からの提案等に関する対応方針」を踏まえた対応について」（こ成保第 140号こ

ども家庭庁成育局長通知）が調査期間中である令和７年２月 19日に示された。 

 

（２）確認方法や対応について 

○ 全ての項目について、確認先は“自治体の部署内で確認”が４～５割と最も多く、

続いて、項目により異なるが“他自治体に問合せ”、“こども家庭庁に問合せ”や“そ

の他”に確認をとっている。一方で“自治体内他部署と協議”はいずれの設問でも

10％未満と回答割合が低く、自治体内の他部署と連携した対応よりも、担当省庁へ
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の確認の他は、所管部署内や同じ業務を所管する他自治体とのネットワークを活用

した解決を試みていることがわかる。 

 

Ⅱ 「認可外保育施設の指導監督の基準」について 

（１）確認が必要となった事例があるという回答が多い項目について 

○ 「第１ 保育に従事する者の数及び資格」について、“１日に保育する乳幼児の数が

６人以上 19人以下の施設”において保育従事者の複数配置や保育従事者が１人にな

る時間帯を必要最小限とすることの解釈や判断に関し、確認が必要となった事例が

あると回答した自治体が 21.1％に上った（P.93）。 

○ また、「第７ 健康管理・安全確保」に関して、別表評価基準に記載の「１年に２回

の健康診断が実施されているか。（おおむね６月毎に実施）※施設において直接実施

できない場合は、保護者から健康診断書又は母子健康手帳の写しの提出を受けるこ

と。」に関連して確認が必要となった事例の有無については、34.4％の自治体から“あ

る”と回答があり、非常に高い割合であった。健康診断回数や内容、状況に応じ対

応すべき範囲について自治体で判断に迷いやすいことが伺える（P.129）。 

 

（２）確認方法や対応について 

○ 「指針」に関する設問と同様、全ての項目について、確認先は“自治体の部署内で

確認”が最も多く、約４～７割であった。項目によりその割合は異なり、例えば「第

５ 保育内容」にかかる確認については部署内での確認が７割と非常に高かった

（P.117）。一方で「第１ 保育に従事する者の数及び資格」は約 37％と比較的低い

割合であった（P.103）。施設個別の状況や事情を踏まえて保育内容等を判断してい

く項目については、日ごろからの施設との関係性をふまえて所属内部での確認と判

断が行われやすいと推測される。また、“自治体内他部署と協議”はいずれの設問で

も 10％未満と回答割合が低いことも「指針」に関する設問と同様である。 

 

Ⅲ 立入調査実施率の向上について 

本調査では、「指針」「基準」に関する事項の他、指導監督の立入調査実施率が向上

する支援策についても調査を行った。これは、先述した「認可外保育施設の指導監督の

状況調査」の調査結果でもわかるとおり立入調査実施率が前回より向上したとはいえ

60％台であり、同程度の数値が例年続いていることから、何らかの支援があることが立

入調査実施率を向上させることにつながるかを調べる視点から行ったものである。 

 

（１）支援策として回答の多かった選択肢について 

○ P.158のとおり、”実態の把握がしやすくなるような施設設置の届出の基準や仕組み

上の工夫”の選択肢が 30.5％と最も多かった。続いて“活動していない・転居して

いる事業者についての取扱を整理する”の選択肢が 28.9％と続いた。特に後者は前
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頁のとおり認可外の居宅訪問型保育事業について、廃止届が出ていないにも関わら

ず所在がわからなくなり立入調査実施や運営状況報告の提出を求められない事例に

関し、多くの自治体が対応に苦慮し関係各所に確認していることと関連していると

思われる。また、“立入調査に職員が同行することで一定の要件を満たした民間への

委託を可能とする”という回答や“巡回支援指導員導入に対する補助額の向上”と

いう選択肢も、共に約 16％と一定程度の自治体から選ばれた。 

 

（２）その他の意見について 

○ “その他”の選択肢を回答した自治体からの自由意見では、“指導監督業務や判断に

ついての研修の実施”や、調査が効率化できるような業務範囲や権限範囲の見直し

などの意見があった。 
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第５章 指導監督事務の参考となる事例集の更新 

調査結果をふまえ、他自治体でも参考としうる取組みの事例を、以下のとおり抽出

した。 

抽出は、業務効率化の観点に加え、基準適合の判断の過程において省庁に判断を仰

ぐことや回答そのもの提示を求めること以外に、指針や基準を参考に各自治体が自ら

判断するための行動を支援するという観点から行った。具体的には、所管部署が確認

・判断行為をするにあたり多様な関係先とのネットワークを活用した例や、適合・不

適合の判断プロセスで参考になりうる例等を、今回更新にかかる好事例として抽出し

た。 

好事例の自治体には、各取組みをヒアリングによりさらに詳細まで把握し、一般化

できる範囲や他自治体の参考になる範囲を精査した上で、「指導監督業務の参考となる

事例集」にまとめた。 

※なお、上記事例集は、後日こども家庭庁より自治体向けに提示予定 

 

１ 他自治体や自治体内部における連携の観点での好事例 

No. 取組み 内容 

１ 他自治体との協力  認可外保育施設の所在等の状況把握と、情報共有

や施設への通知・連絡を、他自治体と協力し役割

分担の上で実施した例。 

２ 自治体内の関係部局との連

携 

 自治体内の消防部局や衛生部局等と連携し、認可外

保育施設の状況把握と対応を行った例。 

３ 自治体の所管内部における

時勢に即した判断・意思決

定 

 前例がない形態での子どもの預かりについて、自

治体内部で情報収集と判断を適切に行った例。 

 

２ 認可外保育施設への立入調査における好事例 

No. 取組み 内容 

１ 居宅訪問型の認可外保育施

設への調査・集団指導につ

いて 

 調査方法について、事業者も調査を受けやすく、ま

た自治体も調査しやすい方法を検討し、実施してみ

た例。 

 効果的かつ効率的な集団指導の実施を試みた例。 

２ 認可外保育施設が多数設置

されている地域における立

入調査について 

 隔年の立入調査に関する考え方を精査し、隔年調査

とする施設の選定や調査項目についても整理を行っ

た例。 
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３ 基準等に適合しているかの判断に迷う際の判断のプロセスにおける好事例 

No. 取組み 内容 

１ 情報収集について  認可外保育施設の状況にかかる情報収集において、

自治体内部での工夫や自治体間の繋がりを活用して

行った例。 

２ 状況整理と、実情に応じた

判断について 

 状況を整理し、他自治体の判断例を取り入れなが

ら、当該施設の実情等をふまえ、判断基準を明確化

した例。 
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第６章 指導監督事務の参考となるＱ＆Ａ集の更新 

指導監督事務の参考となる事例集に加え、「指導監督事務の参考となる事例集等作

成のための実態調査」の結果を踏まえ、「認可外保育施設指導監督の指針」、「認可外保

育施設指導監督基準」等で特に判断に迷いやすい以下の事項を抽出し、指導監督業務

の際の参考となるよう、「指導監督事務の参考となるＱ＆Ａ集」を更新した。 

※なお、上記Ｑ＆Ａ集は、後日こども家庭庁より自治体向けに提示予定。 

 

１ 認可外保育施設指導監督の指針について 

第１ 総則 

１．この指針の目的及び趣旨 及び ２．この指針の対象となる施設 

○ 居宅訪問型保育事業所の設置届について 

○ マッチングサイトに登録している居宅訪問型保育事業所について 

○ 居宅訪問型保育事業所の運営状況と指導監督の適用書類について 

 

４．認可外保育施設の把握 

○ 窓口の手続き中に子どもを預かる場合の届出の必要性について 

○ 「一時預かり事業」「病児保育事業」等の届出対象外への変更について 

 

第２ 通常の指導監督 

３．立入調査 

○ 連絡が取れない認可外保育施設の立入調査や運営状況等の公表 

 

２ 認可外保育施設指導監督基準について 

第１ 保育に従事する者の数及び資格 

１．１日に保育する乳幼児の数が６人以上の施設 

○ 保育に従事する者の数が「２人を下回ってはならない」ことの解釈 

○ 保育に従事する者の雇用形態について 

○ 有資格者が不在の時間帯がある状態が恒常的にかつ断続して存在している場

合の考え方 

第５ 保育内容 

○「保育の質向上の研修」の考え方 

 

３ 認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書交付要領について 

別表評価基準 

第５ 保育内容 

○ 児童の健康診断の実施項目について  
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第７章 認可外保育施設の指導監督にかかる今後の方向性について 

調査結果から見えてきたことを踏まえ、指導監督基準等の理解を促進し、専門的な

視点で立入調査ができる人材を増やすこと及び全ての都道府県等を通じて統一的な取

扱いにより指導監督が行われることのために必要な事項について論じる。 

 

１ 現時点での認可外保育施設に対する指導監督事務について 

立入調査実施率は未だ 60％程度を推移しており、全国でみると認可外保育施設数は増

えている中で、ますます効率的な立入調査や、適合不適合の判断をスムーズに行えるため

の環境づくりが必要であることは明らかである。 

立入調査実施率が向上するための支援策としては、実態調査にて、“実態の把握がしや

すくなるような施設設置の届け出基準や仕組み上の工夫”や“活動していない・転居して

いる事業者についての取扱いを整理する”という、状況把握や実態把握に関する支援策を

選択・回答をした自治体が多い。また、“立入調査に職員が同行することで一定の要件を満

たした民間への委託を可能とする”という回答や“巡回支援指導員導入に対する補助額の

向上”という選択肢を回答した自治体も一定程度あり、質を保ちつつ、業務負担軽減や外

部化するということに関しても望んでいることがうかがえる。 

特に、増加している認可外の居宅訪問型保育施設については、届出制ということや、運

営形態上、所在地に設備や事務所を有するという意味での施設を有せず、実際の保育の場

所は別の場所であることなどから、運営実態が把握しづらく、状況把握も含めた一連の指

導監督の難しさに自治体が苦慮していることが推察される。 

また、上記の立入調査実施率向上のための支援策にかかる設問に対し、自治体からの自

由意見においても、民間委託や職権範囲の変更など業務負担軽減につながる対策を要望と

して述べたものがあったほか、“指導監督業務や判断についての研修の実施”が複数あっ

たことからもわかるとおり、指針や基準の各項目にかかる解釈や、立入調査実施や集団指

導の方法などの指導監督業務の内容を熟知し、自治体として根拠をもって判断するために

は必要な一定の経験やノウハウを蓄積することが必要とされる一方、現状は業務負担が大

きいことに対する不安が、自治体の回答からは感じられた。なお、有識者からも今回の調

査結果を受けて自治体の負担軽減のためには設置届の見直しにより届出時点で事業内容

を詳細に把握することや、指導監督業務の民間委託等を用いた制度改善が必要との意見が

あった。 
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２ 今後のあり方や方向性について 

認可外保育施設は、世の中の需要の変化に伴い、事業者が様々な預かり形態を展開し、

サービスがますます多様化している。その中で、自治体が行う認可外保育施設の指導監督

は、安全・安心な保育が実施されているかどうかについて各施設の実情を把握し、事業者

とコミュニケーションをとる非常に重要な機会である一方で、判断すべき事項の増加、業

務複雑化や業務量の増大が自治体への負担となっている。 

前頁１にも記載したとおり、適切な指導監督の促進と立入調査実施率を向上させるこ

とにより、保育の質を担保するためには、まずは、指導監督業務の中で対応に迷い、苦慮

する事項を減らすとともに、地域内の認可外保育施設の状況を最もよく知る各自治体にお

いて、判断がよりスムーズに行われることや、自治体の業務負担軽減につながる手法を用

いることで指導監督業務の効率化と有効化が図ることが必要である。 

そのために、基準や指針などの根拠資料を基にして、判断がよりしやすい状況になるこ

とや、自治体の体制面や人的リソースを踏まえた指導監督業務のあり方を検討することに

より、指導監督ができる人材を増やしていき、適切な指導監督体制を国全体で厚くしてい

くことが重要である。 

本調査研究では、上記の前段部分に関し、２つの調査を通じて、自治体の指導監督業務

が円滑に行われるための一助となることを目指して、事例集とＱ＆Ａ集の更新を行った。 

今後も、事例集とＱ＆Ａ集を含め判断の基となる資料全体について、状況とニーズに合

わせて充実し使いやすくすることが必要であるとともに、引き続き、自治体の判断を手助

けし、業務効率化しつつ適切な指導監督業務がしやすくなるような方策と改善方法を検討

していくことが重要である。 
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